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巻頭 言

管見,日 本 のエ ネル ギー

働 日本産業技術振興協会

副会長 等 々 力 達

1973年 と1979年 の2回 の石油危機 に見舞われて以来,幸 いに も,世 界 のエネル ギー 需給

に突発 的な大変動 は起 らず に今 日まで経過 してい る。今後 も暫 く,こ のよ うな状況が続

くもの として,今 後 のわが 国におけ るエネル ギー の供給 につ いて私見 を述べ る。

通産省 のエネルギー統計(1996年)に よる と,日 本 の1次 エネルギー総供給量は,原 油

換 算で約6億keに 達 し第1次 石油危機 前(1972年)の1.6倍 になった。 この 中,国 内供給分

(原子 力 を含 む)18%を 除 く大量のエネル ギー が輸 入 されている。今後 も輸入 を続 けて

い くには,新 産業 を興 し,国 力 を維持 していかねばな らぬ。従 って,エ ネル ギー関連 の

研究 開発 を進め る とともに,民 間産 業におけ る技術 開発 の育成 を強力 に進め ることが重

要 であ る。

石炭 ・石油 ・天然 ガスなどの化石 エネル ギーは総供給量 の83%を 占めてお り,技 術 開

発 に より一層 の利用効率 の向上 を図 る必要 があ る。天然 ガスの供給量 は11%で 過去24年

間に15倍 以上 に増加 したが,ク リー ンなエネルギー として今後 も供給 を増す ことが必要

であ る。

原子 力は総供給量の12.3%,総 電力量の31%で ある。石油危機前には総供給 量の1%に

も達 していなか ったか ら,こ の間,わ が国が如何 にその開発 に注力 して きたかが分 る。

地球温暖化 問題か らCO2排 出が きび しく規制 され るので,今 後 も原子力発 電の開発 は重

要 であ る。安全性の研究,放 射性廃棄物 の処理 ・管理 な どの技術開発は,原 子力の利用

技術 以上 に力 を尽 くさねば ならぬ。国民の理解 を得,社 会的 に原子力が受け入れて もら

え るよう,最 大の努力 を傾 けて行 うべ きであ る。 高速増殖炉 の開発 は急 ぐ必要 はない。

新 エネルギー の供給量は石 油危機 前の2倍,総 供給量の1.3%に なった。太陽光発 電 も

漸 く実用化 の段階 に達 した と思われ るが,こ れ を大規模 に利用す るには常温超 電導の出

現 が前提 となる。 自然エネル ギーは密度が薄 いので,小 規模 ・分散型 で利用す るのが効

率 的であ る。

地球環境 の観点か ら,省 資源 ・省エネル ギーの啓蒙活動 を一層推進 し国民の意識 を高

め ることが重要 であ る。 このため,不 用不急 と思われ る消 費に対 しては規制 を行 うこと

が必要 であ る。
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繍 座 談 会

地球環境時代における
「負荷平準化」を考える

薦 田 康 久(通 商産業省 資源エネルギー庁公益事業部 電力技術課長)

塚 本 修 巳(横 浜国立大学 工学部 教授)

原 ロ ー 幸(前 棘 勧 ㈱ 醇 営業部長*)

司会 稲 葉 裕 俊((蘇 鵡 レギー総合工学研究所)

はじめに一いまなぜ負荷平準化なのか

負荷率低下をもたらした

冷房需要 と産業構造の変化

司会 わが国の電気事業における年負荷率

は,夏 季冷房需要の増加や電力需要構造の変

化 などか ら,年々低下傾向を辿ってお ります。

このようななかで,電 力負荷平準化に向け

ての取 り組みが,こ の ところにわかに強化さ

れてきてお ります。 まず,そ の背景,意 義,

また,最 近の政府,国 の審議会の動 きなどか

ら紹介いただきたいと思います。

薦田 年負荷率 の状況か らお話 します。

年負荷率 とは,一 年間の最大需要電力に対

*:現 職 は,東 京電力(株)常 任監査役。
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する平均電力需要の比率であ り,電 力需要の

平準度 を示す指標 として用い られます。電力

会社は,最 大需要電力に備 えて設備 を設けま

すので,年 負荷率 は設備の稼動率になります。

わが国の電力需要のピー クは,図1に ありま

すように,昭 和43年(1968年)に 冬か ら夏に

移 り,そ の後需要の季節間格差の拡大が進み

ました。また,当 時70%ぐ らいでした年負荷率

は,以 後いろいろの要因があって低下 し,図2

のように最近では約55%と なってお ります。

その要因の一つは,冷 房需要の急増です。

エアコンの年間出荷台数は,最 近,業 務用パ

ッケー ジエアコンが約80万 台,家 庭用ルーム
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エアコンが約800万 台に達 し,夏 季電力需要

の尖鋭化 を進めました。

もう一つは,サ ービス経済化の進展に伴 い,

事務所 ビルや商店 ・百貨店などの業務用需要

が増大したことです。業務部門は,一 般に空

調需要の占めるウエイ トが高 く,負 荷率が低

いのですが,総 需要に対する割合が,昭 和40

年頃の5%程 度が平成7年 には20%ま で増加

したことも大きな要因になりました。

また,産 業部門も,産 業構造が昼夜間連続

操業の素材型産業か ら,昼 間操業の多い加工

組立型産業へ と移行が進み,こ うした大 口産

業の構造変化が全体の電力負荷率の低下につ

なが りました。

このような結果,現 在の 日負荷曲線を過去

と比べますと,図3に あ ります ように,需 要

の伸びが夜間に比べ昼間が大 き くなってお

り,需 要の昼夜間格差が拡大 してお ります。

高 コス ト構造の中核的是正策

となった電力負荷率の改善

薦田 世界経済は,近 年,グ ローバル化が進

んで国際的大競争の時代 を迎 えてお り,日 本
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図3日 負 荷 曲 線 の 比 較

(発受 電 端,最 大3日 平 均)
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経済の高 コス ト構造の是正が叫ばれています。

そのような状況のなかで,平 成9年5月,

『経済構造の変革 と創造のための行動計画』

が閣議決定され,電 気事業については平成13

年(2001年)ま でに国際的に遜色のない コス

ト水準 を目指す ことにな りました。負荷平準

化はその中核的方策に位置づけ られ、国家的

課題 として取 り上げ られました。

通産省は,こ のため電気事業審議会の中に

基本政策部会 を設置 し,そ の下に電力負荷平

準化対策検討小委員会(以 下 「負荷平準化小

委」)を設けて,平 成9年 末まで,こ の問題の

検討 を行 ってまいりました。

負荷平準化の方策

負荷率改善が もたらす3つ の効果

供給 コス トの低減,安 定供給の確保 と

CO2排 出削減への寄与

薦田 負荷率改善,す なわち負荷平準化は,

幾つかの方法があります。効果が大 きいのは,

図4に ありますよう,一 つは,電 力負荷 を夏

季平 日昼間などの需給のタイ トな時期から,

夜間,休 日などの緩やかな時期に移行 させ る

ピー ク シ フ ト

(昼間から夜間への移行)

△
ピ ー ク カ ッ ト

(ピー ク時間帯の醐整)

図4電 力負荷平準化の概念図

「電力ピー クシフ ト」 と呼ばれ る方法です。

電気エネルギーは,現 在の技術では貯蔵が

困難ですが、例 えば熱エネルギーにします と

貯蔵が容易です。需要の少い夜間電力を利用

して冷熱 として蓄え,昼 間の空調熱源 として

取 り出せば,昼 間電力の夜間移行が可能にな

ります。

もう一っ大 きいのが,需 要のタイ トな時期

における電力負荷を削減す る 「電力ピー クカ

ット」 と呼ばれている方法です。例えば夏季

の冷房をガスクーラーに切 り替 える,あ るい

は太陽光発電の利用 を拡大す るなどの方法で

す。

この ようにして電力負荷の平準化を進めま

す と,そ の効果はピーク時供給のために建設

される,利 用率の低い発電所が不要 とな り,

設備投資の低減が供給コス トを引下げる効果

を生み ます。当方の試算によります と,負 荷

率が1%改 善 されます と,電 力10社 の合計で

約290万kWの 供給設備の増設が不要 となり,

中長期的にはお よその数字で供給 コス トの1

%引 き下げ,1,400億 円の年経費,5,800億 円

の設備投資の削減 をもたらします。

また,電 力安定供給の面では,現 在,電 源

立地に要する期間が長期化するなどの制約が

顕在化 してお り,ピ ーク需要の低下に伴い新

規の電源開発が不要 となれば,そ のまま電力

安定供給への寄与にな ります。

さらに環境面では,昨 年末の地球温暖化防

止京都会議(COP3)の 合意 もあ り,今 後地球

環境への対応が迫 られてお ります。 ピークシ

フ トにより昼間のピーク需要 を夜間に移 しま

す と,図5に ありますよう,化 石燃料による

発電比率の低 い夜間電力 を使用す るため、

CO2排 出量が抑制できます。負荷率1%の 改

4 季報エネルギー総合工学



善 で,炭 素換算 で20万 トンか ら30万 トンの

CO2排 出を抑制す る効果が あると試算 され

てお ります。

これらより,負 荷率改善は,わ が国のエネ

ルギー政策に欠かせぬ重要な課題であり、通

産省の大きな施策の一つになってお ります。

負荷平準化の新 しい一つの動 き

一DSM

司会 ただいま負荷平準化方策の概要につい

て紹介がありました。ここで,最 近注 目され

ているDSMの 概要を塚本先生か らお話願い

ます。

塚本 近年,電 力負荷率の低下がある一方,

最大需要電力が著 しく増大して きました。負

荷率や最大負荷の問題については,い ままで

供給責任 を持つ電力会社が対応 してきました

が,今 後 とも電力会社の方策のみに依存す る

のは困難 と思われます。いま薦田課長が言わ

れ ましたように環境問題 その他 の制約があ

り,新 たな取 り組みが必要 と思 うわけです。

そのなかで,電 力会社側か ら需要家側に働

きかけ,社 会 ・需要家にも電力会社 にも望 ま

調整池式貯水池式水力 揚水式水力

石油

揚水用動カー

渓 ＼!、 、G,LPG,
その他ガス

石炭

原子力

自流式水力

024681012[41618202224

(時)
出所:東 京電力資料

図51日 の 時 間 帯 別 発 電 構 成
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薦 田 康 久 氏

(通商産業省 資源エネルギー庁公益事業部 電力技術課長)

しいパター ン ・大 きさ ・品質の需要に誘導し

てい く,デ イマン ドサイ ド・マネージメン ト

(DSM,Demand-sideManagernent)と 呼

ばれる技術があります。これは,非 常にポテ

ンシャルがあ り,ま すます発展する可能性が

あると見ています。

需要家の電力需要 をコン トロール し,電 力

会社 の好 ま しい負荷 曲線 に近づ け るDSM

は,広 い意味で,環 境保全 とか発電所の立地

問題 に対する制約 を緩和 し,し か もピー クカ

ットを可能ならしめる点で,非 常に興味ある

技術 です。

もう一つ,従 来からの料金制度を用いた負

荷管理に加 えて,近 年,技 術進歩が著 しい通

信 システムを使用 して,一 般需要家の負荷を

直接あるいは間接に制御す る新 しい動 きがあ

り,ア メリカでは様々な試みがなされていま

す。 これが近年の特徴ある動向です。

まだある負荷平準化の方策一

ボ トムァ ップと省エネルギー

司会 電力負荷平準化のパターンや方策につ

きまして,補 足があ りましたらお願いします。
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塚本 薦田課長か ら平準化方策について,「ピ

ー クシフ ト」「ピー クカット」のお話があ りま

したが,こ のほかに 「ボ トムアップ」 と 「省

エネルギー」があります。

図6に 示 しますが,「 ボ トムア ップ」は需要

がボ トムになる夜間電力の使用 を拡大す るも

ので,後 で述べ ますが,具 体的には電気温水

器,電 気 自動車を始めとする深夜稼働機器に

よる電力の利用です。「ピークシフ ト」との相

違は,日 中のピー ク時に限 らず,需 要者が必

要 とするときにいつでも貯えたエネルギー を

利用で きる点です。

もう一つの 「省エネルギー」は,負 荷 を直

接平準化す るのではあ りませんが,使 用機器

の効率向上,ビ ル ・住宅の省エネ性改善など

により,電 力の消費を昼夜にかかわ らず平均

的に下げます。ピー ク時需要電力の絶対値 を

低下させ る点か ら,省エネが重要 といえます。

供給側 ピークシフ トの中心策

揚水発電

塚本 ピー クシフ トの方策には,供 給側によ

る対応策 と需要 家が行 うものに二分 され ま

す。供給側によるピークシフ トの中心は,揚

水発電です。

揚水発電は,図7に あ ります よう,深 夜の

余剰電力 を昼間の電力需要ピー ク時に移 して

図6電 力負荷平準化の概念図(その2)

利用す る発電方式で,主 に地下につ くられる

発電所 と,こ れをはさむ上下の2つ の調整池

かちなります。昼間の電気の需要の多いとき

には上部調整池か ら下部調整池に水を落とし

て発電 し,発 電に使 った水は下部調整池にた

めてお きます。一方,電 気の需要の少ない夜

間に下部調整池か ら上部調整池に水を くみ上

げ,ふ たたび昼間の発電に使 うというように,

一定量の水 を繰 り返 して使用するものです。

技術的完成度,信 頼性,経 済1生に優れ,現 在,

わが国の発電設備容量の うち,約11%を 占め

ています。

このほかのエネルギー貯蔵技術 には,ナ ト

リウム・硫黄電池(NaS電 池),圧 縮空気,フ

ライホイル,超 伝導マグネットなどが話題に

上がっていますが,こ れらの新技術のほとんど

は,す ぐ大きな力を発揮するとは思えません。

やは り揚水発電が中心なのですが,建 設適

● 発電運転

嘉繍 塗勲 ギ'楓

火 水 、

彊原子力

議騨!レ 幽
(発電中)へ

㍉ 帖 く蟄

● 揚水運転

水誌

註≧→幽
ム〈瀞

出所:東京電力資料

図7揚 水 発電 の原 理
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地確保の困難1生,ダ ムや大型貯水池による環

境破壊等の問題 を抱えてお ります。供給側か

らピークシフ トを進めるのは厳 しい制約があ

るのです。

選択枝の多い需要家側の平準化策

塚本 需要家によるピー クシフ ト策には,最

近 「エコ ・アイス」の名称で電力会社が売出

している氷蓄熱式空調 システムがあります。

このシステムは,夜 間電力を使 って冷房時に

は氷,暖 房時には温水 を貯えて,空 調に利用

す るものです。従来からの水蓄熱式に比べて,

水から氷への相変化(潜 熱)を 利用す るので,

同じ量の水でも蓄熱量が大 きく,そ の分蓄熱

槽の容量が小 さくな り,設 置 されやす くなっ

ています。詳細は後程話に出ると思いますが,

平準化 と環境対策の双方に優れた特性を持つ

ものです。

次に,各 家庭 に置 く分散型の電池が考えら

れます。太陽電池はもともと化石燃料の代替

に開発が進められたものですが,ピ ー クカッ

トの働 きもあ り,モ ニター制度により1万 戸

に導入す る計画になっています。建築会社で

は,こ れに電池を付けて無停電電源(UPS)

の機能を兼ねることにより付加価値を付ける

ことを考えています。そ うします と,こ れは

ピークシフ トの役 目も果たします。

それか ら,先 ほど申しましたボ トム需要の

創出。既に電気温水器が非常に広 く使用され

ています。将来のことですが,電 気 自動車が

出てきますと,電 池を夜間充電することによ

りボ トムアップにな ります。電気 自動車は別

の面で興味があるのは,一 般家庭に電池を持

ち込む一つ の大 きなキーにな りうることで

す。これは,一 般家庭 自身が電気の蓄積能力

塚 本 修 巳 氏

(横浜国立大学 工学部 教授)

を持つことを意味 しますので,多数台が入 り,

これをうまくマネー ジします と,ピ ー クシフ

ト,さ らには,太 陽電池 と組み合 わせた新 し

い活用の可能性 もあ りうるわけです。

前にも申しましたように,「省エネ」に関し

ましては,冷 房や家の建て方の工夫などで,

まだまだ改善の余地 は相 当ある と思われ ま

す。例えば,オ フィスの冷房の仕方 も,パ ー

テーションを置いて足元などの適当なところ

に吹 き出し口を設けます と,大 幅に消費電力が

節減できて,相 当の省エネが可能にな ります。

そういう意味で,需 要家側からの平準化策

は,将 来的にはいろいろな選択肢があるとい

うことです。

これ までの需要調整のあゆみ

客先に操短依頼 した水主火従時代

省エネに傾倒 した石油危機以降

夏季ピーク対策が緊急課題の現在

司会 それでは,電 力会社による負荷平準化

第21巻 第2号(1998) 7



の取 り組みに移 りたいと思います。

電力会社の立場かち,需 要家 との関係など

か らお話いただければと思います。

原 ロ 需給の安定 とともに料金の安定は,電

気事業経営の最重点課題 であります。負荷平

準化 は,需 要 と供給の間に存在する ミスマッ

チを解消 して,望 ましい負荷曲線に向けて一

歩前進す ることにな りますので,電 力会社に

は永遠の命題 であり,積 極的に進めてお りま

す。

歴史的に見ます と,昭 和20年 代後半から料

金制度に時間帯別 契約が取 り入れ られま し

た。当時は水主火従 といいますか,水 力主体

の時代でした。豊水期には水が余 り,渇 水期

には水が不足 して,電 力の供給は非常に不安

定 でした。そのため,渇 水期には大 口需要家

には操業短縮をお願い して供給制限をし,豊

水期にはフル操業 していただた くというよう

に,毎 日あるいは月ごとに連絡 して,電 力使

用量の調整をしていただ く,需 給調整契約 と

い う制度がありました。

そのあと,大 容量の火力発電を主体にして

電源開発が進み,火 主水従時代 を迎えて供給

力は安定 してきました。

その後 石油危機の頃まで,私 ども電力会

社 は,需 要家の協力をいただき,ピ ー ク時需

要の抑制 ・平準化 を中心にした需要調整 を進

めてまいりました。石油危機以降は,こ れに

加 えて,燃 料消費量に直結す る総発電電力量

の低減 も重要事項 とな り,「省エネルギー」と

か,「 エネルギーの効率使用」という考え方が

重視 されてきました。

一方,経済の成長に伴 う需要増加のなかで,

業務用,民 生用の需要が急増 しました。特に

負荷率 の悪い空調需要が増えて,昼 夜間格差,

平 日休 日間格差,季 節間格差が拡大 し,い ま

は夏季ピー ク時の需給調整が最大課題になっ

たのです。

追風になった負荷平準化の推進

原 ロ 最近 では,昨 年末の地球温暖化防止京

都会議が契機 とな り,CO2排 出量削減,省 エ

ネルギー推進の必要性が従前にも増 して叫ば

れるようになりました。また,昨 年末には,

ほぼ時を同 じくして,負 荷平準化小委の中間

報告が取 りまとめられました。

電力会社は,こ れまでもお客様の協力をい

ただき負荷平準化 を進めてまい りましたが,

何せ一般の方々の考 えは電力事業の固有問題

という受け止め られ方か ら出ませんでした。

負荷平準化小委のあ と,負 荷平準化は,国 民

的な課題 として認知 され るようにな りまし

た。

あとでお話 ししますが,蓄 熱式空調 システ

ムーつにしましても,「蓄熱ってなに?」 とい

う水準から蓄熱 システムに市民権が与 えられ

たともいい うる状況になり,DSMや 負荷平

準化にも関心が向けられ,私 ども供給側に と

って大変 な追風になったと思っています。

負荷平準化のための

料金制度 ・技術開発

負荷平準化に向けた

これまでの料金メニュー

司会 次に,負 荷平準化に向けて電力会社,

例 えば東京電力が採 られています料金制度,

あるいは新 しく出来上が りましたその他の制

8 季報エネルギー総合工学



度,さ らには技術開発に触れていただ きたい

のですが。

原 口 電力会社では,こ れまで,時 間帯別に

電気料金の差を設けた り,負 荷調整に対する

割引きを行 うなど,価 格 インセンティブによ

る負荷平準化策を行ってまい りました。主な

ものが4つ あ り,私 どもは4大DSMと 名付

けています。

1つ は,鉄 鋼業,化 学工業などの大 口の素

材型産業向けの「時間帯別調整契約」。主 とし

てピークとなる昼聞時間帯における負荷の抑

制や夜間への負荷移行の促進 を目的 とした契

約で,夜 間割引 きした料金を時間帯別にきめ

細 く定め るとともに,年 間に構成すべ き夜間

率,深 々夜率 をあらか じめ契約 しています。

昼間の ピークになる時間帯に,平 均電力を5

%か10%凹 ませていただ くもので,図8に あ

りますイメージか ら俗 にバンザイ型の負荷曲

線 といってます。夜間労働力確保の問題があ

りますが,昭 和20年 代後半から実施 され,効

果が挙が っている 日本独特の制度 といえま

す。

2つ 目は,負 荷調整の難しい加工組立型産

業の大 口需要家 を対象に した 「計画調整 契

約」。計画的に夏季の重負荷 日に操業 を休み,

あるいは調整 して,日 曜 日・盆休み等の軽負

出所:東京電力資料

図8時 間帯 別調整 契 約 に よ る電 力 シフ ト

第21巻 第2号(1998)

荷 日に操業 を振 り替 えていただ くものです。

歴史的に申します と,あ る自動車会社 さんと

当社が協議 し,需 要が落ち込むお盆に工場 を

稼働 していただ く夏休み振 り替 え制度 を昭和

40年 代前半につ くりました。他の労働者の方

と休 日が違 うことで,組 合の問題 にはな りま

したが,平 準化面ではかなり効果を挙げてお

ります。

3つ 目が業務用 ビルを中心にした 「蓄熱調

整契約」。従来進めてきたものは,セ ン トラル

空調方式向けの もので して,空 調,給 湯,冷

水等の熱需要を対象 とした契約 です。蓄熱槽

とヒー トポンプ または冷凍機等 を組み合わ

せ,昼 間に使用す る冷温熱 を夜間に移行 して

つ くり,負 荷率の改善を図る目的 としたもの

です。 この料金制度は昭和37年 にできました

が,冷 暖房両用で動き出したのは,昭 和40年

代半ばであります。

4つ 目がボ トムア ップの制度でして,家 庭

用の電気温水器が中心ですが,北 の地方では

蓄熱暖房にも使用されます。「深夜電力制度」

といい,電 力負荷が低下する夜間時間の23時

か ら翌朝7時 までに蓄熱して昼間に使 う利用

者に,比 較的低簾な料金で電気 を供給する制

度です。

これ らが,伝 統的に行 われてきた,負 荷平

準化 を目指す4つ の料金制度です。

国家的課題になっている

氷蓄熱式空調システムの普及拡大

原口 技術開発に話を進めます と,負 荷平準

化小委の中間報告において国家的課題 として

取 り組むことにな りました蓄熱式空調 システ

ムとその蓄熱運転のイメージは,そ れぞれ図

9,図10の とお りです。 また,方 式は適用建
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物の規模 によ り,表1の ようにセン トラル空

調方式と個別分散空調方式に二分されます。

設置されてる割合 を冷凍機容量の合計でみ

ますと,全 体の9割 近 くが個別分散型のパ ッ

ケー ジ空調にな ります。

とい うことで,私 どもがこの過半 を占め る

分散型空調にメーカー との共同開発 を進め,

出来上がったのが 「エコ ・アイス」 と呼んで

いる 「氷蓄熱式空調システム」なのです。 こ

の方式の優れた点は,1つ は氷 を使用す る蓄

● 夜 間

夜間は熱源機を運転 して蓄熱槽に熱エネルギー

を蓄えます。(冷房時は冷水・氷,暖 房時は温水)

● 昼 間

昼間は蓄熱槽に蓄えられた熱エネルギーを放熱
して空調 します。また,必 要に応 じて熱源機の

追いかけ運転をします。

出所=東 京電力資料

図9蓄 熱式 空調 シ ステ ムの イメ ージ

ー
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餌●

陰
膨

o
●

・

・

空
調
の
た
め
に
使
わ
れ
る

電
気
の大
き
さ

藝

甲

22 8空 調時間帯182塒
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出所:東 京電力資料

図田 蓄熱式空調システムの蓄熱運転イメージ
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熱槽がコンパ ク トになり,大 きな設置スペー

スを要せず,機 器の種類が豊富でどのような

建物にも対応できることです。

2つ 目は,蓄 熱運転が割安 な夜間料金にな

りますので,ラ ンニングコス トが安 くなりま

す。ただ,現 在の普及状況は,中 規模建物に

向けた10馬 力以上 のパ ッケー ジタイプで し

て,個 別分散型空調のパ ッケージ容量では,

3分 の1と いうところです。今秋には,店 舗 ・

事務所など小規模用途向けの5～10馬 力の空

調機が,「 エコ・アイス ・mini」という名称で

市場投入 される予定でして,こ れが出ます と,

パ ッケージタイプの3分 の2の 分野で氷蓄熱

空調システムが揃 うことになります。

氷蓄熱式空調システムの普及促進のため,

国,電 力会社の双方が立ち上が りの支援 を行

っています。

国による補助金制度は,設 置する氷蓄熱式

表1蓄 熱式空調システムの種類

分 類
水蓄熱システム

エ コ ・アイ ス(氷 蓄熱)

現場築造タイプ ユニ ッ トタイプ
ビル マ ルチ タ イブ
パ ッケー ジタ イプ

セ ン トラ ル 空 調 個別分散空調

シ ス テ ム

イ メ ー ジ

馨国

丁
毒
プ

駕秘

毒

丁

募
ラ 糞

槽

〒

奈

ラ

丁籍
闇

丁歩

ラ

丁
参
プ

■

マ
薯

國

ダク ト(風 道) ダク ト(風 道) 態闘
願 屡,

↓ ↓ ↓

o「u

↓ ↓ ↓ 口 ・

ダク ト(風 道)
■

艸 曝
室 内ユ ニツ ト 配管

ll

空 ↓ ↓ ↓犠
ダクト(風 道) ダク ト(風 道)

↓ ↓ 工
6曜1

↓ ↓ ↓
ダク ト(風 道)

白 白 白↓ ↓ ↓

室内ユニ ツト

口
空調機

L 尋
空調機

ll璽

↓ ↓ ↓

地下スラブ 「
水蓄熱槽 1

一

・・熱槽 卜 〈 ビル マルチ タイ プ 〉

適用建物
規 模 大 中 規 模 中小規模

特 長

1.地下の二重 スラブ空

間 を水蓄熱槽 として

利用。

2.蓄 熱槽の水 は火災時

の消防用水,災 害時

の生活用水 に活用可

能。

1.地下 の二重 スラブ空

間 を氷蓄熱槽 として

利用。

2.水 蓄熱に比べて槽容

積の縮小が可能。

1.熱 源 機 ・氷 蓄熱 槽 を

ユ ユ ッ ト化 。

2.地 下 の二 重 ス ラ ブが

無 くて も設 置 可能 。

1.ビ ル マ ル チ エ ア コ

ン ・パ ッケー ジエ ア

コ ン と氷蓄 熱 槽 をユ

ニ ッ ト化 。

2.空 調 設備 の リニ ュー

ア ル に も 容 易 に 対

応 。

3.小 規 模 用 途 向 け にエ

コ ・ア イ スminiも

登 場

(平 成10年10月 発 売

予 定)

出所:東 京電力資料
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原 ロ ー 幸 氏

(前 東京電力(株)理 事 営業部長)

空調 システムと同等の空調能力 を有する非蓄

熱式空調システム との設置費差額の2分 の1

相当をユーザへ補助金 として助成するとい う

ものです。

氷蓄熱式の小型のものは,従 来の非蓄熱式

に比べ価格が割高です。それは,蓄 熱装置を

余分に備 える必要があ るこ とに もよります

が,や は り市場 に出ている数が少 いことにも

よ ります。普及を拡大 して コス トダウンにつ

なげるという趣旨により,10馬 力未満の 「エ

コ ・アイス ・mini」 および10馬 力以上の 「エ

コ ・アイス」でピー クシフ ト率40%以 上の も

のは,国 による補助金制度の対象に挙げられ

ています。 また,低 利融資を受けられ る制度

として,国 による利子補給制度があります。

電力会社からの支援には,機 器の製造 ・販売

メーカに対する普及奨励金制度があ り,会社に

よって違いますが,ピ ークシフトのキロワット

当たりの補助金は,3万 円ないし5万 円,期 間

は5年 ということでスター トしております。

普及が進む蓄熱式自動販売機

原 ロ ー般の方々によ く知 られて いるのが

「エコ ・ベンダー」 と呼ばれている蓄熱式 自

動販売機 です。

自動販売機には屋外設置の ものが多く,夏

のピーク時需要 を押 し上げる一因となってい

ます。何 とか1時 か ら4時 までの時間帯に電

力カッ トできない ものか ということで,メ ー

カー と共同開発 したものでして,こ れが 「エ

コ・ベンダー」の標準タイプになっています。

メーカー側が 自販機の断熱材強化を,私 ど

もは温度制御の研究開発を分担しました。保

冷温度を確かめるため,メ ーカーの方がお腹

が膨れ るほどの試飲 をされた末,ど うや ら合

格になり,現 在,全 国200万 台ある自販機の

うち,30万 台ほど普及 しています。

建物の床 コンク リー トを利用する

躯体蓄熱空調システム

原 口 これは,建 設会社が開発を進めている

システムです。図11が システムの概要でして,

夜間は,空 気を通す中空部分 を設けた建物の

床 コンクリー トの中に,空 調機 より冷気を送

って コンクり一 トの躯体 を冷やします。昼は

その冷却熱を利用 して効率のよい空調 を実現

するシステムでして,「躯体蓄熱 システム」と

呼んでいます。

既に,こ のシステムを採用したビルが建て

られてお り,水 ・氷蓄熱の空調システム と併

用すれば,ピ ー クカッ ト,ピ ークシフ ト率に

数10%の 効果が期待 できるとの報告 も出てい

ます。建築会社からは料金制度上の優i遇策が

求め られています。

設計から運転管理まで

一貫 して支援する蓄熱受託制度

原 口 この蓄熱受託制度 というのは,セ ン ト

一12一 季報エネルギー総合工学



プル方式の蓄熱式空調システムの普及 を電力

会社が支援するもので して,一 部の会社 では

すでにスター トしてお り,ほ かの会社で も実

施 され る見通 しになっています。

「蓄熱式空調システムは高級一眼レフ じゃ

ないか。 もう少 し簡単にできないか」 とお客

からも,また委員会の席で もよ く言われ ます。

それではと,こ の空調システムの ノウハウを

持つ私 ども電力会社が利用者に最適なシステ

ムを提案 し,利 用者に代って熱源側設備の設

計 ・施行から運転 ・メンテナンスまですべて

や りましょうということでスター トした制度

でして,こ こには私 どもがいままでに蓄積 し

た経験が生かされています。 また,こ の制度

では電力会社が初期投資を負担し,利 用者に

は運転経費と合 わせて月賦で支払っていただ

く方式です。

今後,か な り普及するものと期待されてま

す。

蓄熱式空調 システムが もたらす

社会的メッリッ ト

優れた省エネルギー性に都市防災機能 も

原口 蓄熱式空調システムは,こ れまでの話

に出ましたように,利 用者に経費の節減,電

力会社に負荷率の向上 をもた らしますが,社

会的にも大 きなメリットがあ り,わ れわれは

一言で 「三方一両得」 と申 してお ります。

社会的メリットの1っ は,熱 源機の定格運

転による省エネルギーです。

蓄熱式空調システムは,以 前は,蓄 熱する

ことによるロスがあり,エ ネルギー損失につ

ながると言われていましたが,よ くよく測っ

てみます と,蓄 熱によりかな りのメ リッ トが

出ることがわか りました。

空調 システムの負荷率 とは,1時 間の最大

負荷に対する年平均負荷の比率 ですが,幕 張

とか箱崎の地域冷暖房 システムでの熱供給デ

ータをみます と,空 調の負荷率は20%か ら30

〈 蓄 熱 運 転(夜 間)〉

中空スラブの中空部分に空調機より冷気を送り,コ ンクリー ト

躯体を冷やす。

空
ラ

中

ス

天井ノ

OA

(二重床)

出所:

〈放 熱 運 転(昼 間)〉

室内より回収 された空気(レ タン空気)を,中 空スラブ内を経由

させ,冷 や して空調機へ還す。

寅琴

天井

OA

(こ重床)
一→レ 空気の流れ 一→レ 空気の流れ

大成建設資料

図11躯 体蓄熱空調システムの概要(床 吹出方式)
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%と いうところです。これを熱源機器の側か

ら見ます と,部 分負荷の状態での運転が多い

ことにな ります。 自動車にします と,定 格走

行 といいますか,60キ ロ走行に対 して,町 中の

渋滞走行で燃費が低下す るの と同 じ状況で

す。

蓄熱式の場合には,熱 源機器 を100%の 負

荷率で必要な時間だけ運転すればよいことに

なります。蓄熱式でいちばん省エネルギー性

が出るのは,熱 源機器の100%負 荷時におけ

る高効率の運転で して,図12に あ ります よう,

約30%の 効率向上にな ります。 さらに,外 気

の温度が低い夜間に蓄熱しますから,昼 間と

比べてヒー トポンプの冷却能力は図13の よう

に,約10%も 向上 します。

また,電 力会社側にします と,夜 間電力を

使用 した蓄熱ですので,そ の電力は同 じ火力

発電を使 うにして も昼間のピー クロー ド向け

発電所 より効率が高いべ一スロー ドの発電所

が発電 したものになります。さらには,夜 間

〈熱源機の負荷率 による効率変化 〉

　　

効,。 ↑約 ・・%

率60

乞40
20

B2040608010G

負荷率(%)

※定格運転時(負荷率100%)を 効率100とした場合。

〈熱 源 機 の 運 転 状 態 〉

磐1＼

馨 、

隻 ＼

実

套

228

出所:東 京電力資料

1822時

図12蓄 熱により熱源機に可能な高効率運転

のほうが負荷が小さいことか ら,送 電損失 も

減少 します し,な おかつ,蓄 熱システムは需

要地にあります。これ らより,「蓄熱システム

は省エネルギーな都市型の揚水発電所」 とも

いわれております。

さらに,水 蓄熱槽は都市防災機能があ り,

災害発生時の消火用水や生活用水に利用が可

能です。神戸 ・淡路の大震災の経験より,コ

ミュニティータンクとしての活用 を関西電力

から提案 し,神 戸市や兵庫県の復興計画に採

用 されました。消防庁からも,全 国都道府県

に対 し積極的使用の通達が出されてお ります。

負荷平準化 ・省エネが進むその他機器

こちらも普及拡大が望 まれ るガス冷房

司会 これまで,負 荷平準化に対する電力会

社の取 り組みについて伺 いました。ここで電

力会社以外の取 り組みについて,例 えばガス

事業の係わ り,あ るいは高効率の省エネ機器

の開発についてお願いいたします。

冷
房
能
力

25

20

::

・5↑ 約 、。%

00

一L
l52025273035

外気 温(℃)

出所:東 高電力資料rm35℃ の冷房能力を100とした場合。

図13空 気熱源ヒー トボンプの冷房能力変化例
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薦田 都市ガスの需要に も季節格差があ り,

大 まかに言って夏がボ トム,冬 がピー クにな

ります。ガスを用いて冷房 を行 うガス冷房は,

夏季の電力 ピーク需要の増大 ・尖鋭化の要因

となっている冷房需要 をガスに移行 させ る効

果があ り,図14の ように,電 力負荷平準化に

役立ちます。負荷平準化小委の中間報告にお

いても,蓄 熱式空調 システムとともに,そ の

普及拡大に向けた取 り組みの強化が謳われて

いるゆえんです。

ガス冷房 システムは,図15の ように用途 ・

規模に応 じていろいろの型があ ります。大規

模向けの吸収型は,CO2排 出量が少 く環境面

で優れてお り,今 後に期待が持てます。中小

規模向けのガス ・ヒー トポンプ型は,電 気冷

房に比べ運転費は安いのですが,コ ンパ ク ト

さと設置のフレキシビリティとの面でやや劣

ります。

ガス・電気の競争面での実態を申します と,

ビルや地域冷暖房 のような大型のケー スで

は,両 者ほぼ互格 といわれています。 ところ

が,小 型にな ります と,構 成機器,特 にコン

プレッサーの開発力に差が出てきます。何 し

ろ電気空調は年間800万 台の市場があるのに

対 して,ガ ス冷房は目標が1万 台 とか2万 台

というレベルですか ら,一 生懸命やっている

のは事実ですが,こ の差を詰めるのは大変で

す。

先ほ ど原口さんから蓄熱式空調システムの

優れた点 を言われましたが,全 ての建物に設

置できるわけでもあ りません。国 としまして

は,イ ーブンの戦いをしている大型システム

では,両 方が競争下でそれぞれの適 した とこ

ろに普及が伸 びるよう環境整備 を進めたいと

考 えています。

後か ら話をしますけれ ども,蓄 熱式空調に

もガス冷房に も同じような補助や税制上の恩

典 を与えてお ります。ただし,技 術開発につ

いては,市 場の伸びが遅れているガス冷房の

小型化に,国 か ら補助金の形による援二助 を行

っているところです。

省エネ開発が進む家庭用 ・業務用機器

司会 続いて,高 効率の省エネ機器の開発に

ついてお願い します。

原 口 まず家庭用か ら始め ます。

一つがジャーポット。これまでの ものは,

沸か したお湯を100度 に保つのが一般で,な

おかつ,断 熱材は殆 ど入っていません。です

から,沸 かした後 も電熱を続けているも同然

です。そこで,メ ー カー との共同開発を行い

ました。断熱材 を強化 し,な おかつ,お 茶 を

入れるには70度 ぐらいでいいはずですので,

保温温度 を80度 に下げました。そんなことで,

電力消費が30%節 減になるものをいまつ くっ

ています。

次に冷蔵 ショーケース。庫内温度を1度 上

げる,あ るいは照明を少々下げることにより,

電力消費を12%落 としたケースもあります。

最近出ましたのが,温 水便器。ウォシュレ

ッ トの使用は非常に快適なのですが,あ れも

メーカー との共同開発により温水タンクの保

温材 を増し,設 定温度を少 し下げて,電 力消

費を40数%セ ーブしました。

家庭用のクー ラーにも,「電気代が半分にな

ります」 と言って売っている,大 変効率のい

いのが出て きています。数量的にはまだ全数

800万 台の2割 程度ですが,外 国製品にはそう

いうものは見当 りません。

ですから,今 度の省エネ法で定められた ト
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出所:日 本ガス協会提供資料

図14ガ ス冷房 の 電 力負荷 平準 化 への寄 与(イ メ ージ図)
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出所:日 本ガス協会提供資料

図15 ガ ス冷房 システ ムのバ リエ ー シ ョン
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ップランナー方式の適用によっては,か な り

消費電力が落ちると思われ ます。家庭用のク

ー ラーが増加 して も,電 力消費量は低減する

可能性を秘めてお り,こ こらはぜ ひ実現 して

いただきたいと思っています。

業務用のパ ッケージ・クー ラー も,5馬 力,

4馬 力程度のところは,一 部の会社の製品で

すけれども,最 近電気料金が4割 から6割 削

減,冷 房効率 を示す成績係数(COP)で はお

よそ倍 ぐらいのものになってお ります。

以前の クー ラーは,部 分負荷の状態での効

率が悪 く,そ れが使用時全体の効率 を落 とし

ていた ところに着 目してインバータを入れ,

部分負荷時の効率がいい空調システムにして

お ります。

省エネ法の適用によ り,こ れらの普及拡大

が進めば,電 力会社 としては大変あ りがたい

と思 ってます。

産業用モー タには,「高効率型モー タ」とい

うものがあります。

これは,銅 損,鉄 損,材 料損などの損失を

設計や材質の改良によ り低減 し,標 準モー タ

に比べて1～6%程 度の効率向上 を行ってお

ります。モー タに使われる電力は,平 均的な

工場で消費される電力量の約70%を 占めてい

ますので,こ の高効率型モータの省エネルギ

ー効果は大 きなものにな ります。

すでに高効率型モー タは,工 場やビルで長

時間連続運転 され るファン,ポ ンプ,コ ンプ

レッサなどで使用されています。

普及率は,米 国では生産販売されているモ

ー タの約50%に 達 していますが,日 本の場合

はわずか1,2%の 程度にす ぎません。普及

を妨げ る要因は設置コス トが標準型に比べて

約30%高 いことで,こ のため,私 どもは運転

経費節約によるコス ト差の回収年数を導入手

順書の中で示 してお ります。例 えば,5.5kW

のモータを1日8時 間,年 間300日 稼働 させ

た場合,3年 間でコス ト増分の回収が可能に

な ります。

高効率モータの採用による日本全体の省エ

ネ可能量は約120万kW,年 間約40億kWhと

の試算 もあ ります。普及のカギは,省 エネ意

識の問題ですが,そ の環境づ くりには民間企

業の取 り組みに加えて,米 国のように政府か

らの支援 もお願いしたいところです。

負荷平準化へ向けた国の施策

4本 柱からなる負荷平準化の施策

司会 次に,電 力負荷平準化への国の施策に

ついて紹介いただきたいと思います

薦 田 先般 の負荷平準化小委 の中間報告に

は,電 力負荷平準化対策の強化 として,4つ

の基本的方向を打ち出しております。

電力会社での取 り組みについては,先 ほど

原口さんから話があ り重複す る部分 も出ます

が,以 下に内容 を説明します。

1つ が,「蓄熱式空調 システム・ガス冷房の

一層の普及 ・拡大」であります。

具体的には電力会社 ・ガス会社が進めてい

ます支援に加えて,新 たな政府補助金制度の

導入です。

また,蓄 熱式空調システムは,冷 媒に高圧

フロンガスを使用するため,高 圧ガス保安法

の規制 を受け,こ れが普及阻害の一因であり

ました。これについては,既 に行われた合理

化 ・緩和措置に続いて,同 規制の見直しの継
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稲 葉 裕 俊 氏

((騒 書 ギー総紅 学研究所)

続が重要であるとしています。

このほか,蓄 熱式空調システムの官公庁建

築物への卒先的導入 を図るため,基 準類改訂

の検討,法 制度の見直しを進めることにして

います。

2つ 目は,「負荷移行促進のための電気料金

制度の充実」です。今後一層の負荷平準化 を

進めていくため,現 在の料金制度拡充の見直

しを進め ることにしています。

一例 を挙げます と
,ピ ー クシフ トのインセ

ンティブとして現行の深夜料金の格差 とその

適用の対象 をさらに拡大するなどの方策によ

る,料 金制度の活用です。

3つ 目が 「国民的な理解を得 るための活動

の強化」です。中聞報告の中では,負 荷平準

化は,経 済の高コス ト構造の是正,国 際競争

力の向上,国 民生活の向上に資するものであ

り,国 民的理解 の下に強力に進めなければな

らないものであること,国 民一人一人の取 り

組みに より大 きな効果が期待 できるこ とか

ら,そ の意義 について広 く国民にわか りやす

い形で訴えかけることが必要であるとしてい

ます。

これに対 して,こ れまでの(財)ヒ ー トポン

プ技術開発センターを,平 成9年7月,(財)

ヒー トポンプ ・蓄熱センター と改組 し,従 来

か らの ヒー トポンプに関す る技術開発に加

え,蓄 熱技術の発展,蓄 熱システムの社会へ

の啓蒙,普 及促進を図るためのナショナルセ

ンター としての機能 を持 たせることに してお

ります。

4つ 目が 「技術開発への取組み強化」です。

これは塚本先生か ら紹介されると思っていま

すが,今 後の中長期的課題 として,直 接 ・間

接の負荷制御技術,蓄 電池の開発などがあ り

ます。この面でも,国 としてやるべ きものは,

今後さらにその拡大 をしていきたい と考 えて

お ります。

料金格差の効果を把握できた

間接負荷制御の実証試験

司会 いま最後にふれられた4番 目の技術開

発に関 しては,国 のプロジェクトとして,負

荷集中制御 システム確立実証試験が実施 され

てお り,私 どもの研究所 も新エネルギー ・産

業技術開発機構(NEDO)か ら委託 を受け,

これに関与させていただいてお ります。塚本

先生にはプロジェク トの推進に当た りいろい

ろご指導いただいてお りますが,プ ロジェク

トの意義,成 果について紹介いただきたいと

思います。

塚本 若干繰 り返 しにな りますが,近 年,日

本では夏季ピー ク時の電力需要は尖鋭化 し,

これに必要な電力を供給するため,電 力会社

は年間数 日しか稼働 しない設備 をつ くってい

ます。立地はます ます厳 しく,供 給側だけに

よる対応は困難度 を増 しているのが実情 で

す。
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このような状況にあ り,需 要家側にも電気

の使 い方 を調整 して協力 してもらおうとい う

のがDSMで す。司会者か らお話のありまし

た実証試験では,電 力会社から電力の使用状

況,料 金等の情報 を需要家宅に提供 し,需 要

家自ら電力の使い方を工夫 してもらう間接負

荷制御の試験 と,需 要家の空調器,温 水器な

どを電力会社か ら遠隔操作で制御す る直接負

荷制御の試験を実施 しました。

DSMを 進め る上では,料 金 問題 は欠かせ

ぬ要素であ り,負 荷の多寡の状況に応 じて料

金格差を設けるのが一策です。一例です と,

フランスでは料金制度による負荷制御にいち

早 く取 り組んでお り,ピ ー ク時の料金 を一番

安い ときの約10倍 に設定 しています。

今 回の間接負荷制御試験では,項 目の一つ

として料金格差に対する一般家庭 の感度 を把

握するため,ピ ー ク時料金 を平常時の2倍 と

4倍 にした2ケ ースで電力使用量の変化 を調

べ ました。その結果,4倍 の場合 にはかな り

の節減が見 られ,や は り消費者の行動に料金

インセンティブが働 くことが実証 され,定 量

的に把握 できたのは意義あるこ とと思 いま

す。

一方
,今 後に残 る課題 としては,一 般家庭

への普及 を考 えた場合,こ のようなインセン

ティブが長続きす るかの問題があります。

もう一つの不安は,ほ ん とに暑い日がきた

とき,料 金制度では抑えられず,値 段には も

う関係ないとみんなが使いだし始め,ピ ーク

をます ます先鋭化 させ る可能性がなきに しも

非ず という点があ ります。 この2点 に課題は

残 りましたが,料 金 インセンティブが定量的

に把握はできたのは,聞 接制御の今後の展開

に役立つ もの と思います。

興味ある結果が得 られた

クーラーのオン ・オフ直接制御試験

塚本 次に,直 接負荷制御試験で行ったクー

ラー電力のピー ク制御 について紹介 します。

クー ラーの制御方法は,給 電地域をグルー

プに分割 し,電 力会社の制御センターから稼

働 中のクーラー を間欠的にオン ・オフする方

法です。 グループごとのオン ・オフを図16の

ようにずらすことで,全 体の最大負荷の抑制

を行 うものです。

グループ、_rL」X」 ■_n__nc・FF
　　

グル_プB_rL」UL∫L_」 「_OFF 　　

グル_プc_」-L_∫L」L」 ユ_」rL・FF 　　
グル_プDrL」 ■nm」-L・FF

ON

OFF時 間3分1サ イクル
12分

図16オ ン ・オ フ制 御 の 考 え 方

一
試験の結果か ら,一 般需要家は,給 電の停

止で,ち ょっと暑 くなったなと思っても,0.5℃

程度の室温上昇で再び通電されれば,こ のよ

うな直接制御 をキャンセルす る率は,あ まり

多くないということが出ました。ピー クが厳し

い状態になってきたとき,輪番制でクーラー給

電を切 る直接制御に対 してある程度の見通し

が得 られ,面 白い結果が出たと思っています。

欧米 におけるDSMの 動 向

市場競争のなか停滞模様のアメリカ

司会 次に,欧 米の負荷平準化について紹介
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いただければと思います。

薦田 海外における電力負荷率の状況をみま

す と,ヨ ーロッパは70%前 後,ア メリカが60

%ぐ らい,日 本が55%で して,ヨ ーロッパは

いまで も極めて高い水準にあります。

これは気候に相違があ り,冬 季に寒さが厳

しく暖房用負荷が高いことが負荷率の数字に

大 きく影響 している面があると思いますが,

ただ,日 本 と気候 の近いアメリカで も日本 よ

り高い水準にあります。

これは,先 ほど塚本先生か らお話があ りま

したように,ア メリカでは,電 力コス トの低

減には設備投資費の削減が非常に大 きなウエ

イ トを占めることか ら,電 力会社 はいろいろ

なバ リエー ションのDSMを や ってきたこと

にもよると思います。

ただ,最 近 では,一 つは設備 自体 に余裕が

見られ,電 力会社は電源設備新設の緊急性が

遠の くなかで,DSMに 対す る意欲 も減退気

味 といえます。

もう一つは,い まアメリカの電気事業者は

激しい市場競争の真っ只中にあ り,利 潤の追

求に懸命です。短期的には利潤に直結 しない

DSMへ の熱意が冷めて きているの も実情 と

思っています。

一部地域では輪番停電の実施 も

塚本 アメリカは,DSMで は世界に先行 し

た面があ ります。電力会社の進め方が一方的

なところがあ り驚いたのですが,電 力不足が

深刻化 しているアメリカの一部地域では,需

給逼迫時にすべ ての消費者への給電を,で き

る限 り同じ時間 と回数で遮断する輪番停電 も

実施 していることです。遮断料金は月間数 ド

ルか ら10ド ル足 らずのインセンティブ です

が,夏 のピー ク時に,午 後1時 か ら4時 とか

5時 の問で3,4時 間バ ッサ リ切 っちゃうん

ですね。そうすると暑 さにかなわず,み んな

それに合わせてどこかへ 出掛けるというんで

す。

彼 らは結構裕福 な生活 をしているのです

が,5ド ルとか10ド ル電気代 を節約できるな

ら受入れるという,電 気に対する日本人と違

ったコス ト感覚があって,面 白い と思いまし

た。

それが直ちにアメリカの60%の 負荷率 とい

うわけではないんでしょうが。

まとめ 一

21世 紀に向けての負荷平準化の進め方

何より大切な

負荷平準化への国民的理解

司会 負荷平準化小委の中間報告では,2010

年 までに約1,700万kWの 電力負荷 改善 目標

を挙げています。そこで最後に,21世 紀に向

けての負荷平準化のあ り方 とか将来像 を,幅

広 く,感 想なども含めてコメン トいただけれ

ば と思います。

薦田 負荷平準化小委が挙げている2010年 ま

での改善 目標は,表2の とお りです。

原 口さんか ら紹介 された蓄熱式 自販機の

100万kW,省 電力エアコンの350万kW,そ の

他の積み重ねで約1,700万kW,,改 善効果に し

て約4.2%と いうことです。これをや ります と

アメリカ並みの負荷率60%に な りますが,内

訳は,ど の項 目を取 って も極めて厳 しい目標

値 です。わが国の実状 としては,負 荷率低下
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の食い止めだけでも容易でないことをまず認

識する必要があります。

負荷率 を4%押 し上げるのは,国,電 力会

社 とも相当の努力が必要ですが,そ れに加え

て国民の皆様がわが国のエネルギー事情,そ

のなかにおける負荷平準化の意義 を理解 して

いただ くことが何 より大切 と思っています。

表2負 荷率改善目標(潜 在量)

単位:万kW

項 目 目標値

蓄熱調整契約 742

計画調整契約 176

蓄熱式自販機 100

蓄熱式冷凍冷蔵 ショーケース 86

省電 力エ ア コン 350

ガス冷房 242

合 計 1,696

料金制度と新技術の組み合せで

司会 塚本先生か ら将来の技術の話 も含めて

いかがでしょうか。

塚本 技術 といっても即効性のあるものはな

かなかあ りません。先ほど一寸申しましたが,

ピークセービングに,無 線 を使 った負荷直接

制御 と料金制度 とをうま く組み合わせれば将

来性があるか と思います。

例 えば,ポ ケベルに使われているFMの サ

イ ドバン ドはまだ結構余裕があるようです。

それをうまく使って,地 域別に クー ラーを輪

番的に止める。小 さなFM受 信機は数千円で

すので,そ れ をうまく取 りつけて,信 号が来

たらエアコンを休止することに します と,何

十万kWか の節減が可能 となります。そのよ

うな新 しい試みをトライしては と思います。

原口 ほん とにエネルギー不足になれば,輪

番的に止めるのも一つの考 えだ と思います。

この方法は,ク ーラーによる冷房の効用は

給電 を止めても変 らないと考 えるのか,若 干

の低下があっても許容されるという前提で考

えるのかで,ち ょっと違 うと思います。いず

れにせ よ,効 用の低下があって も蓄熱槽があ

れば給電をス トップ しても大丈夫ですので,

これらをセ ットに した負荷制御にすればよい

か と思 います。

私 ども,配 電線を使った制御を昭和40年 代

にかな り実験 しました。実の ところ,当 時の

実験ではノイズなども入 り,ま た自動検針,

負荷制御,電 圧測定,負 荷管理など,い ろい

ろ絡めて もコス ト的にも成 り立ちませんで し

た。

ただ,電 源立地が厳 しくなるなど条件が変わ

れば,給 電線 とか通信 システムを使った制御の

制度を,今 後は考えるべ きかもしれません。

直接制御ですと,現 在のところ大 口の産業

用,業 務用から始め るのかなと思 っています。

家庭用の場合には,オ ー トメーション装置

を取 り付けたシステムのほうが,む しろコス

ト的には割安です し,実 現性があるかと考え

て ます。

塚本 一つだけ じゃな くて組み合わせていく

ということですね。

今後に期待 される電力負荷制御のイメージ

は,図17に な ります。

蓄電池技術への取 り組みも

原 口 もう一つ申します と,私 どもも,従 来

か らナ トリウム ・硫黄(NAS)電 池のような

電力貯蔵用電池の技術開発を進めてまいりま
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したが,こ こへ きて,条 件が大き く変化 して

きたと見ています。

と申しますのは,電 気 自動車一つ を取 り上

げましても,昔は鉛電池を使用 しましたので,

コス ト,耐 用年数,メ ンテナンスのいずれに

も問題がありましたが,カ リフォルニア州の

環境規制に対応するため,自 動車会社が本気

で開発 を進めている電気 自動車は,過 去のも

の とは格段に違います。

これを見ましても,蓄 電池の技術を使 った機

器が空調の分野にも入って くると思います。

現実に,先 ほど開発が遅れていると申しま

した5馬 力以下の小型のものを対象に開発 を

始めている会社があ ります。氷蓄熱方式より

も小さ くて,蓄 電池の効率が8割 ぐらいでで

きます と,小 型の分野は蓄電エアコンもいい

か もしれません。

電池のコス トが下 り耐用年数がある程度 も

ちますと,小 規模の空調では氷蓄熱方式 と蓄

電池方式の住み分けが出て くる可能性がある

との見方をしているメーカー もあ ります。

そうします と,電 気の空調システムではラ

インアップが全部揃 うことになります。また,

太陽光発電 との組み合せ を含め ますと,家 庭

用電池の可能性がかな り膨らむ気がします。

司会 最後に,技 術開発が電力負荷平準化の

推進に一つの大 きなファクター というお話に

なりました。

先ほど薦田課長がおっしゃったように,電

力負荷平準化問題 は,電 力会社 を始め とし,

ガス会社,メ ー カーに加えて,国 民一人ひと

りが積極的に取 り組むことが解決に向けての

最大のポイン トとの思いを強め ました。

きょうは,分 か りやすい話を存分にしてい

ただき,長 時間にわた りどうもあ りが とうご

ざいました。

電 力 会 社

電気料金
省エネ情報
緊急時連絡

%

琴=CATVネ ッ トワー クa

情報 提供(イ ンセンテ ィブ)》

ホ ー ム オ ー トメー シ ョ ン

に よ る

ロ ー ドマ ネ ジ メ ン ト

シ ス テ ム

[

家電機器羅

需 要 家

快適な生活の保障
経済性の確保

生活サイクルの維持

出所:NEDO,「BESTMIX」Vol.28

図17電 力負荷 制御 実用 化 の イメ ージ図
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〔関連施策紹介〕

「原子力 と情報」を巡 る最新動向

一 「原子力 と情報」懇談会報告書 につ いて一
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このような観点か ら,原 子力発電に関す る
は じ め に

種々の課題解決 に,情 報通信技術 をいかに戦

原子力発電は,こ れまで,常 に新たな先端

技術 を積極的に取 り込みつつ発展 してきた。

しか し,近 年は,発 展著 しい情報通信技術を

十分活用できないまま,相 対的に保守化 しつ

つあるように思われる。

一方
,国 民の原子力に対す る不安感や不信

感の増大,原 子力発電の新規立地の停滞等の

閉塞感を打破 し,原 子力発電の将来 を切 り開

いていくためには,急 激な技術革新 をとげつ

つある情報通信技術の積極的な活用は,大 き

な可能性を秘めている。

原子力発電については,安 全性 ・信頼性の

一層の向上,安 全規制体制の高度化や情報公

開による国民の信頼回復 を図るとともに,電

力 コス ト低減の一環 としてさらなる経済性の

向上が不可欠 となっている。

他方,原 子力発電所が,立 地地域を始め と

す る社会全体 と真に共生 してい くためには,

原子力発電所 と立地地域 ・国民 との より緊密

なコミュニケーションを確立するとともに,

原子力発電所の立地が,地 域社会の長期的 ・

自立的発展に大 きく寄与することが求められ

ている。

略的に活用 していくべ きかを検討するため,

慶鷹義塾大学石井威望教授を座長 とする 「原

子力 と情報」懇談会 を設置 し,平 成9年5月

か ら平成10年3月 まで5回 にわたる検討を行

い,具体的な提言 をとりまとめていただいた。

以下にその概要 を紹介する。

1.原 子力と情報を巡 る環境変化

原子力発電所が立地地域 を始め とする社会

と共生するためには,情 報通信技術 を活用 し

た原子力発電の透明性確保による信頼性,安

心感の向上が不可欠である。また,原 子力立

地地域が,原 子力発電所 と共生 しながら,長

期的 ・自立的な発展を図るためには,情 報化

による地域特性 を生か した地域振興策が必要

である。

一方,原 子力発電そのものについて も,常

に最先端の情報通信技術の活用により安全性

や信頼性,経 済1生の向上 とともに,原 子力安

全行政の合理化 ・高度化 を図ることが期待さ

れ る。それに加 えて,今 や発展著 しい情報通

信技術の活用いかんが,原 子力産業の競争力

*現 職:通 産省 機械情報産業局 医療 ・福祉機器産業室長
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を大 きく左右す ると言っても過言ではない。

さらに,近 年,急 激に普及しつつある携帯

情報端末(モ バ イル)は,新 たなコ ミュニケー

ション手段 として,原 子力分野において もそ

の活用が期待 される。

2.「原子力 と情報」についての基本的考え方

(1)情 報化による原子力立地地域の長期的発

展基盤の整備

(a)地 域の長期的 ・自立的発展につながる情

報化

情報化 は,地 域特性 を活か した個性的で魅

力ある地域づ くりに貢献する。特に,地 域が

グローバルな競争の中で生き残 り,長 期的な

発展 を遂げるためには,情 報化に戦略的に取

り組み地域の独 自性を高め,地 域産業を活性

化す ることが肝要である。

(b)情 報化を通 じた人材育成 と文化の醸成

地域づ くりの主体は 「人」であ り,地 域の

情報化 も,住 民参加の,草 の根的なアプロー

チが求め られ る。また,情 報化プ ロセスの中

に,住 民が情報 リテラシー を高め,地 域外でも

通用する人材の育成を組み込むことは,地 域

に根 ざした新たな文化の醸成にもつなが る。

(c)情 報化を通 じた生活環境のアメニティー

向上

家庭,医 療 ・福祉,教 育等の生活分野への

情報通信技術の活用 は,生 活環境 のア メニ

ティー向上に寄与する。それは長期的には,

その地域の魅力の一つ とな り,長 期的 ・自立

的な地域産業の発展基盤 ともなり得 る。

(d)情 報通信技術を活用 した原子力発電所 と

地域 とのコミュニケーション

原子力発電所 と地域 との問で,ヒ ューマン

な,緊 密なコミュニケーションを図ることに

より,原 子力発電所の安全性に対する信頼向

上が図 られる。その際 例えば,イ ンターネッ

ト等の情報技術の利用は,原 子力発電所 と家

庭 あるいは地域社会 との双方向に開かれた

情報提供 を可能 とす る。

(e)コ ミュニティ情報ネッ トワークの整備

上述のような情報化のためには,地 域内の

住民,行 政,公 的施設,企 業等をつな ぐよう

なコミュニティ情報ネッ トワークの整備が必

要 となる。

ハー ド面での情報 インフラは,ニ ーズに応

じた適切な技術により構築 し,発 展性 を組み

込んだ柔軟なものにする。 さらに,こ のよう

なネ ットワー ク整備は個別市町村を越 えて広

域的に進めることが望 ましい。

② 原子力発電の情報化による高度化

(a)原 子力産業界における情報の電子化 と情

報の共通利用

設計か ら運転 までのライフサイクル全体 に

わたる情報管理の高度化は,原 子力発電の一

層の信頼性,経 済性の向上に寄与す る。

具体 的には,設 計から運転 ・保守 までの各

段階における図面,デ ー タ等の電子化によ り,

業務 の効率化を通 じたコス トダウンと関係者

間の情報の共通利用による信頼性の向上が大

きく期待 される。

(b)原 子力安全行政の情報化

原子力安全行政においても,許 認可申請等
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に係る文書の電子化や運転管理情報等の電子

データベース化 を促進す ることにより,安 全

規制の高度化,合 理化を図ることが可能 とな

る。

(c)情 報提供 ・情報公開の高度化

情報通信技術 を活用 し,受 手側の関心を考

慮 した情報提供のあ り方 を追求す ることは,

原子力発電の透明性 を高める。

また,情 報提供 ・情報公開に関 しては,原

子力立地地域 と電力消費地の共生関係 をいか

に築 くかが課題であ り,情 報通信技術 を利用

して原子力発電に対する両者の認識や情報の

落差を埋めてい くことが重要である。

(d)原 子力分野における国際的展開における

情報化

今後益々活発になる原子力安全に関わる諸

外国との円滑な情報交換のためにも,情 報通

信技術の積極的な活用が望 ましい。

また,電 気事業者の調達の国際化,我 が国

のメーカーの海外受注機会の増大に対応する

ためにも,国 際標準に見合 った情報 システム

の構築が必要 となる。

3.原 子力立地地域の情報化の具体的方策

(1)原 子力立地地域の情報化が もたらすもの

原子力立地地域 は,国 からの交付金等によ

り財政的には恵まれていること,ま た,原 子

力発電所の人的 ・技術的貢献が期待 され る等

の資源 を有 してお り,こ れらの資源 を,多 く

の地域が共通に抱えている産業振,興,若 者の

定着,地 域の独 自性 を生か した地域振興,原

子力発電所 と地域 との共生にどのように活用

第21巻 第2号(1998)

するかが問われている。

地域情報化 は,原 子力立地地域の活性化に

新たな方向性 を切 り開き,次 のような変革 を

もたらし得 る。

① 産業振興 ・雇用創出を通 じた長期的 ・

自立的な発展

② 家庭,医 療 ・福祉,教 育等の生活環境

のアメニティー向上,情 報化に適応 した

生活スタイルの創出

③ 原子力発電所 と地域 との新 しいコミュ

ニケー ションの創出

④ 地域の情報蓄積の増大,人 材育成 と地

域文化の醸成

(2)原 子力立地地域の情報化の基本的方策

地域情報化の基本戦略 として,次 のような

事項があげられる。

① 地域づ くりの基本 コンセプ トの明確

化 ・共有化

住民がどのような地域づ くりをしたい

のか,基 本コンセプ トを明確に し,共 有

する。

② 成長原理を組み込んだ情報化

情報化計画は,最 初か ら大規模なもの

とす るより,情 報化のプロセスの中で得

た経験 をフィー ドバ ックできるように柔

軟かつ発展性のあるものにする。

③ 産業振興 ・雇用創出の仕組みを組み込

んだ情報化

家庭,医 療 ・福祉,教 育等の情報化プ

ロセスの中で,情 報化に適応 した生活ス

タイルや新たな事業機会が生 まれ,そ れ

を担う新規産業や魅力ある雇用の創出が

期待 され,こ のような効果が十分発揮 さ

れるような仕組み を組み込む。
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④ 地域内外に開かれた情報化

ネッ トワー ク技術の活用により,地 域

内外の文化 ・産業 ・人材等の資源を有機

的に結びつけ,そ れを地域発展の基盤 と

する。特に,地 域内外に開かれた情報化

ネッ トワークは,原 子力発電所 と地域住

民 も含めた地域内の新 しいコミュニケー

ションのあ り方をもた らす。

⑤ 地域住民の学習プロセス及び人材育成

を組み込んだ情報化

地域の情報化プロセスの中で,地 域住

民が学習し,地 域の情報蓄積の増大や情

報 リテラシーを向上させ る仕組み を組み

込む。例 えば,イ ベン トや シンポジウム

による動機付けが考 えられる。このよう

な学習プロセスを通 じて,地 域産業 を担

う人材育成 と文化の醸成が期待される。

上記の地域情報化戦略の展開のためには,

地域の産官学が連携 し,さ らに,市 町村の行

政単位にとらわれない広域的なとりくみを念

頭に推進体制 を確立することが望 ましい。

また,自 治体 は,国 か らの交付金等 を有効

に活用 しつつ,情 報化 を推進することが期待

される。電気事業者 も,原 子力発電所の人的・

技術的資源 を活用 しつつ,積 極的な役割を果

すことが期待 され る。

さらに,情 報システム構築に当たっては,

技術的な面 でのセキュ リティ対策 のみ なら

ず,情 報倫理 といった教育面からの対応も必

要である。

加 による快適で活力 ある地域づ くりに貢献

し,ひ いては新規産業や雇用創出にもつなが

る 「コミュニティ情報ネ ットワーク」の構築

を提案す る。

「コミュニティ情報ネ ットワー ク」は,次

のような要素か ら構成される。

① 基本的なハー ド

住民,公 共施設,企 業等を結ぶ情報通

信基盤を整備する。

現在,国 内で利用可能なネットワー ク

技術には様々な種類があ り,ニ ーズに応

じた適切な技術 を組み合 わせ る。(図1及

び表1)例 えば,モ バ イルを利用した無

線ネッ トワークは,場 所,時 間に とらわ

れない自由な情報 ア クセスや コ ミュニ

ケーションを可能にする。

② ソフ トと運用

①のハー ドを原子力発電所や行政か ら

の情報提供,地 域住民間のコミュニケー

ション活動等多目的に利用できるような

ソフ トと運用の機能 を整備する。

③ 情報 リテラシー

行政,企 業,原 子力発電所等の職貝,

地域住民が,①,② のハー ド・ソフ トを

使 いこなせ るような情報 リテラシーを身

につける。

④ 組織

上記ハー ド・ソフ トを活用し,地 域づ

くりを進めるための住民,行 政,企 業等

による横断的組織 を作る。

(3)原 子力立地地域の情報化計画

原子力発電所 と地域住民 も含めた地域内の

コミュニケー ションの促進,地 域住民の生活

環境のアメニティー向上等を通 じて,住 民参

(4)具 体的情報化分野

具体的な情報化分野は,地 域の特性により

多様であるが,次 のような例が考えられる。
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(a)情 報提供 ・情報交流

情報提供 ・情報交流の方法 としては,イ ン

ターネット上に設けたホーム ・ペー ジによる

受動的な情報提供に とどまらず,プ ッシュ型

配信技術 を活用 した能動的 ・リアルタイムな

情報提供,さ らに原子力発電所 と地域住民の

双方向の情報交流を構築することも考 えられ

る。

情報提供 ・情報交流の内容 として,原 子力

発電所側からは,運 転状況,ト ラブル関連情

報だけでなく地震,台 風に関す る防災情報等,

住民にも役立つ情報を提供することも考 えら

れる。

行政 も,行 政関連情報の住民への直接 ・迅

速な提供,各 種行政手続 きの電子化 を行 うこ

とによ り,住 民の負担を軽減で きる。 また,

統計情報,地 図情報,交 通情報,防 犯情報等

の幅広い情報が容易に利用できるようになれ

ば,住 民の生活,地 域産業へ も大 きな波及効

果が期待される。

(b)保 健 ・医療 ・福祉サー ビス

住民の健康情報管理や遠隔医療 ・健康相談

の実施により,保 健 ・医療 ・福祉サービスの

質,住 民にとっての利便性の向上 を図ること

ができる。特に,外 出が困難な高齢者にとっ

て,毎 日の健康管理,健 康相談サービスへの

アクセスや緊急時の関係機関への連絡が容易

となる他,サ ー ビスに携わる人々にとっても,

サービスの質の向上,業 務の効率化 を図るこ

とがで きる。

通信速度

分 類

通信速度低 ぐ レ 高

10Kbit/s100Kbit/sIMbit/s10Mbit/s100Mbit/s

有 線 ネ ッ トワー ク

(メ列 ツクケヲ"ル利 用)

1⊂亙 〕'
o

〔 電話網 lxDSL(SDSL)1
, '

〔OCN(エ コノミー)1 線DSL(佃SL)・1・

{物 ト菱換網1
'

〔 テツ クル・ク襯1

有 線 ネ ッ トワ ー ク

(光 フアイパ ケヲ"ル 利 用)

〔 高速デジタル専用線*2}

…

… 〔 ・CN(・タ・ダード瀞 プ・・ズ)】

〔 フレーム リレー*2】

…
…

〔CATV℃}

無線 ・衛星

ネッ トワーク
〔

…i

團8響 蠣 ㈹M岬}
醒 通信 】

,

… 〔 デジタル鰍(2・GH・)・ ・1
;

放送系 ネッ トワーク

==

〔π電蘇
r「

衛星データ放送

、(現 行)零5

1衛 星データ放送 置
1(将 来)・51
、

凡例:実 線で囲んだサービスは現在商用サービス提供 中あるいは実用化済み

破線で囲んだサービスは商用サービス予定あるいは実験中のもの

1下 り方向の速度で表示。(上 り速度 よ16～640Kbit/s)

1驕 黎醗 鴉製 魏錯 難 答あ裟1トアルを使用・
4現 在提供 されて いる商用広帯域無線専用サービスの速度。
5下 り方向の速度で表示。(上 り速度はインクーネット等経由で下 りより低速)

図1ネ ッ トワークサ ー ビスの通 信 速度
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表1主 なネ ッ トワークサ ー ビスの 用途 等

サー ビス名称 煤 体 主 な用途 主な利用端末 基本的な料金体系

電話網 メ タ リ ック ケ
ー ブ ル・

通 話,FAX,パ ソ コン通 信,イ
ン ター ネ ッ トダ イヤ ル ア ップ ア

クセ ス,小 容 量 の デ ー タ通 信 等

電 話 機,FAX(G3),
パ ソ コ ン+モ デ ム 等

基本料金+距 離,通 信時
間に応 じた従量制料金

ISDN メ タ リ ックケ
ー ブ ル

イ ン ター ネ ッ トダ イヤ ル ア ップ
ア クセ ス,高 速FAX,LAN間 接

続,テ レ ビ会 議(デ ス ク トップ カ
ン フ ァ レン ス ・テ レ ビ電 話 を含

む),フ ァイ ル 転 送,画 像 伝 送

(例:遠 隔 映像 モニ タ リン グ),

通 話 等

パ ソ コ ン+TA(*

1)・ISDNボ ー ド ・

DTCボ ー ド,FAX

(G4),LAN+ル ー
タ ・ブ リ ッジ,テ レ

ビ会 議装 置,PBX,

遠 隔 監視 装 置等

基本料金+距 離,通 信時
間に応 じた従量制料金

OCN (ダ イ ヤ ルア

ップ,エ コノ
ミー)メ タ リ

ッ クケー ブル

(上 記 以外)光
フ アイバ ー

ケ ー ブ ル

インターネ ッ ト,イ ン トラネ ッ ト

(エ コ ノ ミー)中 小事 業 所 か ら
の イ ン ター ネ ッ トア クセ ス

(ス タ ンダー ド ・エ ン ター プ ラ
イ ズ)企 業,大 学 か らの イ ン ター

ネ ッ トア クセ ス,企 業 内 イ ン ト

ラ ネ ッ トの 基 幹 回線,ISP等 の

上 位 回線

TA十 ルータ十LA
N等

定額制料金(但 しダイヤ
ル アップ サー ビ ス の 場

合,一 定時聞以上 の利用
部分については従 量制料
金)

パ ケッ ト交

換網

メ タ リ ック ケ
ー ブ ル

ビ ジネ ス ユー スに お け る低 密 度

(*2)の デー タ通信

パ ケ ッ ト通 信 イ ン タ

フ ェー ス を有 す る コ
ン ピュ ー タ

基本料 金+通 信データ量
に応 じた従量制料金

高速デ ジタ
ル専用線

光 フ アイ バー
"

ケー ブル

(64,128kb/s

はメ タ リック
ケー ブル)

企 業,大 学等 にお け る音声 ・デー

タ ・静 止 画 ・動 画 等様 々 な メデ ィ

ア に よ る通信 の統合 回線(但 し,

64～128kbit/sの 回 線 は,ISDN

と同 様 な用 途 も 多い)

TDM(*3),ATM

交換機(*4)等 の通
信 ノー ドを介 して多
種 多様な端末 を接続
可能

定額制料金

フ レー ム リ

レー 網
光 フ アイ バー

"

ケー ブル

(64,128kb/s
はメ タ リック
ケー ブル)

主 に企業内 におけ るLAN間 通
信,多 地点間の高速デー タ通信
等

ルー タ十LAN・ ワー

ク ステ ー シ ョン ・ホ
ス トコン ピ ュー タ等

サー ビス会社に より2通
り。1)基 本 料 金+通 信
データ量に応 じた従量制

料金

移動通信 サ
ー ビス

(携帯電話)

無線波 通話,小 容量のデータ通信(デ
ジタル機種 のみ)等

携帯電話(パ ソコン接続
の場合 はデー タ

カー ド要)

基本料金+距 離,通 信時
間に応 じた従量制料金

PHS 無線波 通話,小 容量デー タ通信(LAN
等への リモー トア クセス)等

PHS(パ ソコン接続の場

合はデー タカー ド要)

基本料金+距 離,通 信時
間に応 じた従量制料金

衛星通信 衛星波 音声 ・デー タ ・静止画 ・動画等
様々な メディアの複合通信,映
像 中継,災 害時のバ ックアップ
回線等

衛星地球局+TDM,
ATM等 の通信 ノー
ドを介 して多種 多様
な端末 を接続可能

サー ビスによ り2通 り。
1)通信 時間に応 じた従量

制料 金
2)定額制料金

デジタル無
線

無線波 音声 ・デ7タ ・静止画 ・動画等様
々な メディアの複合通信,映

像中継,災 害時のバ ックア ップ
回線等

無線ア ンテナ+多 重
化装置等の通信 ノー
ドを介 して多種 多様
な端末 を接続可能

定額制料金(通 信事業者
の無線専用サー ビス利用
の場合)

デー タ放送 放送波 WWWブ ラウザ等 に よ る番 組
受信,デ ー タ配信(例:ソ フ ト
ウェアのダウンロー ド)等

テレビ受信機+専 用
ア ダ プ タ,パ ソ コ
ン+受 信用 ボー ド

ネ ッ トワー クに係 る料金
は無料

術星デー タ
放送

放送波 インター ネッ トを経由 した高速
デー タ配信等

パ ソ コ ン+受 信 用

ボー ド十CSア ン テ

ナ

基本料金十一定データ量以
上の部分についてデータ量
に応 じた従量制料金(*5)

CATV 同軸 ケー ブノら

光 フアイ バー
か

ケーブル

TV番 組 の配 信(地 上 波 ・BS・

CS・ 自主 放送 他),イ ン ター ネ ッ

トア ク セ ス,高 速 デー タ通 信,
VOD,通 話 等

テレビ受信機+受 信
用 ター ミナル,パ ソ
コン+ケ ー ブルモデ
ム等

定額制料金(但 しインター
ネットアクセスサービスの
一音附

,一定時間以上の利用部
分について従量制料金)

xDSL メ タ リッ クケ
ー ブル

通信,イ ン ター ネ ッ トダ イヤ ル
ア ップ ア クセ ス 等

パ ソ コン+xDSLモ デ

ム,電 話機(同 時利用 に

はスプ リッタ(*6)要)

現在実験 中(サ ー ビス時
期,料 金 ともに未定)

(*!)TA=タ ー ミナル アダプ タ(TeminalAdapter)

(*2)低 密度=回 線 接続時 間 に比べ て実際 の通信 時間 が少 ない状 態

(*3)TDM=時 分 割 多重 化装 置(TimeDivisionMultiplexer)

(*4)ATM=非 同期 転送 モー ド(AsynchronusTransferMode)

(*5)ダ イ レ ク トイン ター ネ ッ ト社 「DirecPC」 サー ビスの場合

(*6)ス プ リッタ:=xDSLモ デム と電話機 の分 岐装 置
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(c)文 化 ・教育

誰でも手軽に使える情報ツールは,地 域内

の住民,企 業等のコミュニケーションを活性

化 し,既 存の蓄積 をべ一ス とした新 たな地域

文化の創造 と地域外に向けた情報発信 に寄与

す る。 このような文化 ・情報発信機能の増大

は,地 域の独 自性 と誇 りを高め,地 域の魅力

の一層の向上につなが ると考えられる。

また,教 育分野における情報化は,学 校に

おける情報教育だけでな く,適 切な情報ツー

ル を活用 した授業の質的向上や課外活動,さ

らに生涯学習や職業訓練等 も含む広範なもの

である。

(d)産 業振興 ・雇用創出

「コミュニティ情報ネ ットワー ク」の構築 ・

利用は,新 規産業や雇用創出につながること

が期待 される。 これには,情 報関連産業だけ

でな く,情 報通信技術の利用による付加価値

の高い製造業,サ ービス業等 も考えられる。

また,地 域外の情報ネッ トワー クにつなが

ることにより,距 離や時間を越えて活動す る

地域産業が育つ ことも期待 され る。 ただし,

このような可能性が新規産業や雇用創 出につ

なが るためには,情報化の初期段階において,

行政や原子力発電所を中心 とした情報関連業

務の積極的なアウ トソー シングを図ることが

重要である。

さらに,「 コミュニティ情報ネ ットワー ク」

は,地 域内外の企業間・産学交流,既 存企業・

産業の競争力向上にも寄与 し,地 域産業の有

機的な連携を通 じた地域経済の活性につなが

るもの と考えられる。

4.原 子力発電情報高度化の具体的方策

(1)許 認可申請等の電子化を通 じた情報高度

化

原子力分野の情報流通においては,行 政,

電気事業者,メ ーカー等の間の許認可申請等

に関す る情報流通が一つの主要 な軸 となって

いる。 したがって,こ れに係わる情報の電子

化は,関 連業務の標準化 ・効率化,情 報の共

通利用に寄与するとともに,行政にとっては,

安全規制業務の高度化に も資することが期待

される。

また,行 政,電 気事業者,メ ーカーが共通

に利用できる形態で,ト ラブル情報,設 備利

用率,放 射線管理データ等の運転管理情報等

の蓄積 ・活用を図ることは,原 子力安全確保

の一層の向上 に大 きく貢献す る。

許認可 申請等の電子化は,行 政,電 気事業

者,メ ーカー等にとって情報の質の高度化,

物量の削減,業 務の効率化,情 報検索 ・利用

の容易化,情 報提供 ・情報公開の容易化 とい

うメリットがあり,原 子力行政 ・原子力産業

の情報高度化の先駆 とな り得 る。具体的には,

電子化による業務の高度化 ・効率化,情 報管

理 ・提供の利便性の向上等の観点から,許 認

可申請等のうち工事計画認可申請の電子化に

ついて,先 行的に検討する。平成10年 度に基

本構想の検討,11年 度にシステムの開発,12

年度に試運用開始,13年 度中に本格運用 を目

標 とす る。

また,ト ラブル報告については,デ ー タ管

理,情 報提供の便宜等の観点か ら,平成11年 度

の試運用,12年 度の本格運用 を目標に,10年 度

中に工事計画認可申請 と並行 して検討する。

検討に当たっては,行 政,電 気事業者,メ ー
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カー等の間で緊密に連絡 を取 りつつ実施す

る。

許認可申請等の電子化については,次 の課

題があげられ る。

① 法制度上の課題

紙媒体の許認可申請文書では,公 印に

より原本性 を証明 しているが,電 子媒体

による文書では,こ の公印に代わるもの

が必要 となる。文書の電子化に当たって

は,原 本性の証明方法や手数料等の印紙

の貼付に代 わる納付方法をどうするか等

の課題がある。

なお,政 府においては,「行政情報化推

進基本計画」に基づ き,法 令上紙面によ

る保存を義務づけている行政文書につい

て,法 令 を改正 し,平 成8年 度か ら 「電

子デー タ」による保存 も容認している。

② 標準化の課題

工事計画認可 申請書は量的にも膨大で

あり,こ のような文書 を効率的に扱うた

めには,文 書 を構成要素に分解 し,デ ー

タベースで管理することが適切である。

したがって,工 事計画認可申請書 を電子

化 し,一 つのデータベースで統一的に管

理するためには,ま ず,文 書の構成要素

とその関係(文 書構造)を 具体化 し,さ

らに標準化す ることが不可欠である。

③ セキュ リティ確保対策

許認可申請文書は,そ の性格上,「原本

性確保」「ノウハウ保護」および 「ネッ ト

ワー クセキュ リティ」の三つのセキュ リ

ティ確保について考慮する必要がある。

原本性確保については,許 認可申請文

書が公的文書であることから,シ ステム

上当事者間の合意以上の厳正な管理が要

求される。

ノウハ ウ保護は,許 認可申請文書中に

含まれる企業のノウハウに関わる情報の

権利保護であり,情 報公開 を念頭にお く

と,文 書の細分化 された範囲ごとに,公

開要否やアクセス権制限 を制御 できるよ

うな機能をシステムに組み込む必要があ

る。

ネッ トワー クセキュリティは,盗 聴,

なりすまし,改 窟,不 正侵入,否 認等の

ネットワー ク上の不正行為 に対応す るた

めの対策である。

これらセキュ リティを確保するための

要素技術は暗号技術 と認証技術であ り,

現時点でも十分実用可能 な技術 レベルに

達 している。しか し,そ れ らの要素技術

を組み合わせてセキュ リティをシステム

上でどのように実現す るかについては,

画一的な方法は定 まっていない。ネ ット

ワークセキュ リティについては,最 近の

CALS/EC(電 子商取引)の 進展によっ

て,方 法論が定まりつっあるが,原 本性

確保 とノウハ ウ保護については実証例 も

少なく,今後解決すべ き技術課題である。

(2)高 度情報通信技術を活用 した原子力発電

の透明性確保,情 報公開の推進

各種世論調査等によると,行 政や事業者に

よる 「原子力政策の決定過程 に関する情報」

や 「トラブルに関す る情報」についての国民

に対する情報提供が不十分 という回答が多 く

なっている。 また,一 般的に 「原子力発電所

の安全対策」「放射線の人や環境 に与える影

響」「放射性廃棄物の処理や処分の仕方」等,

安全性や放射 線に関す る情報への関心が高
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い 。

したがって,こ れらの情報 をわか りやす く

表現す ることも含めて,国 民の関心の高い情

報を迅速かつ的確に提供 してい く仕組みを作

り上げてい くことが重要である。

特に,誰 もがいつで もアクセス可能な方法

により,最 新の情報を提供することは,原 子

力行政 ・原子力産業の透明性 を高め る上で極

めて重要なことである。また,原 子力立地地

域 と電力消費地が原子力発電所の現場情報を

できる限 りリアルタイムで共有 できるような

システム構築 することは,原 子力発電に対す

る両者の認識や落差 を埋め,共 生関係 を構築

していく上で重要であると考 えられ る。

① ホームページを活用 した情報提供の強

化

利用者が求める情報に容易にアクセス

できるようにホームペー ジ等の活用 を図

るとともに,利 用者が どのような情報を

必要 としているかを把握 し,情 報内容 を

充実させ る。さらに,原 子力関係機関の

ネ ットワーク化により,関 係機関が提供

している情報を総合的に検索 ・利用可能

な 「原子力総合ホームペー ジ」を設置す

る。

② インターネ ットを活用 した双方向の情

報交流

インターネ ットの双方向性 を活用 し,

立地地域の住民や消費者に対する情報提

供サー ビスを推進する。 また,プ ッシュ

型配信技術 を活用 した能動的な情報提供

も検討する。

③ 情報公開の電子化の推進

許認可申請等の電子化に併せて,働 原

子力発電技術機構に設置 している 「原子

力発電 ライブラ リ」における文書公開の

電子化 も推進す る。

また,定 期安全 レビュー報告書等の原

子力安全に関す る種々の文書の情報公開

についても検討す る。

④ 原子力関連情報の電子データベース

化 ・ネットワー ク化

原子力関係機関が作成 ・保有している

各種情報の共通利用による業務の合理化

を図るため,各 機関毎 に電子データベー

ス化 ・ネッ トワー ク化 を検討する。

上記の情報提供機能強化のため,行 政,電

気事業者,メ ーカー等の関係者による連絡会

の設置を提案する。

(3)共 通利用可能なシステムを構築するため

の課題 と方策

情報 システム技術は飛躍的な進歩を遂げて

お り,最 新技術 をべ一スとしたシステム化の

方向は,ト ータルシステム開発へ とシフ トし

ている。

一方
,原 子力分野は,厳 しい安全確保が要

求され,そ の関連情報は公共性が高いことか

ら,行 政 ・公的機関 ・原子力産業の協力の下

に,情 報の共有化 ・透明性向上を推進 し,そ

の効用 を社会に還元することが望まれる。 し

たがって,原 子力分野における共通利用可能

な情報 システムの構築が必要 となっている。

許認可申請等の電子化の トータルシステム

として,行 政,電 気事業者,メ ーカーそれぞ

れの業務 を有機的に連携 させ,情 報公開への

対応 を含め たシステムイメージを図2に 示

す。

システム化の基本的方針 として,次 の事項

があげられる。
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① 行政,電 気事業者,メ ーカーがメリッ

トを享受できるシステム

情報化投資に見合 った効果 を上 げるた

め,各 者の現状の業務 を分析 し,標 準化

した上で,情 報技術 を適用す る。

② 国際標準 デファク ト標準の採用

許認可申請書等は,原 子力発電所のラ

イフサイクルにわたって保存 ・管理する

必要があるため,情 報の永続性を確保す

るためにも,プ ロ トコルは国際標準,デ

通産省

・闘1團

情報公開 、 紳

データベース

WWWサ ーバー

:囎騨 囮
.技術情報11》 距 ・

.運転情報など 瓢

フ ァイアウォール

社内 ・所内

データベース

社内 ・所内

データベース

各地方通産局

各運転管理専門事務所

1.pm.膿

鵬

フレームリレー

回線

←
CD-ROMの 輸送

各電気事業者

情報公開 鯉
デ ー タベ ー ス"

WWWサ ー一バ ー

辮鑑 轟
ファイアウオール

社内 ・所内

デー タペー ス

社内 ・所内

デー タベース

イ ン ターネ ッ ト
CD-ROMの 輸送

NUPEC等 の原子力関係機関 ・

指定検査機関

情報公開

データベース

・行政公開情報

・PA情 報

・技術情報

・運転惰報など

一曝
WWWサ ーバー

画
・議'一

フ ァイアウオール

社内 ・所内

デー タベー ス
社内 ・所内

デー タベー ス

メ ー カ ー

騨圃攣畏

.一'』 茜 輸
WWWサ ーバー

:長講 魍
・酬 靴 §熱

ファイアウオール

社内 ・所内

データベ ース

社内 ・所内

デー タペース

図2情 報 高度化 システ ム イメ ージ
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ファク ト標準 を採用す る。

③ 既存システム,汎 用技術の活用

システム化費用を削減するために も,

各者の既存 システムを最大限活用できる

ような標準技術及び汎用技術 を最大限活

用する。

④ ネッ トワー ク技術 を利用 した電子化

当面 はオフ ラインに よる電子 申請 と

し,将 来のオンライン化 も視野に入れつ

っ検討する。

また,シ ステム構築に当たっては,次

のような解決すべ き課題がある。

① 電子的ワークフローの確立

ワー クフローをシステム化するため,

申請の授受等において流通す る情報や手

順 を具体化する。その際,行 政,電 気事

業者,メ ーカー内部のワー クフロー を互

いにシームレスに連携 させることが重要

である。

② データベースの共有化

情報システムツールを共通化するだけ

でな く,情報 自体 も標準化 し,データベー

スの共有化 も課題である。

③ セキュ リティ対策

セキュ リティ技術に関 しては,シ ステ

ム上 における実証が必要である。

5.お わ り に

以上が報告書の概要であるが,原 子力立地

地域の長期的 ・自立的発展基盤の整備のため

の情報技術の活用については,『地域づ くりの

基本コンセプ トの明確化,共 有化』『成長原理

を組み込んだ情報化』『産業インフラと生活・

文化 インフラの統合 をもたらす情報化』等が

地域情報化の基本戦略である。 これを踏 まえ

当庁 としても,原 子力立地地域による具体的

な取 り組みについては,適 切な支援を講 じて

いきたいと考 えている。

また,原 子力行政 ・原子力産業全体の情報

化については,そ の第一歩 として 『許認可 申

請等の電子化を通 じた情報高度化』『高度情報

技術 を活用 した原子力発電の透明性確保,情

報公開の推進』 を実施すべ く,具 体的な取 り

組みを開始すべ きとの提言をいただいた。

今後は,本 報告書の提言に沿うべ く,許 認

可申請等の電子化,高 度情報技術 を活用 した

情報提供機能の強化について関係者間でその

具体化を図っていきたいと考えている。

なお,「原子力 と情報」というテーマについ

ては,原 子力立地地域 と電力消費地の コミュ

ニケーションギャップをどのように埋め るか

等,よ り広範な論点 を含んでお り,懇 談会で

議論を尽 くせ なかった点については,今 後の

検討課題 として残 されていることを付記 した

い 。

(参 考)

「原 子 力 と情 報 」懇 談会 報 告 書 に つ い ては,資 源 エ

ネ ル ギー庁 の ホー ムペ ー ジ に掲載 。

『http://www .enecho。go.jp/』
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地球環境時代の発電技術

一 環境i生と安定供 給 を踏 まえた将来展望

内 山 洋 司 僅融 賭 研究所 経済社会研究所)d ● 』
静革革苧革*・革苧藁革革革藁革革革革*・馨革革革藁苧革革革苧革革馨*・革茅革革革苧革革革革

1.は じ め に

エネルギーは,産 業の原動力であり,私 た

ちの生活に不可欠なもの となっている。その

供給は,社 会のインフラス トラクチャー とし

て長期的な視点か ら考 えた最適な設備 を構築

してい く必要がある。将来 も社会 を持続的に

発展し続けてい くには,安 定 したエネルギー

源の確保が不可欠である。それには,長 期の

エネルギー需給の中で,化 石燃料,原 子力,

および再生可能エネルギーについて,そ れぞ

れの位置づけを明 らかに してい くことが望 ま

れる。

ここでは,世 界の長期のエネルギー需要 を

調べ,そ れに必要なエネルギー資源 として,

化石燃料 とウランの賦存量 と供給について述

べている。 また,ポ ス ト化石燃料 として期待

される再生可能エネルギーについて,わ が国

における供給ポテンシャルを調べ,将 来の位

置づけを明らかにしいている。 さらに,各 種

発電システムについての特徴を発電施設だけ

でな く燃料供給施設や廃棄物処理施設 を含め

たプロセスを建設,運 転,廃 棄のライフサイ

クルにわたる段階で,エ ネルギー消費量 と炭

酸ガス(CO2)排 出量 を分析 し,そ れぞれのシ

ステムのエネルギー特性 と環境負荷 を明らか

にし,環 境 性か ら見た今後の発電技術の開発

のあ り方について述べている。

2.長 期 エ ネ ル ギ ー需 給 と エ ネ ル ギ ー資 源

2.1長 期エネルギー需給 と化石資源の供給

限界

エネルギーは目に見えないため,私 たちは

世界の膨大なエネルギー消費に気がつかない

でいる。世界のエネルギー消費は,過 去100年

で25倍,戦 後の50年 間でみると4.6倍 にまで急

増 している。現在,総 消費量は石油換算で81

億 トンにもなり,そ れは石油40%,石 炭27%,

天然ガス23%と 全体の9割 が化石燃料で賄わ

れている。膨大な化石燃料の燃焼によって大

気が汚染 されつつある。排出される汚染物質

も目に見えないが,毎 年の放出量は,炭 酸ガ

ス220億 トン,硫 黄酸化物1.3億 トン,窒 素酸

化物0.9億 トンにもなる。

エネルギーの消費には地域間の不公平 さが

ある。膨大なエネルギーは主に先進国で消費

されている。世界人口57億 人の24%に 相当す

る先進国と旧ソ連 ・東欧諸国の消費量は全体

の75%に なる。それに対 し途上国の一人当 り

のエネルギー消費量は先進国のわずか9分 の

1で ある。世界には南アジアと中央アフ リカ
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を中心に10億 人の人々が農作物や家畜の廃棄

物 などの非商業エネルギーだけで生活 してお

り,ま だ20億 人 もの人々が電気なしの生活を

送 っている。

しか し,途 上国のエネルギー消費 も徐々に

増加 しつつある。一人当りのエネルギー消費

量は,20年 前までは先進国の20分 の1で あっ

たのが今は2倍 にまでなっている。先進国の

物質的な豊かさや生活の快適 さを求めて経済

も発展 してお り,そ れに伴ってエネルギー需

要 も高まっている。

そして,人 口増加がそれを加速 している。

人口の増加率は今か ら1万 年前の採集狩猟時

代には0.Ol%を 超えることはなかった。人間

が定着 し自らの手で食料 を造 りだすようにな

った農耕社会の人口増加率は0.1%程 度であ

った。300年前の産業革命で人力や家畜による

労働が機械に置き換わ り,同 時に食料を大量

に増産 できるようになったことで,人 口は急

激に増加 し始めた。1800年 初期10億 人であっ

た人口は,年 率0.5%の 割合で増え始め,1900

年には17億 人に,そ の後 も増加の勢いは衰 え

ず,1950年 までは年率O.8%,そ の後はさらに

1.75%の 率で増加 し続けている。その結果,

1950年 の人口は25億 人に,現 在は57億 人に,

そして2050年 には100億 人にまで増 え続け る

と予測されている。増大 してい く人口の9割

以上は途上国の人口である。

爆発する世界人口に対 して,エ ネルギー資

源は充分なのだろうか。その前に世界のエネ

ルギー需要は今後,ど こまで増 えてい くのだ

ろうか。その予測は将来の不確実性を考 える

と並大抵なことでない。今,仮 に今後のエネ

ルギー需要が人口の増加 に比例 して増えた と

仮定 しよう。 この仮定はIIASA(国 際応用 シ

システム分析研究所)やIPCC(気 候変動に関

する政府間パネル)な どの長期エネルギー需

要の予測値 と比べてみると,最 も低い見通 し

になる。将来の世界人口は,国 連の人口予測

に よると120億 人で飽和するといわれている

ことか ら,将 来のエネルギー需要は今のほぼ

2倍 になる。この需要を現在 と同様に,そ の

9割 を化石燃料で供給す ると仮定す る。

化石燃料の資源量は,確 認埋蔵量で石油換

算に して石 油が1.08兆 バ レル,天 然ガ スが

1.02兆 バ レル,石 炭が4.36兆 バレルで,合 わ

せて6.46兆 バレルになる。 これらは現在の技

術 とコス トで掘 ることができる比較的良質な

資源である。 しかし,質 の悪い資源を含めて

地球上 で採掘可能 な量は,IPCCの 推計によ

ると,石 油換算で石油系資源が5.9兆 バレル,

天然ガス系が6.3兆 バレル,石炭 など固形資源

が24兆 バ レル と,全 体 で36兆バ レルにもなる

といわれている。それは現在の確認埋蔵量の

約6倍 にもなる膨大な量である。

もし現在 と同様に将来のエネルギー供給 も

化石燃料に依存 し続けるとす ると,石 油に換

算して36兆 バレルになる化石資源は何時頃か

ちその ピー クを迎 えることになるのだろう

か。上で仮定したエネルギー需要の低成長の

場合 で分析 してみると,確 認埋蔵量の石油燃

料は2015年 頃をピー クに減産 し,石 油系 と天

然ガス系の資源は,2050年 頃から減産す るこ

とになる。来世紀の中葉には液体系 と気体系

の化石燃料には頼れな く,そ れ以降は石炭な

どの固体系燃料に頼 らなければ ならな くな

る。石炭は資源量が豊富にあるため,石 油や

ガスの不足分を補填するだけでなく増大する

世界のエネルギー需要を賄 う能力がある。し

か しその能力にも限界があり,22世 紀の中葉
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にはその生産ピー クを迎えることになる。そ

してそれ以降は化石燃料 だけで賄えず,他 の

代替エネルギーの開発がなければ急速にエネ

ルギー供給不足に陥ることになる。古生代や

中世代に1億 年以上 もかけて蓄えられた化石

燃料 をこのままのペースで消費し続けると,

人類はわずか400～500年 で使い果たしてしま

う。それは数十万年前に人類が発生 した長い

期間 と比較 して見れば,瞬 きもで きないほど

の時間になる。化石燃料 によって持続できる

人類の繁栄は,人 類の歴史から見れば一瞬で

ある(図1)。

また資源枯渇 とは別に,良 質の石油や天然

ガスが枯渇すると,質 の悪い重質油,オ イル

シェール,タ ールサ ン ド,あ るいは ピー トや

泥炭 などへの依存が高まり,環 境問題 も深刻

になる。このままでは,子 孫には質の悪い化

石燃料や原子力を残す ことになって しまう。

良質の化石燃料が使えない子孫は,自 分達が

生 き延びるためには環境影響が大きい低質の

化石燃料 も使 わざるを得ない。また将来は世

界のエネルギー安定供給のためには,人 類は

好む と好 まざるに係わ らず原子力に頼 らざる

を得な くなる。

2.2ウ ラン資源

原子力発電は,火 力発電に比べ燃料の消費

量が極めて僅かである。100万kWの 発電所を

1年 間稼働 させ ると,通 常,石 炭火力で240万

トンの燃料が必要になるが,軽 水炉で消費さ

れる正味ウラン(U)量 は約1ト ンの僅かな量

である。発電所からの排出物 をみても,石 炭

火力か らは約430万 トンのCO2と 約30万 トン

の石炭灰が排出されるが,軽 水炉では炉内の

核分裂で発生する核分裂生成物は約1ト ンで

ある。そしてこの核分裂生成物の量は,燃 料

の高燃焼度化や高速増殖炉(FBR)の 開発で

さらに減少することになる。

ここでは,現 在,推 定されているウランの

埋蔵量が,軽 水炉によるウラン235の 利用 と高

人 口:120億 人で飽 和(1.67TOE/人 〉
180
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億
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速増殖炉の開発によるウラン238の 利用で,ど

の程度のエネルギー供給源になるかについて

調べてみよう。ウラン資源量の評価は,経 済

協力開発機構/原 子力機関(OECD/NEA)と

国際原子力機関(IAEA)の 協力で出版 されて

いる,通 称 レッ ドブ ックと呼ばれ る 「URA-

NIUM1993-Resources,Productionand

Demand」 に取 りまとめられている。それによ

ると西側世 界におけ る確認 資源量(RAR)

は,208.3万 トンーウラン(金 属)で ある。確

認資源量 とは,そ の大 きさ,品 位および形状

が明らかになった既知の鉱床中に存在するウ

ランで,現 在の実証 された採掘 ・精錬技術 に

より一定の生産 コス ト範囲内(山 元での回収

コス ト:$130/kgU以 下)で 生産 され うる量

である。それに対して推定追加資源(EAR-1)

とは,信 頼度が確認資源に準ずるもので,「主

に直接の地質学的事実に基づいて,よ く探鉱

された鉱床の延長部か,あ るいは地質学的な

延長性は明 らかになっているが,鉱 床の広が

りや特性に関する知見などの特定データが確

認資源 と分類するには不十分な鉱床に存在す

ると推測 され るもの」 と定義 されてい る。

RARとEAR-1を 合 せ た資源 量 は,$130/

kgU以 下 の も の で304.9万 トンー ウ ラ ン に な

る。 ウ ラ ン資 源 に は,さ らに 未 発 見 の 推 定 量

で あ るEAR-IIと 推 測 資 源 量(SR)と が あ る。

そ れ ら をす べ て 足 し合 わせ た ウ ラ ン の 総 資 源

量 は,現 状 で は1,580万 トンー ウ ラ ン(海 水 か

らの 採 集 ウ ラ ン を除 く)に 達 す る。

も し世 界 の 原 子 力 発 電 所(3.56億kW:

1994年 現 在)が 天 然 ウ ラ ン に0.71%だ け 含 ま

れ る ウ ラ ン235を 消 費 す る軽 水 炉 と して 発 電

を続 け た と き,ウ ラ ン資 源 の 可 採 年 数 は どの

程 度 に な る だ ろ うか 。計 算 を簡 単 に す る ため,

世 界 の 原 子 力 発 電所 をす べ て加 圧 水 型軽 水 炉

と仮 定 す る こ とに す る。発 電 出力100万kWの

在 来 型 軽 水 炉 の場 合,ウ ラ ンの 年 間平 衡 装 荷

量 は,燃 焼 度31.9GWD/tで 計 算 す る と25.4

トン で あ る(燃 焼 度 が51.2GWD/tに ま で 改

良 され た加 圧 水 型 軽 水 炉 の 場 合 は17.2ト ンに

な る)。そ れ か ら可 採 年 数 を求 め た結 果 が 表1

で,そ の値 は 資 源 量 に よ り,36.0年(RAR),

53.7年(RARとEAR-1),278年(RAR,EAR,

SR)に な る。

表1に は軽水炉のワンス ・スルー方式で利

用できるウラン資源量(U235)を 石油に換算

表1プ ル トニウムを リサイクル しない ワンススルー方 式 の可 採年 数

(すべ て をPWRと 仮 定)

資 源 量
可採年数

(年)

エ ネ ルギー 量(石 油 換算)

(億 トン)

RAR

RAR十EAR-I

RAR,EAR,SR

36.0

53.7

278

182

271

1,405

出所:文 献1
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した値 を示 している。現在,石 油の確認可採

埋蔵量は1,383億 トン(1996年BP統 計)で あ

ることか ら,ウ ランの確認埋蔵量(RAR)は

ウラン235だ けでみると,石油の確認埋蔵量の

13%に しか過 ぎないことがわかる。

高速増殖炉は,天 然ウランの99.3%を 占め

るウラン238を 親物質 としてプル トニウム を

生産 し,そ れ を燃料に発電するものである。

高速増殖炉 での反応条件 でプル トニウム242

までの連鎖反応を考慮す ると,理 論的にみて

ウラン238の 約98%が エネル ギーの生産に寄

与できることになる。このように高速増殖炉

はウラン資源の可採年数 を飛躍的に伸ばすこ

とができる。

現在,世 界にある原子力発電 と同容量の高

速増殖炉 を運転 し発電す ると,ウ ラン238の 年

間消費量は427ト ン(=1.2x356)に なる。こ

れか ら可採年数 を計算す ると,資 源量に より

4,028年(RAR),5,900年(RARとEAR-1),

30,000年(RAR,EAR,SR)の 値が得 られる。

このように世界にある原子力発電所 を高速増

殖炉に置き換えて可採年数 を計算すると,そ の

値は軽水炉の112倍 にまで増えることになる。

高速増殖炉で利用できるウラン資源量(U

238)を 軽水炉 と同様 に石油に換算 してみ る

と,そ の 値 は24,400億 トン(RAR),35,800億

ト ン(RARとEAR-1),18兆 ト ン(RAR,

EAR,SR)に な る(表2)。 この うち ウ ラ ン の

確 認 埋 蔵 量 で あ るRARの 資 源 量 を石 油 の 確

認 埋 蔵 量 と比 較 して み る と,そ の 値(24,400

億 トン)は 石 油 の17.6倍 に も な る。 ま た石 油

換 算18兆 トン(RAR,EAR,SR)の ウ ラ ン 資

源 量 は,石 油 の確 認 埋 蔵 量 の130倍,地 球 上 で

採 掘 可 能 と い わ れ て い る化 石 燃 料 資 源 量5.1

兆 トン(メ タ ンハ イ ドレ イ ドを除 い た石 油 系,

天 然 ガ ス 系,石 炭 系 の在 来 型 お よび 非 在 来 型

の総 資 源 量)の3.5倍 に相 当 す る膨 大 な量 で あ

る。 も し高 速 増 殖 炉 の 技術 が 確 立 で きれ ば,

化 石 燃 料 よ り遙 か に 多 くの 資 源 が確 保 で き世

界 の エ ネ ル ギー 資 源 の枯 渇 不 安 は解 消 す る こ

とに な る。

3.新 エネルギーの導入可能量

わが国は一次エネルギーの85%を 化石燃料

に依存 している。化石燃料への大量依存は,

酸性雨やCO2問 題な ど地球環境問題 を深刻

にするだけでな く,エ ネルギーセキュリティ

において も将来の不安 を大きくす ることにも

なる。政府は,"長 期エネルギー需給見通 し"

表2高 速増殖炉によるウラン資源の可採年数

資 源 量
可 採 年 数

(年)

エネ ル ギー 量(石 油 換算)

(トン)

対石油確認埋蔵量比

(倍)

RAR

RAR十EAR-I

RAR,EAR,SR

4,028

5,900

30,000

2兆4,400億

3兆5,800億

18兆

17.6

25.9

130

出所:文 献1
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で供給構造に脆弱なわが国が持続的な経済発

展を確保 しながら地球規模の環境保全 を図っ

てい くためには,化 石燃料への依存を2010年

には75%に まで削減す るとい う目標 を掲げて

いる。化石燃料への依存度 を下げるために期

待 されているのが新エネルギー と原子力発電

である。 それらはわが国がエネルギー供給に

おいて自立す る上で重要なエネルギー源であ

る。中でも新エネルギーは,賦 存量が多く化

石燃料の節約 と環境保全に優れてお り,小 規

模分散型の特徴 を生か して普及 してい くこと

が期待 されている。

新エネルギーについては,1994年12月 に総

合エネルギー対策推進閣僚会議で"新 エネル

ギー導入大綱"が 策定され,将 来の導入 目標

が設定 された。同大綱は新エネルギーの導入

を促進す るため の国の基本方針 となる もの

で,次 に示す重点分野について具体的な開発

計画 を打出している。

① 太陽光発電など再生可能エネルギー

② 廃棄物発電などリサ イクル型エネルギー

③ コージェネレーションなど従来型エネル

ギーの新利用形態

政府は,新 エネルギーの導入 目標 を二次エ

ネルギーべ一スで2000年 には5.7%,2010年 に

は7.6%と している。新エネルギーの中で将来

のポテンシャルが最 も大 きのは,"従 来型エネ

ルギーの新利用"で ある。そのエネルギー源

は,石油や天然ガス といった化石燃料である。

それを除 くと,国 内で供給できる新エネルギ

ーのシェアは,2010年 で3.0%に なる。

ここでは非化石燃料の評価に焦点を絞 り,

"従来型エネルギーの新利用"を 除 く"再 生

可能エネルギー"と"リ サイクル型エネルギ

ー"に ついて供給ポテンシャルを検討 してみ

ることにす る。再生可能エネルギーとリサイ

クル型エネルギーは,基 本的にはローカルエ

ネルギーである。再生可能エネルギーには太

陽光発電,風 力発電,森 林バイオマスがあ り,

リサイクル型エネルギーには一般廃棄物 と産

業廃棄物がある。それらについて国内の供給

ポテンシャルを調べてみることにする。

(1)太 陽光発電のポテンシャル

太陽電池の生産が近年,急 速に伸びてきて

いる。1991年 度のわが国の太陽電池の生産量

は16,883kWpで,52%が 電卓,時 計などの民

生用,43%が 家庭電源や街灯などの電力用,

4%が 発電試験用に生産されている。電力用の

太陽電池の導入先は,独 立設備 と系統連系設

備 とに大 きく分け られる。独立設備 は,さ ら

に離島や僻地などの発電設備 と,出 力が500

Wp以 下で使 われる公園休憩所の電源,屋 外

時計,交 通標識などがある。系統連系設備は,

一般住宅や工場 など電気を通 じている地域に

電力系統 と連系して設置するもので,個 人住

宅用の小規模 システム(3kW程 度)か ら電気

事業用の大規模発電設備(1MW以 上)ま で

様々である。

太 陽電 池 の製 造 コス トは,1974年 頃 は

20,000円/Wp以 上 もしていたが,1980年 には

5,000円/Wp,現 在では600円/Wpに まで下が

っている。 さらに将来は技術進歩 と量産化 と

により,電 池コス トを100～200円/Wpに まで

下げてい く目標がある。目標が達成できれば,

太陽電池の発電 コス トは,設 備利用率 を12%

と仮 定 して計算す る と16～31円/kWhに な

り,そ のコス トは昼間の電気代程度になる。

しか し,こ の コス トはセルの製造 コス トだけ

で計算 した値で,そ れにはインバー タ,保 護
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装置,輸 送,据 付けなどの費用は含まれてい

ない。それらの費用は設置条件に大 きく依存

し正確な値 を出すことは難 しいが,現 状でみ

ると住宅用 で約50万 円/kW,地 上設置 で約

100万 円/kWで あ り,発 電 コス トに して

50～100円/kWhの 増加 となる。

政府の導入 目標は,2010年 に460万kWで あ

るが,そ の発電電力量は年間で48億kWh程 度

の もので,わ が国の現在の総発電電力量1兆

kWhの0.5%を 賄 う量である。太陽光発電は

住宅などに屋根材 と兼用 して導入す る方法が

最 も経済的で普及も早 くなると考えられてお

り,政 府は住宅用太陽光発電の普及 を促進す

るために,1997年 度に111億 円の資金補助を与

えている。それによる設置者は,約9,000件 で,

1年 間に約3万kWの 太陽光発電設備が導入

されたことになる。 しか し,こ の導入ペース

では2010年 の政府 目標の達成は150年 もかか

ることになり,太 陽光発電が国の主要 な電源

になることは夢であることは間違いない。普

及促進には,補 助金を大幅に増額 していくこ

とが必要 になる。

(2)風 力発電のポテンシャル

風力発電は,1970年 代の石油危機を契機に,

米国および ヨー ロッパ を中心にして導入が飛

躍的に進んでいる。世界の風力発電は,独 立

発電機(平 均出力100W)と して約50,000基,

系統連系しているもので約23,000基,そ の出

力は220万kWに なる。カ リフォルニアは風力

発電が最 も多 く導入されている地域で,1991

年の実績では,約1万8,000基,発 電出力で150

万kW以 上,年 間電力量で約25億kWhに もな

る。米国のカリフォルニア州では,州 の電力

量の42%が 再生可能エネルギーで供給されて

いる。その内訳は,水 力23%,地 熱13%,バ

イオマス4%,風 力1.3%,太 陽熱0.3%,太 陽

光O.1%で ある。

わが国における風力発電は,欧 米に比べそ

の導入量はまだ僅かである。発電出力が比較

的大 きい250kWの 風車の他に,出 力が3kW程

度の風車も数多 く普及 している。 日本の風況

は,米 国に比べて良 くない。年平均の風速は

小さ く,山岳地や丘が多いため風も不安定で,

ウィン ドファームに適 した広い面積の土地が

少ない。また立地制約 として,搬 入道路の敷

設,自 然公園法の規制,送 配電線の敷設,騒

音,景 観,ラ ジオ・テレビなどへの電波障害,

さらに離島においては資材の搬入用の港湾施

設 を新 たに建設するなどといった問題点 もあ

る。 こういった様友な障害を考慮すると,わ

が国で実際に導入できる風力発電はカリフォ

ルニアに設置されている数 より少ないものと

考えられる(カ リフォルニアに設置されてい

る18,000基 の風車による年間発電量は,わ が

国の総発電量の0.25%に 相 当す る)。

日本に導入されている風力発電設備 はまだ

65基(1996年 現在)で,運 用実績は豊富 とは

言えない。比較的風況のよい甑島の風力発電

(出力250kW)を 例にみると,1～4月,11月,

12月に強い風が吹 き,設 備利用率は年平均で

20%程 度である。一 日の発電出力は平均 して

一定であるが,夕 方になると風向きが変るた

め,島 の電力ピーク時に電気が発生せず設備

としての価値 を得 ることが難iしいといった問

題がある。 また風車が駆動を始めるカットイ

ンの風速を5m/秒 としているが,年 間の風速

分布 を表す出現頻度は5m/秒 以下が約半分

もあ り,風 速の小 さいエネルギー をいかに利

用 してい くか,そ の技術開発 もこれからの大
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きな課題 となっている。

わが国における風力発電の導入を土地利用

と風況から判断してみ ると,半 島や岬,海 岸,

離島といった地点が最 も有望 である。 日本の

風況は冬季の季節風に最 も大 きく左右 されて

いる。強風地点として,北 海道や東北地方の

海岸が期待されるが,そ れ以外に,本 州 日本

海側の海岸沿い,濃 尾平野から遠州灘 房総

半島の先端,宮 城県の金華山附近,久 慈海岸

などがあげ られる。また半島や岬では,北 海

道の北部 と南部の襟裳岬,秋 田県と青森県の

半島,佐 渡島の北側,犬 吠埼,石 廊崎,潮 岬,

室戸岬,足 摺岬などが比較的強い風に恵まれ

ている。

(3)森 林 の エネ ル ギー生 産量

わ が 国 の 森 林 面積 は 国連 食 料 農 業 機 構 の統

計 デー タ(1990年)に よ る と25.1Mhaで あ る。

年 平 均 の 森 林 蓄 積 量 は温 帯林 と して み る と約

240t/haと 推 定 され る。そ の 蓄 積 に要 す る期 間

は 時 定 数 で表 す と40年 とい わ れ て お り(依 田

恭 二,1982年),年 間 平 均 の蓄 積 量 は6t/ha/

年 に な る。 こ れ か ら全 森 林 面 積 を利 用 した エ

ネ ル ギ ー 生 産 可 能 量 を概 算 す る と,25.1Mha

x6t/ha/年x3.6Gcal/t=5.4x1014

kcal/年 とな る。現 在 の わ が 国 の一 次 エ ネ ル ギ

ー 総 供 給 が5 .44x1015kca1/年 で あ る こ とか

ら,森 林 に よ るエ ネ ル ギー 供 給 ポ テ ン シ ャ ル

は そ の10%に 相 当 す る。 も ち ろ ん 日本 の 森 林

は 険 峻 地 が 多 い た め,実 際 に エ ネ ル ギー 生 産

に利 用 で き る面積 は 限 られ て お り,す べ て が

利 用 で き る わ け で は な い

(4)ゴ ミの エ ネル ギー生 産量

わ が 国 の 一 般 廃 棄 物 の 量 は 年 間5,060万 ト

ン(1991年)に な り,国 民 一 人 当 た り に し て

1.12kgで あ る。ごみ 発 電 施 設 は,1995年6月 現

在 で 建 設 中 を含 め る と181ヶ 所 に な り,発 電 出

力 は769,642kWに 達 して い る。 ゴ ミ発 熱 量 は

紙 や プ ラ ス チ ッ ク の消 費 に 伴 っ て 増 大 して お

り,そ の値 は 石 炭 の3分 の1の2,200kcal/kg

(低位)で あ る。 一 般 廃 棄 物 をすべ て焼 却 し

て エ ネ ル ギ ー と して利 用 した場 合,そ の ポ テ

ン シ ャ ル は ボ イ ラ 熱 回 収 率 を74%と し て

82,300Tcal/年 に な る。

一 般 廃 棄 物 と は別 に
,産 業 廃 棄 物 で あ る廃

木 材 な どの 可 燃 性 ゴ ミが 年 間 約2,500万 トン

だ け 発 生 し て お り,こ の 保 有 エ ネ ル ギ ー は

74,000Tca1/年(発 熱 量:4,000kca1/kg)と

な る。 こ れ か ら わが 国 で 利 用 で き る リサ イ ク

ル 型 エ ネ ル ギ ー の 供 給 ポ テ ン シ ャ ル は

156,000Tcal/年 で,そ れ は わ が 国 の 一 次 エ

ネ ル ギー 供 給 の2.9%に 相 当 す る。

4.発 電技術のライフサイクル評価

4.1敷 地面積当りのエネルギー密度

都市への社会機能 と人口の集中で,都 市の

エネルギーの消費が年々増え続けている。都

市 を中心 とした民生部門のエネルギー需要

は,過去10年 問の平均伸び率でみると年率3.0

%の 高い値で推移 している。都市におけるエ

ネルギーの消費密度 を敷地面積当 りの電力消

費量で調べてみると,家 庭で35kWh/m2・ 年,

事務所ビルで400kWh/m2・ 年になる。電力需

要は,都 市の民生部門を中心に,今 後 も高齢

化,冷 房機器や情報化機器の普及,大 型住宅

や建物の高層化など流れのなかで高まってい

くことは間違 いない。

高まるエネルギー消費密度に対 して,供 給
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側のエネルギー技術の密度はどのようになっ

ているのだろうか。太陽光発電 風力発電,

木材バイオマス発電,石 炭火力,原 子力発電

について敷地面積当 りのエネルギー密度 を調

べてみることにする。太陽光発電や風力発電

は,エ ネルギー密度が20kWh/m2・ 年程度で,

それは家庭の消費密度の3分 の2で ある。バイ

オマス発電 になると最 も成長の早いポプラ

で,そ れも南米のような成育の早い地域に植

林する条件で計算 して も,そ のエネルギー密

度は2kWh/m2・ 年である。それに対 して,石

炭火力 と原子力発電は,貯 炭場や構内の緑地

帯を含めて計算 しても,敷 地面積当 りの密度

はそれぞれ9,560kWh/m2・ 年 と12,400kWh/

m2・ 年にもなっている。その密度は,太 陽光

発電の400倍 と500倍,バ イオマス発電の4,700

倍 と6,000倍 にも相当している。

もし土地の所要面積で比較するなら,同 じ

電力量 を得 るに必要 な面積の比はエネルギー

密度の逆数の比になる。石炭火力や原子力の

発電所に要する面積は太陽光発電の400分 の1

と500分 の1で あり,そ れ らがわずかな土地で

大量のエネルギー を発生す る電源であること

がわか る。この結果は,優 れたエネルギー密

度を持つ火力発電や原子力発電が国土の狭い

わが国で今 日の大量にエネルギーを消費す る

社会 を支 えている理由にもなっている。

4.2発 電 シ ス テ ム の ラ イ フサ イ ク ル 分 析

ラ イ フ サ イ クル ア セ ス メ ン ト(LCA二

LifeCycleAssessment)と は 現代 の複 雑 な工

業社 会 が 生 み だ した 諸 問 題 を取 り扱 う シ ス テ

ム分 析 法 の 一 つ で あ る。 そ れ は,製 品や 技 術

に つ い て"ゆ りか ご か ら墓 場 まで"の ラ イ フ

サ イ クル に お け る諸 問題,特 に 環 境 問題 を 中

心に社会に与えている影響を総合的に分析す

る方法である。

発電システムのような社会インフラ施設の

ライフサイクル分析は,一 般の製品と違い検

討範囲が複雑である。その対象は,発 電設備

だけでな く,燃 料の採掘,変 換,輸 送,そ し

て発電,さ らには送変配電 といった電力輸送

設備 も含 まれる。そ してこの発電に必要 な一

連の設備である 「水平システム」について,

"ゆ りかごか ら墓場 まで"の 「垂直システム
」

を検討することになる。すなわちそれぞれの

設備について,建 設,運 転 ・保守,廃 棄に係

わる投入エネルギーや環境負荷を調べなけれ

ばならない。

(1)在 来発電のCO2排 出原単位

温室効果ガスには,単 にエネルギー(石炭,

石油,天 然ガス,電 力)の 消費によって発生

するCO2だ けでな く,天 然ガスの採掘時に粗

ガス中に含 まれるCO、,セ メン ト製造時の化

学反応で発生するCO2,そ れに石炭や天然ガ

スの採掘時に大気中に漏洩するメタンなどが

ある。メタン洩れは採掘地点で大 きく異なる

が,わ が国に輸入しているガス田と炭鉱につ

いて調べると,天然ガスで生産ガス量の1%,

坑内掘 りで石炭1ト ンあた り約7.3kgの メタ

ン洩れがあるといわれている。漏洩メタンの

温暖化影響はCO2に 比べて大 きい。それは,

メタンが時間とともに分解 してい くため積算

年数によって異なる。今回の検討では積算年

数を100年 とし,温 暖化ポテンシャル(Global

WarmingPotential)をIPCC… 報告書のデー

タか らCO2の21倍 として計算 している。

電気事業用の実用プラン トを中心に火力,

原子力,自 然エネルギー発電についてCO2排
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出原単位を求めてみ る。表3は 発電システム

のCO2排 出量を1kWhの 電気 を生産するの

に排出する量で推計 した結果を設備製造,運

転保守,燃 焼,メ タン漏れに分けて示 したも

のである。表の値はプラン トの寿命30年 間に

発生する全CO2量 を,そ の間の発電電力量

(送電端)で 割ったものである。

発電 システムの温暖化影響 はCO2排 出原

一単位の大きさに比例す る。表の結果をみると,

水力が最 も小 さく,原 子力,地 熱,そ の他の

自然エネルギー,そ して火力発電の順に大 き

くなっている。特に火力発電の温暖化影響 は,

原子力や自然エネルギーに比べてかなり大 き

い。それは発電時に燃料の燃焼によって直接

に排出するCO2量 が,設 備や運用,あ るいは

メタン洩れといった間接的な排出量に比べ圧

倒的に多いためである。

火力発電だけを比較すると,石 炭,石 油,

LNGの 順 にCO2排 出原単位 は小 さ くなっ

ている。その比率は発電用燃料だけで比べ る

と100:76二56で あるが,設 備 と運用,そ れに

メタン洩れ を含めて比較す ると100:74:66

と,石 油火力はやや優位 にな り,逆 にLNG

火力の優位性が小さ くなっている。これは天

然ガスの採集 と液化に消費す るエネルギーが

大 きく,か つ粗天然ガスに含 まれるCO2が 多

いためである。液化時と粗天然ガス成分中の

CO2量 は,発 電時の燃料から発生する値の約

25%に 相当している。

表3各 発 電 シ ステム のCO2排 出原 単位

単位:g-C/kWh

発 電 シス テム 設備製造 維持保守 燃 焼 メタ ン漏 れ 合 計

石 炭 火 力 LO9 9.78 246.33 12.69 269.89

石 油 火 力 0.62 7.21 188.41 3.10 200.06

LNG火 力 0.55 24.10 137.27 16.05 177.67

原 子 力 発 電 1.00 4.46 }

0.24 5.70

水 力 発 電 4.63 0.07 一 0.11 4.81

地 熱 発 電 1.39 4.63 『 0.27 6.29

風 力 発 電 6.73 2.41 一 0.37 9.51

太陽光(家 庭) 11.91 3.57 一
0.53 16.0王

太陽光(地 上) 26.24 6.82 一 1.25 34.31

注)メ タン漏れは温暖化ポテンシャルによ りCO2量 に換算。

太陽光発電は,家 庭の屋根材 として設置す る小規模電源(3kW)と,電 気事業が地上 に設置

す る大規模設置(1,000kW)に つ いて検 討 した。
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原子力発電は燃料 か らCO2を 排 出 しない

分,温 暖 化影響が小さ く,そ の値はLNG火

力の1/30で ある。原子力発電は,燃 料サイク

ルが複雑で,そ のプラン ト建設に多 くの資材

とエネルギー を必要 としている。 しか し,そ

れを耐用期間で均等化 し,か つ発電所1基 分

相当の値にしてみると,そ れほど大 きくはな

い。建設から排出するCO2に 比べれば,燃 料

サイクルの運用エネルギーによって排出する

量の方が大 きく,特 にウラン濃縮時の多量の

電力消費によるCO2量 は極めて大 きい。

自然エネルギー も温暖化を抑制する発電シ

ステムである。太陽光発電の排出原単位は,

原子力 と水力よりは大 きな値であるが,火 力

の値に比べ るとかなり小 さい。特に家庭の屋

根に設置すれば,架 台や基礎工事 を必要 とす

る電気事業用の導入に比べ原単位は半分以下

にまで改善す ることになる。

(2)技 術進歩による改善効果

発電技術でCO2を 抑制 してい くには,CO2

排出原単位が小 さい原子力発電や 自然エネル

ギー発電 を積極的に導入 しなければならな

い。 しか し,水 力や地熱,原 子力発電は,実

際には立地上の制約が大 きく大量に導入す る

ことは難 しい。わが国の電源構成は,総 発電

量の61%が 火力発電によって賄われてお り,

将来の見通 しをみて もその比率は2000年 で57

%,2010年 で50%と なってお り,将 来 とも火

力発電が電力供給の中心であることに変 りは

ない。発電のCO2を 抑制 してい くためには,

火力発電に対 してもCO2を 削減す る技術開

発努力が必要である。

火力発電のCO2排 出量の大半は,発 電時の

燃料か ら排 出している。CO2を 削減す るに

は,燃 料 を節約 してい くことが最 も大切であ

り,そ れには高効率発電や コー ジェネレー シ

ョンといった技術開発が必要になる。発電効

率 を向上す る技術には,LNGを 燃料 とする

LNG複 合発電,石 炭 を燃料 とする超々臨界

圧発電,石 炭ガス化複合発電 それに石炭ガ

ス化溶融炭酸塩型燃料電池などがある。

原子力 発電 は ライフサ イ クルか らみ た

CO2排 出量が最 も小 さく,温 暖化抑制効果が

最 も大 きい発電システムである。現在,わ が

国では軽水炉の使用済み燃料 を再処理 してプ

ル トニウムを取 り出し,そ れを燃料 として再

利用す るプルサーマル路線の開発が進んでい

る。濃縮 ウランにして も,こ れまでの海外の

ガス拡散プラン トで製造されたものから,わ

が国の独 自技術である遠心分離法による生産

が計画されている。 また,準 国産資源である

プル トニウム を高速増殖炉 で利用 していけ

ば,ウ ラン資源の有効活用が図れる。

自然エネル ギー を利用す る発電 もCO2の

排出を抑制することがで きる。その抑制効果

は技術進歩 と設置方法の工夫によって高 まっ

てい く。具体的な対策 として,① 年設備利用

率が高まる地点の選定,② 設備の長寿命化,

③設備の簡素化,④ 建物や構築物 との併設,

⑤発電効率の向上,⑥ エネルギー消費原単位

が小 さい新材料の使用,な どが考 えられる。

この対策の中で,太 陽光発電のように家庭の

屋根や道路の防音壁のような建物や構築物 と

一体に して設置する方法は
,単 にCO2の 抑制

だけでな く早期 の経済性を高める方法 として

有望 である。

図2は,発 電技術の進歩によってCO2排 出

量がどのように改善 されるか を示 したもので

ある(文 献1,2)。 火力新技術の中で,LN
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G複 合発電(発 電効率50%)は 在来火力であ

るLNG火 力に比べCO2原 単位 を22%も 低

減 している。その値139g-C/kWhは,現 時点

(1992年)の 電源構成の平均値128g-C/kWh

にほぼ近い値である。石炭火力の場合,新 技

術による排出原単位の低減効果は,超 々臨界

圧発電,石 炭ガス化複合発電,溶 融炭酸塩型

燃料電池(MCFC)複 合発電で,そ れぞれ

10%,13%,30%で ある。原単位の低減率は,

主に発電効率の上昇率にほぼ比例 している。

原子力技術で遠心分離法,高 燃焼度技術,

高速増殖炉 といった新技術は,CO2排 出量を

改善す る。中でも高速増殖炉は,改 善効果に

おいて最 も優れている。その理由は,高 燃焼

度 と設備利用率の大 きさである。高速増殖炉

の燃焼度は61GWd/tと 軽水炉 の45GWd/tに

比べ て大 きく,年 間の設備利用率 も90%に も

なる。すなわち,高 速増殖炉はわずかな燃料

で長時間,大 きな出力 を発生す る能力を持っ

たプラン トである。

図には,自 然エネルギー として太陽光発電

の技術進歩によるCO、 排出量の改善効果 を

示す。電気事業用の太陽光発電は,セ ル効率

が17%か ら20%に まで向上すればCO2排 出

量が35%も 低減する。アモルファスシリコン

はセル厚が数 ミクロンであ り,シ リコン量が

少ない分,セ ルの製造エネルギー を大幅に削

減できる。 もし,目 標 とするセル効率(12.6

%)が 達成されれば,太 陽光発電のCO,排 出

量は家庭の屋根設置の場合で約半分にまで低

減す ることになる。

(3)ラ イフサイクル分析のまとめ

ライフサイクル分析 で得 られた結果 を参考

高速増殖炉

軽水炉(プ ル高燃焼度)

軽火炉(遠 心法・プル)

軽水炉(ワ ンススルー)

高効率 アモルフ ァス

高効率 ・薄型化

高セル効率

太陽光(家 庭)

CO2回 収 ・投棄

燃料電池 コー ジェネ

LNG複 合

LNG火 力

CO2回 斗又・才窒棄

MCFC複 合

石炭 ガス化複合

超 々臨界圧発電
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図2新 技 術 によ るCO2排 出原 単位 の 改善
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に発電プラン トのCO2対 策を考えてみ よう。

早期に考えられる対策は,火 力発電の燃料

を石炭や石油からLNGに 転換 し,高 効率の

LNG複 合発電を導入 していくことである。

もし既存の火力電源がすべてLNG火 力に置

き換れば,わ が国の電力部門のCO2排 出量は

1990年 度レベル以下にすることができる。 し

か し,発 電燃料 をLNGだ けに大量に依存す

ることは,将 来,天 然ガスの供給不安を招 く

恐れがある。特に世界の多くの国々が天然ガ

スにシフ トしている最近の状況を考えると,

天然ガスの需給逼迫の懸念が来世紀初頭に心

配される。 もしメタンハイ ドレー トのような

膨大な天然ガスが利用 できなければ,天 然ガ

スへの燃料 シフ トは,所 詮一時凌 ぎであって,

子孫へのCO2対 策の先送 りである。石炭は資

源が豊富で,長 期にわたり安価で安定な供給

が期待できる。社会は,将 来 も石炭に依存せ

ざるを得ないことは確かであることか ら,で

きるだけ効率の良い石炭技術の導入が望 まれ

る。

CO2の 回収技術は,火 力発電のCO2抑 制に

大きな効果がある。排ガス中のCO、 を90%近

くも削減するため(実 際には電気の自家消費

が多いためkWh当 た りの削減量 は90%よ り

少な くなる),高 効率技術に比べCO2の 抑制

効果は大 きい。CO、 削減か ら見 るとCO2回

収技術の導入は効果的であるが,問 題は技術

の信頼性,経 済 性,そ れに新たに発生する外

部性問題である。新たな外部性 とは,CO2回

収時に大量の電力を消費す るため化石燃料を

無駄にすること,回 収 したCO2を 海洋などに

投棄 した ときの環境影響等である。化石燃料

の無駄や海洋への環境 問題等 を考 える と,

CO2回 収技術は,石 油の二次回収 としての利

用以外はできるだけ導入を避けたい。

発電時にCO2を 発生 しない再 生可能エネ

ルギー と原子力は,CO2抑 制に最 も大 きな役

割がある。それらはライフサイクルか ら見た

化石燃料消費もkWh当 たりの値が小 さく,化

石燃料を節約する技術でエネルギーセキュ リ

テイとしても優れている。太陽光発電や風力

発電 もCO、 を抑制す る技術 として期待 され

るが,問 題はコス ト高 と供給の不安定 さであ

る。対策技術 として当面,大 きな寄与は期待

できない。それに対 して,原 子力,水 力,地

熱は最 も安価 に,か つ大量にCO2を 削減する

技術である。問題は,立 地の制約である。原

子力には安全性への不安,放 射性廃棄物,核

拡散,水 力 と地熱には国立公園の環境問題 な

ど,CO2分 析では判断できない社会問題が技

術の導入に大 きく影響 してい る。わが国の

CO2問 題の解決に原子力,水 力,地 熱の導入

は不可欠であるが,そ れには国民レベルある

いは地域住民 レベルで建設の理解を得 る必要

がある。

5.お わ り に

太平洋沿岸のアジア諸国のエネルギー需要

が拡大 しつつある。

この成長傾向は今後 も続いてい くことが予

想されてお り,2000年 までのGNPの 伸びは

年率5%以 上 とわが国の2%を 大 きく上 回る

といわれている。問題は,将 来のエネルギー

源の確保である。 日本,オ ース トラ リア,中

国,イ ン ドを含めたアジア地域は,人 口が多

いため一人当た りの化石資源の埋蔵量は,地

域別に見て最 も少 ない。そしてアジアのエネ

ルギー安定供給の脆弱性は,将 来,人 口増加

一46一
季報エネルギー総合工学



とともに高 まっていく。

また化石燃料の大量消費は,酸 性雨や温暖

化 といった地球規模の環境問題の原因となっ

ている。昨年12月 に開かれた地球温暖化防止

京都会議(COP3)に おいて先進国は,温 室

効果ガスの排出量を2008年 か ら2012年 までに

1990年 レベル よりも平均で5.2%削 減す る目

標が設定された。化石燃料の代替エネルギー

として期待 されるのが新エネルギー と原子力

発電である。新エネルギーは,温 暖化問題の

解決だけでな くエネルギーセキュ リテイにお

いても貢献できる可能性がある。しか し,新

エネルギーである太陽光発電や風力発電,そ

れにゴミなどの リサイクル型エネルギーの供

給 ポテンシャルは,わ が国ではせ いぜい5%

が限度で,そ の利用可能量には限界があると

いうことも理解すべ きである。

高い経済成長 とエネルギー需要の急増が予

想され るアジア諸国に とって,原 子力は将来

の重要な発電源になることは間違いない。 し

か し,そ の巨大技術 を安全に駆使 してい くに

は,発 電だけでなく濃縮や再処理,廃 棄物処

分 といった燃料サイクルを含めて,し っか り

したインフラの整備 を図る必要がある。わが

国はアジアでも最 も進んだ技術力をもつ国で

あ り,ア ジア地域において原子力技術の基盤

整備 に果たす役割は大 きい。原子力のインフ

ラ整備 には,技 術力の他 に巨額な資金 と核拡

散防止などの核管理が必要になる。将来のア

ジアにおけるエネルギーの安定供給を確保す

るには,原 子力平和利用の管理体制をわが国

が率先 して今か ら準備 しても遅 くはない。
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革新的ソーラ熱化学プロセスの概要 と

国際協力の可能性調査

一 太陽熱エネルギー と石炭 ・天然ガスのハイブ リッ ド利用一

玉 浦 裕(糠 議 霧研究センター 教授)

醗鐘醸騰鐘鑛醸髄慧灘擁醸擁擁髄擁醸醸鑛擁醸擁擁

1.は じ め に

地球温暖化防止のための温室効果ガス排出

削減は,特 定の国だけが実施 して も効果はな

く、国際的取組みが不可欠である。 このよう

な背景から,1997年12月 のCOP3(地 球温暖

化防止京都会議)に おいて,先 進各国は,国

際協力による革新的技術の開発 ・普及 と途上

国への環境技術移転 を,CTI(ClimateTech-

nologyInitiative,気 候変動技術イニシアテ

ィブ)の 拡充 ・強化によ り促進することに合

意した。わが国 も,IEA/OECD(国 際エネル

ギー機関/経 済協力開発機構)を 中心 とした

CTIメ ンバー国に対 し,国 際協力による革新

的技術開発の課題 とその枠組みについて提言

することが望まれている。

本調査は,上 述の提言に資するものであ り,

CTIメ ンバー国に対 し魅力ある技術 開発 内

容 を提案するため,NEDO(新 エネルギー・産

業技術総合開発機構)の 委託事業 として,平

成9年 度 よりエネルギー総合工学研究所によ

り行 われてきた。温室効果ガス削減への重要

な鍵 を握 ると考えられる太陽エネルギーのグ

顛 麟 顛 顛 螢 蒙 顛

ローバルな利用に向けての 「太陽熱化学プロ

セスによる二酸化炭素(CO2)リ サ イクルシ

ステム」および 「CTIの 下,国 際協力による

技術開発の可能性」に関す る調査 とともに,

「在来エネルギーの現状 と将来への見通 し」

「新エネルギーの開発状況 と見通 し」等に関

する調査が行われ,筆 者はこれ らの調査 に主

査 として関与 した。

本稿では,こ の調査による太陽熱化学プロ

セスによる 「ソーラハイブ リッ ド燃料」生産

システムの概要 と国際協力の可能性について

概説す る。

2.わ が 国 の 「21世紀 エ コ ・エ ネ ル ギ ー 」

と して の ソ ー ラ ハ イ ブ リ ッ ド燃 料

風力発電,ご み発電等のような再生可能エ

ネルギーや リサイクル系エネルギーは,21世

紀の地球環境時代の申し子ともいうべ きもの

で,「21世 紀エコ・エネルギー」 として,新 し

いエネルギー産業 として育成 してい く必要が

ある。

本提案 システムは,日 本国内で利用 される

事務局注:本 稿は,当 研究所が開催 した 「第158回 月例研 究会」(平 成10年5月)に おける講演資料 を,本 誌掲

載 のため一部補筆 していただいた ものです。
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エ ネ ル ギー 供 給 とい う観 点 に お い て,化 石 燃

料 を使 用 し な が ら環 境 負 荷 を低 減 し,海 外 の

サ ン ベ ル ト地 域(図1の 太 陽 輻 射 熱 量140

kca1/cm2/yr以 上 の 地 帯)か らの 太 陽 エ ネ ル

ギー 導 入 を促 進 す る とい う,新 しい 「21世紀

型 エ コ ・エ ネ ル ギ ー 」 の側 面 を持 っ て い る。

本 提 案 シ ス テ ム に よ る 「ソー ラハ イ ブ リ ッ

一の観点で,石 炭依存度をキープする上での

重要なテクノロジー を提供す るものであ り,

世界的にも同様 といえる。

後掲の第4章 で述べ るように、石炭 と天然

ガス との比率が1:1で 生産 される「ソー ラメ

タノール」 を日本に運んできて火力発電所,

自動車,化 学工場等で原 ・燃料 として利用す

SB:サ ンベル ト地域,MR:多 雨地域
太 陽ふ く射熱量

(kcai/cm'/yr)

睡
180以 上

聰
140～180

㎜
100～140

賦
60～lOO

軽
60未 満

口
多雨

出所 西上 ・柳沢共著,第12回 エネルギーシステム経,斉会議資料P325,1996よ り作成

図1世 界 の サ ン ベ ル ト地 域

ド燃料」は,サ ンベル ト地域において,石 炭 ・

天然ガスを太陽エネルギー とミックスして生

産されるもので,大 気汚染のないクリーンな

石油代替エネルギー として利用できる。 自然

エネルギーである,海 外のサンベル ト地域の

太陽エネルギー資源 を,わ が国内において燃

料 として利用することにより,太 陽エネルギ

ー分だけのCO
2削 減 を可能にす る。

天然ガスに対 しては,液 化天然ガス(LNG)

輸送に代 わる技術 として提供できる。また,

石炭に対 しては,燃 焼熱に太陽エネルギーが

含 まれる石炭代替燃料 としての新 しい利用方

法 を提供す るもので,CO2削 減 もできる。し

たがって,日 本のエネルギーセキュリィティ

る と,太 陽 エ ネ ル ギー が 導 入 さ れ て い る分,

CO2が 約14%削 減 で き る 。 メ タ ノー ル(CH3

0H)は,LNG同 様 に コン バ イ ン ドサ イ ク ル

発 電 に 利 用 で き,自 動 車 用 メ タ ノー ル 燃 料 と

して 直 接 噴霧 燃 焼 と燃料 電 池 の両 方 に 利 用 可

能 で あ る。 ソー プ ・ジ メチ ル ・エ ー テ ル(CH3

0CH3)と し た と きに は,デ ィー ゼ ル エ ン ジ ン

に 直 接 利 用 で き る。 ク リー ン な 燃 料 で あ り,

石 炭 や 天 然 ガ ス の 直接 利 用 に伴 う大 気 汚 染 問

題 や 環 境 汚染 問 題(ベ ンゼ ン,NOx等)を 大

巾に 改 善 で き る。 多 くの 産 業 分 野,民 生 部 門

で ク リー ン な燃 料 と して 使 用 が 可 能 で あ る。

CO2を 回収 しな い場 合 で も,こ れ らの部 門の す

べ て で一 律 約14%のCO、 が 削減 可 能 とな る。
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こ の 削 減 は,サ ンベ ル ト地 域 か らの 太 陽 エ

ネ ル ギ ー の 導 入 に よ っ て行 わ れ る。 つ ま り,

日本 国 内 に海 外 か ら新 エ ネ ル ギー を約14%導

入 した の と等 しい こ とに な る。

また,現 在 輸 入 して い る石 炭 と天 然 ガ ス を,

こ の ソー ラ メ タ ノー ルや ソー プ ・ジ メ チ ル ・

エー テ ル の形 に 変 え て 輸 入 で き,言 い換 え れ

ば,天 然 ガ ス と石 炭 の 全 く新 しい 輸 送 手 段 と

もな る。石 炭 のCO2排 出 分 を天 然 ガ ス の み で

削減 し よ う とす る と,石 炭 の 輸 入 を抑 え,天

然 ガ ス を増 や さ な け れ ば な らな い 。 しか し,

こ の 新 しい 輸 送 手 段 で は,石 炭 と天 然 ガ ス の

輸 入 率 を1:1に キ ー プ して お くこ とが で き

る。 石 炭 の 輸 入 を減 らす 必 要 も な く,か と い

っ て 天 然 ガ ス に強 く依 存 す る必要 もな い 。 エ

ネ ル ギー セ キ ュ リィ テ ィー の観 点 か らは バ ラ

ンス を う ま く保 つ こ とが 可 能 と な る。

メ タ ノー ル はLNG同 様 ク リー ンで あ り,

ガ ス ター ビ ン に適 用 で き る。 本 提 案 シ ス テ ム

で は,原 料 と して石 炭 ・天 然 ガ ス を用 い て,

「ソー ラハ イ ブ リ ッ ド燃 料 」 で あ る ソー ラ メ

タ ノー ルや ソー プ ・ジ メチ ル ・エ ー テ ル を生

産 す る こ とが で き るの で,こ れ ら の生 産 技 術

に よ り,「 ソー ラ メ タ ノー ル 発 電 」に必 要 な 燃

料 の 供 給 が 可 能 とな る。 本 提 案 の 研 究 開 発 プ

ロ ジ ェ ク トで は,こ れ ら の ソー ラハ イ ブ リッ

ド燃 料 の生 産 技 術 の 開 発,お よび ソー ラ メ タ

ノー ル 発 電 の 高 効 率 シス テ ム の 開 発 を重 点 項

目 と して進 め る。

次 世 代 の 発 電 シ ス テ ム は,発 電 所 にCO2分

離 回 収 設 備 を付 帯 し,発 電 所 か ら出 るCO2は

サ ンベ ル ト地 域 との 間 で リサ イ クル さ れ,こ

のCO2と 太 陽 エ ネ ル ギ ー 利 用 の 水 電 解 に よ

りつ く られ る ソー プ水 素 とか ら生 産 さ れ る ソ

ー ラ メ タ ノー ル や ソー プ ・ジ メチ ル ・エー テ

ルを燃料 として利用す るシステムの採用が考

えられる。 これを 「グローバル炭素循環エネ

ルギーシステム」と呼んでいる。このシステム

のもとでは,CO2に よる地球温暖化を引き起こ

すことなく,化 石燃料の代替燃料 として,ソ ー

ラハイブリッ ド燃料を利用することができる。

本提案システムは,こ のシステムを構築す

る方向での第一歩を踏み出す ものであり,そ

の目標は,

① 石炭 ・天然ガスと太陽エネルギー とを

ミックス した市場性のある 「ソーラハ イ

ブリッ ド燃料」の生産の開始

②CO、 回収型の高効率 「ソーラメタノー

ル発電」システムの稼働の開始

である。 これらは,早 期の実用化が可能であ

り,地 球温暖化を回避する上での実効性のあ

る,現 実的なCO2削 減技術システムである。

わが国は,本 提案システムをCTIの 国際プ

ロジェクトとして早急に立ちあげ,ソ ー ラハ

イブリッド燃料生産技術 とソー ラメタノール

発電システムの確立について先進国の技術 ト

ップクラスを目指す。実際の導入に当たって

は,わ が国の新 しい 「21世紀エコ ・エネルギ

ー」技術の一つ として位置づけ,産 業界が導

入努力す るとともに,経 済i生,制 度的環境等

の導入制約要因の打開を重視 した政府の取組

みも重要 となる。海外のサンベル ト地域の国

際太陽エネルギー産業 を巻 き込んだ,新 規エ

ネルギー産業分野 としての成長が期待される。

3.太 陽熱化学プロセスによるソーラハイ

ブリッド燃料の生産

3.1太 陽熱化学プロセス

太陽熱化学プロセスは,集 光 した高温太陽
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熱 を用 い て 吸 熱 化 学 反 応 に よ り化 学 エ ネ ル ギ

ー(燃 焼 に よ り発 生 す るエ ネ ル ギ ー)に 変 換

す る もの で,理 論 変 換 効 率 は1000倍 集 光 で 約

75%で あ る。集 光 に 用 い るヘ リオ ス タ ッ トは,

現 在,膜 成 形(strechedmembrane)型 が最

新 で あ り,コ ス トは8000～4000円/m2と な っ

て い る。 化 学 エ ネ ルee'・一一変 換 効 率 を50%,太

陽 エ ネ ル ギー 密 度 を1.OkW/m2と す る と,70

MWの 化 学 エ ネ ル ギ ー を 生 産 す る ソー ラ フ

ァー ム の 面 積 は17万m2で,半 径230mの 円 形

フ ァ ー ム,ヘ リオ ス タ ッ ト被 覆 率 が0.84の と

き,約12億 円(8600円/m2)の 建 設 費 とな る。

大 面 積 の 開 発 に は ヘ リオ ス タ ッ トは 有 効 で あ

る。 この よ うに 太 陽 熱 化 学 プ ロ セ ス に用 い る

ソー プ集 光 設 備 費 は,化 学 プ ラ ン トの 設 備 費

に比 べ る とか な り低 く,太 陽 熱 化 学 プ ロ セ ス

の 建 設 コ ス トは,む しろ化 学 プ ラ ン トの コス

トに よ っ て 決 定 さ れ る。 集 光 系 はSCOT

(SolarConcentrationOffTower,タ ワー

型 集 光)型 が 優 れ る。 イ ス ラエ ル の ワ イ ズ マ

ン科 学 研 究 所(WIS)で は,米 国 の ボー イ ン

グ系 の ロ ッ クダ イ ン社 と共 同 で太 陽 熱 化 学 利

用 目的 のSCOT型 の バ イ ロ ッ トプ ラ ン ト を

建 設 中 で,平 成10年12月 に 完 成 予 定 で あ る。

SCOT型 の ソー プ 設 備 に 関 す る建 設 コ ス ト

につ い て は,す で に フ ィ ー ジ ビ リテ ィ ス タ デ

ィが 終 了 して い る。

太 陽 熱 化 学 プ ロセ ス と太 陽 熱 発 電 は,い ず

れ も集 光 高 温 太 陽 熱 を利 用 す る点 で は 同 じで

あ る が,一 方 が化 学 エ ネ ル ギー に変 換 し,片

方 が 電 気 に変 換 す る点 で 大 き な相 違 が あ る。

太 陽 熱 発 電 は,集 光 して得 られ る高 温 太 陽 熱

を ガ ス ター ビ ンや ス チ ー ム ター ビ ン に用 い て

電 気 に 変 換 す るが,太 陽 熱 化 学 プ ロ セ ス で は,

高 温 太 陽 熱 を吸 熱 化 学 反 応 と して 用 い て,化

学エネルギーに変換す る。両者の変換効率の

差異は,太 陽熱発電による電気エネルギーへ

の変換効率が実効で15～25%,太 陽熱化学プ

ロセスでの化学エネルギーへの変換効率は実

効で30～45%が 得 られる。

日本は,図1に 見 られるように,太 陽エネ

ルギーの豊富なサンベル ト地域から遠 く離れ

てお り,太 陽エネルギーを電気に変換 して輸

送することは困難で,化 学エネルギーに変換

して輸送する以外に方法はない。また,日 本

の一次エネルギー としての太陽エネルギー を

考 えるとき,太 陽熱発電の実現性は低い。

化学エネルギーにしてソーラハ イブ リッド

燃料 に変換すると,この燃料は火力発電の他,

運輸部門や化学工業用の燃料 として従来のイ

ンフラを利用して太陽エネルギーが導入でき

る利点がある。

3.2太 陽エネルギーと化石燃料とのハイブリッ

ド利用

本提案技術は市場性のあるソーラハイブ リ

ッ ド燃料を製造することにより,太 陽エネル

ギーの開発 を経済的に進めることを第一のね

らい としている。

化石燃料 と太陽エネルギー とのハ イブリッ

ド化は,天 然ガス(メ タン)の 改質反応か石

炭(主 に炭素)の ガス化反応により合成ガス

をつ くり,こ れをメタノールかジメチルエー

テルに転換する。このうち,天 然ガスの改質

反応 と石炭のガス化反応は吸熱反応であり,

この吸熱反応に必要なエネルギーとして集光

した太陽熱 を供給す る。この熱は,生 成物の

メタノールやジメチルエーテルの化学結合エ

ネルギー として蓄えられる。 これを利用する

には,メ タノールか ジメチルエーテルの燃焼
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熱 として取 り出すか,燃 料電池に用いて電気

エネルギー として取 り出す。取 り出されるエ

ネルギーは,も との天然ガスあるいは石炭 を

単独 で燃焼 して燃焼エネルギー として利用す

る場合に比べ ると,太 陽エネルギー をハ イブ

リッ ド化 したものの方が単位炭素あた り多く

のエネルギーが取 り出せる。石炭 と天然ガス

の比率が1:1の とき,およそ14%の 太陽エネ

ルギー をハイブリッ ド化させて利用できる。

経済性 を考えると,太陽エネルギーを100%

利用 した水電解によるソー プ水素は,仮 に化

石燃料に10%の 太陽エネルギーをハ イブ リッ

ドしたソーラ燃料に比べ ると,ソ ー プ設備が

10倍 にな り,そ れだけ コス トは高 く,広 大な

設備面積 を必要 とする。結局その ような燃料

は大変高価格にな り,化 石燃料 とは太刀打ち

できない。このことは,100%の 太陽エネルギ

ーによりソー プ燃料(水 素)を 生産 して も経

済性がないことを意味す る。本報告書の提案

システムは,14%程 度の太陽エネルギーの入

ったソーラハイブ リッド燃料を生産するもの

であ り,経 済1生のある太陽エネルギー開発が

可能 となる。

3.3太 陽 熱化 学 プ ロセ ス によ る石炭 ・天 然 ガ ス

か らの メ タ ノー ル ・ジ メチル エー テル の合成

太 陽 熱 を利 用 し て,石 炭(C)1モ ル ま た は

天 然 ガ ス(メ タ ン,CH4)1モ ル と水 蒸 気(H2

0(9))1モ ル とに よ り,吸 熱 反 応 で あ る 以

下 の 反 応

C+H20(g)→CO+H2(石 炭 ガ ス 化)(1)

CH4十H20(g)→CO十3H2(メ タ ン改 質)(2)

を起 こさせる。次に,こ れらの反応で得 られ

る一酸化炭素(CO)2モ ルと水素(H2)4モ

ルガスを原料 として下記反応により

2CO十4H2→2CH30H

2CO十4H2→(CH3)20-f-H20

(3)

(4)

メ タ ノー ル2モ ル また は ジ メチ ル エ ー テ ル1

モル が 生 産 で き る。

石 炭 お よ び天 然 ガ ス を燃 焼 させ て得 られ る

エ ネ ル ギー は,高 位 発 熱 量(HHV,燃 焼 で 生

じた水 蒸 気(H20)が 液 体(水)に 戻 る と き

の 凝 縮 熱 も含 め た も の)基 準 で,そ れ ぞ れ

393.5kJ/mo1,890.4kJ/molで あ る。 こ れ

に対 し,本 提 案 の プ ロ セ ス で 得 られ た メ タ ノ

ー ル お よび ジ メ チ ル エ ー テ ル を燃 焼 させ て得

られ るエ ネ ル ギ ー は,高 位 発 熱 量 で そ れ ぞ れ

726.6kJ/mol,1460.5kJ/molと な る。反 応

プ ロ セ ス前 の石 炭(C)1モ ル と天 然 ガ ス(メ

タ ン,CH4)1モ ル が 持 っ て い る総 エ ネ ル ギー

は1283.9kJで あ る。一 方,反 応 後 の 総 エ ネ ル

ギー は メ タ ノー ル(2モ ル)の 場 合 は1453.2

kJ,ジ メ チ ル エ ー テ ル(1モ ル)の 場 合 は

1460.5kJと な る。 し たが っ て,メ タ ノー ル2

モ ル を合 成 し た 場 合,エ ネ ル ギ ー 量 が169.3

kJ(約13%),ま た,ジ メチ ル エ ー テ ル(1モ

ル を)合 成 した 場 合,176.6kJ(約14%)増 大

した こ とに な る。 こ の エ ネ ル ギー 増 大 分 が 燃

料 の持 つ 化 学 エ ネ ル ギー と して 固定 され た 太

陽 エ ネ ル ギー で あ る。

この よ うに,石 炭 と天 然 ガ ス を1:1モ ル 比

率 で合 成 した ソー ラ メ タ ノー ル で は,燃 焼 後

のCO2を 回収 し な くて も,約14%の 太 陽 エ ネ

ル ギ ー の 導 入 が 可 能 で あ り,そ の分CO2を 削

減 で き る。

3.4CO2削 減 効率

石 炭(C)の 燃 焼 反 応 は
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C+02→CO,:高 位 発熱量393.5kJ/mol(5)

で,石 炭(C)1モ ルを燃やすと393.5kJの 熱

と1モ ル(0.044kg)のCO、 が発生す る。石

炭 を微粉炭火力で燃や して電気に変えるとす

ると,そ の発電効率(燃 料のエネルギーが電

気に変換 される割合)を40%(高 位発熱量基

準)と す ると,発 生する単位発電量当た りの

CO2量 は

CO2発 生 量/発 生 電 力 量

=CO2発 生 量/(発 熱 量 ×発 電 効 率)

=0 .044kg/(393.5kJ×(1/3600)

(kWh/kJ)×0.4)

=1 .01kg/kWh(石 炭 の ケ ー ス)(6)

とな る。

天 然 ガ ス(メ タ ン,CH4)の 燃 焼 反 応 は

CH4十202→CO2十2H20:

高位 発 熱 量890.4kJ/mol (7)

で あ るか ら、天 然 ガ ス(メ タ ン,CH4)を 燃 や す

と890.4kJの 熱 と1モ ル(0.044kg)のCO2が

発 生 す る。 日本 で 天 然 ガ ス を 用 い る場 合,

LNGに 液 化 して 東 南 ア ジ ア,ア ラ ス カ 等 の

海 外 か ら輸 入 され て い る。 こ の液 化 に エ ネ ル

ギ ー を消 費 す るの で,CO、 排 出 量 を求 め る上

で は,そ の液 化 効 率(投 入 さ れ た 天 然 ガ ス の

内,液 化 さ れ た 割 合)も 含 め る。 い ま,こ の

液 化 効率 を86%と す る。ま た,LNGを ガ ス タ

ー ビ ン ・コン バ イ ン ド ・サ イ クル で 燃 や して

電 気 に 変 え る と し,そ の発 電 効 率 を50%と す

る と,発 生 す る単 位 発 電 量 当 た りのCO、 量 は

CO2発 生量/発 生電力量

=CO2発 生量/(発 熱量 ×液化効率 ×発電

効率)

=0 .044kg/(890.4kJ×(1/3600)

(kWh/kJ)×0.86×0.5)

=0 .41kg/kWh(天 然 ガ ス の ケ ー ス) (8)

とな る。

一 方
,メ タ ノー ル(ソ ー ラハ イ ブ リッ ド燃

料)の 燃 焼 反 応 は

CH30H十202→CO2十2H20

高 位 発 熱 量726.6kJ/moI (9)

で,メ タ ノー ル(ソ ー ラハ イ ブ リッ ド燃料)

1モ ル を 燃 や す と726.6kJの 熱 と1モ ル

(0.044kg)のCO2が 発 生 す る。 メ タ ノー ル

(ソ ー ラ ハ イ ブ リ ッ ド燃 料)を ガ ス タ ー ビ

ン ・コ ンバ イ ン ド ・サ イ ク ル で 燃 や して 電 気

に 変 え る と し,そ の発 電 効 率 を50%(HHV基

準)と す る と,発 生 す る単 位 発 電 量 当 た りの

CO2量 は

CO2発 生 量/発 生 電 力 量

=CO2発 生 量/(発 熱 量 ×発 電効 率)

=0 .044kg/(726.6kJ×(1/3600)

(kWh/kJ)×0.5)

=0 .44kg/kWh(メ タ ノー ル の ケ ー ス)(10)

とな る。

また,ジ メチ ル エ ー テ ル(ソ ー ラハ イ ブ リ

ッ ド燃 料)の 燃 焼 反 応 は

(CH3)20十302→2CO2一 ト3H20:

高 位 発 熱 量1460.5kJ/mol(ll)

で あ る。 ジ メチ ル エー テ ル1モ ル を燃 や す と

1460.5kJの 熱 と2モ ル(0.088kg)のCO2が

発 生 す る。 ガ ス ター ビ ン ・コ ンバ イ ン ド ・サ

イ クル で 燃や して電 気 に 変 え る と し,そ の 発

電効 率 を50%(HHV基 準)と す る と,発 生 す
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る単位発電量当た りのCO2量 は

CO2発 生 量/発 生 電 力 量

=CO2発 生 量/(発 熱 量 ×発 電 効 率)

=0 .088kg/(1460.5kJ×(1/3600)

(kWh/kJ)×0.5)

=0 .43kg/kWh(ジ メ チ ル エ ー テ ル の

ケー ス)⑫

とな る。

以 上 の 計 算 よ り,ソ ー ラハ イ ブ リ ッ ド燃 料

を メ タ ノー ル や ジ メチ ル エー テル と して 生 産

し た場 合,単 位 発 電 量 当 た りのCO2排 出 量 は

0.44ま た は0.43kg/kWhで あ り,LNG単 独

利 用 の と きの0.41kg/kWhと 同 等 ま で低 減 で

き る こ とが わ か る。

さ ら に,こ れ らの ソー ラハ イ ブ リ ッ ド燃 料

(メ タ ノー ル,ジ メ チ ル エ ー テ ル)は,式(1)～(4)

に よ り,石 炭(C)1モ ル と天 然 ガ ス(メ タ

ン,CH4)1モ ル とか ら合 成 した 場 合 に は,石

炭 と天 然 ガ ス を単 独 で1:1で 使 用 した 場 合

のCO2発 生 量 で あ る0.71kg/kWh(式(6)と(8)

の単 純 平 均)よ り も約40%程 度低 くな る。つ ま

り,石 炭:天 然 ガ ス=1:1で 生 産 し た ソー ラハ

イ ブ リ ッ ド燃料 で は,火 力 発 電 用 燃 料 と して

利 用 し た場 合(現 在 使 用 中,も し くは今 後 使 用

す る予 定 の石 炭,天 然 ガ ス を1:1の 比 率 で ソ

ー ラハ イ ブ リッ ド燃 料 に 転 換 す る場 合)に は
,

太 陽 エ ネ ル ギ ー の 導 入 分 も含 め て 約40%の

CO2削 減 が 理 論 上 可 能 とな る。

3.5コ ス ト

天然ガスの改質反応については改質器や合

成器に関す るコス トデー タがある程度利用で

きたので,コ ス トの試算は,以 下のように天

然ガス100%使 用の場・合について行 った。しか

し,太 陽反応炉による石炭のガス化は従来の

ガス化炉 と設計や規模が抜本的に異な るた

め,従 来の ものに対するコス トデー タが利用

できなかったので,今 回は石炭使用の場合の

コス ト試算は行わなかった。

太陽熱利用熱化学メタノール(ソ ーラーメ

タノール)の 炉前コス トについて,プ ラン ト

規模 をメタノール製造量2万t/日,稼 働時間

を24時 間/日,構 成設備を表1の 仮定で概算 し

た。なお,改 質ガス貯蔵タンクに昼間に改質

したガスを貯蔵 し,夜 間に合成反応器へ供給

するとした。

試算の結果,ソ ーラーメタノール合成施設

の設備費は3600億 円 とな り,こ れは同規模の

メタン改質 メタノールプラン トの1.2倍 とな

る。一方,東 南アジア立地でのメタノール炉

前コス トが2.20円/kWh(原 料費:0.56円/

kWh,製 造費:1.24円/kWh,輸 送 コス ト:

0.16円/kWh,受 け入 れ 基地 コス ト:0.24

円/kWh)と 試算 されているので,製 造費が

設備費に比例す ると仮定す ると,太 陽熱化学

表1ソ ーラー メ タ ノール製造 設備 費概 算

設 備 名
稼働時間/日

プ ラン ト規模

(24時間)

構成設備

●太陽集光設備

(8時 間)

● ソー ラー 改 質 器

(8時 間)

●改質ガス貯蔵 タ

ンク

●合成反応器

(24時間)

メタノール製造量 ・設備数 ・

設備費等

2万t/日

500t/日 ・基 ×40基

20億 円/基 ×40基=800億 円

500t/日 ×40台

30億 円/台 ×40台=1,200億 円

内径10m・ 貯 蔵 圧 力10気 圧

の球 形 タ ン ク×1基100億 円

2万t/日 あ メ タ ノー ル プ ラ

ン トが3000億 円 なの で,

その1/2と す る1,500億 円

プラン ト設備 費総 額=3,600億 円
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(ソ ー ラ)メ タ ノ ー ル の コ ス トは2.45円/

kWhと 推 算 され た。

この 結 果 をLNG(東 南 ア ジア),メ タ ン 改

質 メ タ ノー ル(東 南 ア ジ ア),石 炭 併 用 メ タ ノ

ー ル(WE-NET
,水 素 利 用 国際 ク リー ン エ ネ

ル ギ ー 技 術 プ ロ ジ ェ ク ト),液 体 水 素(WE-

NET)の 試 算 結 果 と比 較 し た の が 図2で あ

る。従 来 の 自然 エ ネ ル ギー 利 用 に よ る メ タ ノ

ー ル
,液 体 水 素 に 比 べ て そ の炉 前 コ ス トは約

2/5,1/5に 低 減 さ れ て い る。 ま た,LNG,メ

タ ン改 質 メ タ ノー ル に 比 べ て そ の 炉 前 コス ト

は約1.3倍,約1.1倍 で あ り,そ の価 格 差 は ほ

とん ど な い とい え る。

14
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燃
料
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コ

ス
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(円
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W
)

k

LNGメ タノール ソ ー フ メタノール 液体水素
メタノール(WE-NET)

図2各 種 メ タ ノ ー ル の コ ス ト比 較

3.6太 陽熱化学プロセスの開発見通 し

太陽熱化学プロセスによる太陽熱利用技術

については,日 本は世界か ら立ち遅れた状況

にある。太陽光を集光するヘ リオスタット群

(SCOT型)の 実用化段 階での最適サ イズ

は,経 済性 を考慮すると,400m×400mで あ

る。変換効率40～50%の とき,こ の規模 で約

60～70MWの 化学エネルギーが生産できる。

この大 きさに要す る反応器は,現 在,開 発が

進め られている石炭 ・天然ガス利用のプラン

トの ものの大 きさに比べ ると約1/10で,1桁

小 さい。従 って,プ ロセスに必要 な太陽熱反

応器は,こ れまでのような石炭 ・天然ガス利

用の開発プロジェクトに比べ るとかなり小型

である。太陽エネルギーが希薄なためである

が,逆 に,こ の程度の規模の ものを開発すれ

ば済む ものである。太陽エネルギー利用の開

発は,希 薄な太陽エネルギー をいかに経済的

に効率 よく集めて利用可能にす るかにあり,

大量の一次エネルギーガスを生成するために

大量の化石燃料を燃焼するこれまでの石炭ガ

ス化装置の開発感覚 とはかなり異なった面 を

もっている。

実用化に至るまでには,何 段階かのスケー

ルア ップの実験を重ねる必要があ り,100m×

100m規 模の実験からスター トすることにな

ると思われる。この規模の実験場 を日本国内

に造ることは不可能ではないが,土地の確保,

日照条件等の問題があ り,パ イロッ ト運転が

できる試験研究場は,オ ース トラリアの研究

機関 との共同でオース トラリアに設置す るの

が一案か と思われる。

オース トラリアは,日 本 と地理的に近 く,

サンベル ト地域の太陽エネルギー(図1)と

ともに石炭 も豊富である。エネルギー資源に

恵まれない 日本 としては,で きるだけ早い時

期にオース トラリアとの共同で,こ れ らの最

も安定 したエネルギー資源の開発を進めるこ

とが好 ましいと思われる。

本提案のシステムに必要な要素技術は,今

後の開発に依存するところが大きい。しか し,

大規模な装置を開発するものではないので,

開発上の リスクはかなり小 さい。 日本ではこ

れ まで取 り組みがなかった分野ではあるが,

日本の技術力からすれば,な ん ら問題はない

と思われる。太陽熱化学プロセスに適 した集
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光系はSCOT系 といわれている。この集光系

はビームダウン方式 となるので,重 量のある

化学反応装置を地面に置 くことができる。集

光はヘ リオスタッ ト群 で行ない,タ ワー上部

に取 り付けた反射鏡 に集める。

ガス及び

粒子入口

タワー反射板か らの

ふ く射太陽光線

生成固形物 出口

パラボラ状

集光器

生成ガス出口

図3パ ラ ボラ状集 光 器 を装備 した

サ イク ロン粒子 型 ソー ラー リア ク ター

石炭,オ イルシェール

等の粒状原料

供給口

スチーム →

ル シ ェー ル

＼ /
/

＼ ←藁蒲
「料

建

→
鮪

＼

隔

ぐ 一一ス

↓
灰分

↓
灰分

図4太 陽 熱 を利用 す る環状 流動 床

ソー ラー リア クター

天 然 ガス の改質 反応 を行 わせ るに は,

60～70MWの 化学エネルギー一生産 ソー ラフ

ァームの場合,3～4万m3/hの 流速で流動床

型反応器を設計する必要がある。触媒量は2

～3t程 度であ り,1基 の リアクターであれ

ば径3～41n高 さ6～8m程 度の大きさとな

る。ただ し,集 光倍率,反 応温度 との関係で

集光 ビームの大きさが変 わるので,そ れ らと

の関係 でさらに詳細に炉の設計 をする必要が

ある。石炭のガス化反応を太陽熱化学プロセ

スで行 わせ る反応炉 としては,イ スラエルの

WISに おいて図3,4の ようなものが設計 さ

れ,検 討されている。 また,溶 融塩 を用いる

方法なども検討が始 まっている。

これらの反応炉を開発するには,ウ イン ド

ウの材質などさまざまな高温素材の研究が重

要である。 また,溶 融塩 を用いる反応制御技

術なども課題 となる。

4.太 陽 熱 化 学 プ 回 セ ス に よ る グ ロー バ ル

CO2リ サ イ クル シ ス テ ム

4.1導 入 シナ リオ

本 提 案 の 太 陽 熱 化 学 プ ロセ ス を用 い る こ と

に よ り,以 下 の よ う な グ ロー バ ルCO2リ サ イ

ク ル シ ス テ ム の 構 築 に 向 け た3段 階 の ソ フ

ト ・ラ ンデ ィ ン グ ・シ ナ リオが 描 け る。

第1段 階 は,図5に 示 す よ うに,石 炭,天

然 ガ ス か ら太 陽 熱 利 用 熱 化 学 プ ロ セ ス に よ り

合 成 し た ソ ー ラ ー メ タ ノー ル ま た は ソ ー ラ

ー ・ジ メ チ ル ・エ ー テ ル を
,タ ン カ ー で消 費

地 に運 び,発 電 燃 料,工 業 原 料,自 動 車 燃 料

と して 用 い る。 太 陽 エ ネ ル ギー を含 む 燃 料 で

あ るた め,石 炭 ・天 然 ガ ス を そ の ま ま用 い る

場 合 よ り もCO2排 出量 は 削 減 で き る。さ らに
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メタノールは,メ タノール分解ガスエ ンジン

車(分 解反応式:CH30H→CO+2H2)で 用い

ることにより,ガ ソ リン車に比べ燃料経済性

を30%以 上向上できる。これは排気ガスの排

熱でメタノールを分解することにより,ガ ソ

リン車ではそのまま排出されている排気ガス

の 熱 エ ネ ル ギー を 回収 ・再 利 用 で き る た め で

あ る。 また,ジ メ チ ル エ ー テ ル は デ ィ ー ゼ ル

エ ン ジ ン 燃料 と して 用 い る こ とが で き,軽 油

に 比 べ 煤 煙 が 発 生 しな い等 の利 点 が あ る。 ま

た,発 電 所 で は メ タ ノー ル を燃 料 と した メ タ

ノー ル発 電 が で き る。

爵∵
天然ガス

工業原料

自動車燃料

図5太 陽熱 化 学 プ ロセス に よ る二酸 化炭 素 リサ イ クル システ ム(第 一段 階)

メタノ　ル

醗,臓
天然ガス

.タ.一ル、。.チルエーテルー_
(常温)

CO十2H,→CH,OH

CO2+3H2→CH30H+H20

CO2タ ン ク

(約 一50℃)

CO2回 収型

メタノール発電

図6太 陽熱 化 学 プ ロセ ス によ る二酸 化炭 素 リサ イ クル システ ム(第 二段 階)

＼
(常温・常圧)

メタノールタンク

CO2タ ン ク

(約 一50℃)

図7太 陽熱化学プロセスによる二酸化炭素 リサイクルシステム(最終段階)
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第2段 階では,図6に 示す ように,石 炭,

天然ガスか ら太陽熱利用化学プ ロセスによ

り,ソ ーラー メタノールまたはソーラー ・ジ

メチル ・エー テルを合成するとともに,発 電

所か ら回収 したCO2と 太陽熱利用化学プ ロ

セスにより製造 したソーラー水素か らメタノ

ールあるいはジメチルエーテルの合成 を併せ

て行 い,循 環CO2量 を増や してい く。

最終段階では,図7に 示す ように,ソ ーラ

ー水素製造による水素 と,発 電所か ら回収 し

たCO2と か らメタノールあるいは ジメチル

エーテルを合成 して,発 電所燃料 として用い

るCO2リ サイクルシステムが確立 している。

また,こ の時期 になると,自 動車は発電所か

らの電気で充電する電気 自動車に替 り,自 動

車か らのCO2放 出はな くなる。

4.2CO2回 収型メタノール発電

太陽熱利用熱化学プロセスによるCO2リ

サイクルシステムを構築するには,上 記第2

段 階の メ タノー ル発電 では発電所 か らの

CO2回 収が重要である。

図8は,ガ スター ビン主体の発電システム

である。図に示す ように,排 出ガ スか らの

CO、 の分離 ・回収を容易にす るため,酸 素燃

焼 を用いて燃焼排 ガスをCO2と 水蒸気(H2

0)だ けにして凝縮 させ,気 水分離によりCO2

を分離 ・回収するものである。なお,メ タノ

ール を排熱 で改質 して水素含有ガスに変換

し,理 論燃焼比に近い酸素供給により不完全

燃焼が生 じるのを防止している。この発電シ

ステムの発電端効率 は,60%以 上(HHV基

準)と 推定 されている。

図9は 溶融炭酸塩燃料電池(MCFC)を 主

体 とす る発電システムである。大部分のメタ

ノールはMCFC燃 料極(ニ ッケル系金属多

孔質体)室 内で改質(CH30H+H20→CO、+

3H2)さ れて水素含有ガスにな り,水 素H2が

後述するMCFC酸 化剤極で生成 した炭酸 イ

オンCOI一 と反応 して水蒸気H20とCO2に

変化す る。

H2十CO葦 一 →H20→-CO2十2e(10)

この反応で水素H2が 消費 されてMCFC燃

料極室内でCO2が 濃縮 され る。この ときに電

子eが 放出される。

MCFC燃 料極室か ら排 出されたガスは,

酸素燃焼 されて水蒸気 とCO2に なる。水 を凝

縮 した後,気 液分離 してCO2が 回収される。

回収されたCO2の 一部はガスタービン圧縮機

で圧縮され,メ タノール(CH30H),酸 素(02)

と混合 して燃焼される。その後,酸 素 ・CO2混

合ガスとしてガスター ビンを駆動 し,MCFC

酸化剤室に供給される。下記反応により

1/202一 トCO2十2e→O§ 一 (ll)

酸素 ・CO2が 消費されて炭酸 イオンCOI一 を

生成 した後,ガ スタービン圧縮機へ供給 され

る。反応⑩で電子eを 放出 し,反 応(11)で電子

eが 捕獲 される。燃料極 と酸化剤極 を電気的

に接続す ることによ り外部回路 を電子が移動

して電流が流れ,MCFCか ら直流出力が得 ら

れる。このシステムは図8の ガスタービン主

体のシステムより発電端効率が高 く,70%以

上(HHV基 準)と 推定されている。

5.石 炭液化技術 ・石炭ガス化 ・天然ガス改

質の融合システム

石炭液化で得 られるコー クスを太陽熱を利
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用 してガス化す ることによ り,ソ ー ラハイブ

リッド水素 を生産することが可能である。ま

た,天 然ガスの改質反応により,ソ ー ラハイ

ブ リッド水素を生産することも可能である。

いずれの太陽反応器 も,比 較的容易に開発で

きる可能性があり,石 炭 と天然ガスからソー

ラハイブ リッ ド水素 を生産するシステムの開

発はかな り現実的である。 このような石炭液

水素含有ガス
02→ 燃焼器

圧
縮
機

化技術 と天然ガスの改質技術 とを組み合わせ

たシステムは,天 然ガスと石炭のバ ランスの

とれた利用を可能 とす る。

石炭液化にはソーラハイブ リッド水素 を用

いることができ,こ れまでの液化技術で問題

となっている水素 を造るための余分な石炭消

費が押 さえられ,CO,g)発 生量 もかな り低減

され る。また,ソ ープ ・ジメチル ・エーテル

水蒸気

+CO2 液化機

円
液化

麗 孟一ル]

発電端 効率60%以 上

図8ガ ス ター ビ ンを主体 とす るメ タノー一ル発 電 シ ステ ム

蒸気

夕一 ビン

復水器

↓α

⑧ →

ンビ

ス

一

カ

タ

水蒸気+CO2

液化機

q
液化

繍 ㌫ル]

発電 端効 率70%以 上

図9MCFCを 主体 とす るメ タノール 発電 システ ム
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の製造 も同時にできるので,ジ メチルエーテ

ルを液化油に混合 した,セ タン価の高い,商

品価値のある液化油を生産することが可能で

ある。品質の劣 る液化油が商品 コス トで競争

ができない という問題があったがこれを解消

することができ,経 済性のある液化油を生産

できる可能性がある。

石炭のガス化技術 と液化技術は,い ずれも

太陽熱化学プ ロセスのシステム として融合す

ることが可能であ り,経 済性 も成立する可能

性がある。石炭 を利用す るシステムは,石 油

依存からの脱却 を可能 とするので,エ ネルギ

ーセキュ リィティーの面での効果が非常に大

きい。

以上のように,石 炭の液化技術,ガ ス化技

術,天 然ガスの改質技術 を太陽熱化学プロセ

スとして融合す ることにより,ソ ー ラメタノ

ール,ソ ープ ・ジメチル ・エーテルと合 わせ

て,そ れらより重質 なソー ラ液化油 を生産す

ることは,一 つの開発 目標 として意味がある。

石炭のガス化 を太陽熱化学プロセス と組み

合 わせ る技術の開発は,イ スラエル,ド イツ

などで進められている。 しか し,500t(メ タ

ノール)/日 となるような規模の開発に対 して

は今のところ計画はない。 この提案 システム

がCTIの 国際プロジェ クトとして立 ち上 げ

られるときには,こ れ らの国々の積極的な参

加が期待 される。石炭 と太陽熱 とのハ イブリ

ッ ド利用は,各 国のかな り重要な関心事 であ

り,日 本がCTIに より,主 体的にこの開発に

取 り組むことの意義 は大 きい。

石炭液化技術 ・石炭ガス化技術 ・天然ガス

改質技術の3つ の技術が太陽熱化学プロセス

と融合 したシステムによ り,ソ ー プ液化油 と

ソー ラメタノールやソー ラ ・ジメチル ・エー

テルが生産されることが,化 石燃料 と太陽エ

ネルギー とのハ イブ リッド燃料 を生産するシ

ステム として最 も好ましい形 と考えられる。

これらの技術により,太 陽エネルギーが豊か

で,化 石燃料資源の豊富な途上国は,ソ ーラ

ハイブ リッド燃料の生産国 となり得 る。その

意味で,途 上国への技術移転 としての位置づ

けもできる。

6.わ が国の一次エネルギー供給からみた

ソーラハイブ リッ ド燃料の役割

6.1石 油

石油依存度 を低減す るには,こ れまで,原

子力,天 然ガス等への代替や省エネルギー を

中心に進展されてきたが,石油は輸送用燃料,

石油化学用原料等の用途が依然 として大 きい

ために,今 後は,需 要が増大 し続けている輸

送用燃料について,省 エネルギーの推進,代

替エネルギーの導入等の政策へ移行 させ てい

くことが必要である。

本提案 システムは,海 外の豊富な太陽エネ

ルギーと石炭 ・天然ガスからソー ラハ イブリ

ッド燃料(ソ ー ラメタノール,ソ ー プ ・ジメ

チル ・エーテル,ソ ープ液化油)を 製造する

もので,こ れ らの液体燃料はその まま輸送燃

料 として利用できる。つ まり,現 在輸送燃料

として使 われている石油 を,上 記のようなソ

ーラハ イブリッ ド燃料に変形 した石炭や天然

ガスで置き換えることにな り,代 替エネルギ

ーの導入が促進できることになる。 しか も,

太陽エネルギーが混入されているので,輸 送

燃料に新エネルギーが導入できることになる。

特にジメチルエーテルは,デ ィーゼルエン

ジンに直接噴霧できる燃料であ り,ト ラック
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等のディーゼル車にそのまま利用 でき,運 輸

部門への普及に新たなインフラを必要 としな

いとい う点で導入が容易 である。また,単 に

石油依存度の低減が できるというだけでな

く,ガ ソリン中に含 まれるベンゼンなどの有

害化学物質による大気汚染問題がなくなると

いう点で,大 きな波及効果が期待 され る。

6.2天 然 ガ ス

天然ガスの安定供給の観点から,天 然ガス

のLNG輸 送に変えてメタノールに転換 して

輸送する手段が実用化 されつつある。 この輸

送手段では,LNGの 製造に向かない中小規

模 ガス田の利用,海 上輸送 コス トの低減,

LNGタ ンクに代 る格安な貯蔵設備 の使用 な

どの利点がある。当面,今 後 ともLNGが 主体

であることに変わ りはないが,エ ネルギー安

定供給の確保 と経済1生の維持の点でLNGを

補完する形でこの技術導入は促進され ると考

えられる。

本提案システムは,天 然ガスと太陽エネル

ギーをミックス してソーラメタノールや ソー

プ ・ジメチル ・エーテルを製造するもので,

天然ガスのメタノール転換による輸送 と同様

に,天 然ガスのLNG輸 送に代わる輸送手段

を提供することにもなる。CO2排 出抑制の観

点からみると,本 提案 システムによるソープ

燃料ではCO2削 減技術 となり得 る。従来のメ

タノール転換輸送技術 では,LNGを そのま

ま利用す る場合 に比べ ると,む しろCO2が 多

く発生す る。

6.3石 炭

本 シ ス テ ム に よ る ソー ラハ イブ リ ッ ド燃 料

は,石 炭 ・天 然 ガ ス ・太 陽 エ ネ ル ギー の3者

(今のところ,技 術の経済性見通 しが立って

いるのは天然ガス ・太陽エネルギーの2者)

が ミックスされているので,天 然ガスが導入

されている分,石 炭の代替燃料 となる。特に,

石炭火力が主力 とならざるを得 ない今後の見

通 しの中で,第 一段階 として天然ガス ・太陽

エネルギー2者 のソーラハイブ リッド燃料の

導入により天然ガスを代替燃料 とし利用 しつ

つ,CO2の 大幅な削減効果を推進する。

次に第二段階 として天然ガス ・石炭 ・太陽

エネルギー3者 のソーラハイブ リッド燃料の

導入を促進する。 この3者 によるソー ラハイ

ブ リッド燃料は,エ ネルギーセキュリィティ

ーの観点から,わ が国の一次エネルギー供給

の石炭依存度をある程度キープする上に重要

である。天然ガスと石炭 とを共に利用するの

で,天 然ガスの枯渇期間の延命効果 も期待で

きる。石炭の液化技術 と太陽熱化学プロセス

とによるソープ液化油の生産 も現実的な方策

と考えられる。

天然ガスが枯渇す るような長期 的展望で

は,太 陽熱化学プロセスによる水 の二段階分

解反応でのソーラ水素1モ ルと,太 陽熱化学

プロセスによる石炭のガス化反応によるCO

2モ ルか らソーラハ イブ リッド燃料を製造す

る(CO十2H2=CH30H)こ とにより,石 炭・

太陽エネルギー2者(前 出の天然ガス ・太陽

エネルギー2者 とは異なる)の ソーラハ イブ

リッド燃料 を石炭代替燃料 として利用するこ

とが可能であり,長 期にわたる技術的連続性

での石炭利用に対する長期CO2減 対策 シナ

リオにつなぐことができる。

6.4新 工 ネル ギ ー

国 内 の 一 次 エ ネ ル ギー 供 給 と して の 新 エ ネ
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ルギー(一 般的な意味)の うち,国 内新エネ

ルギー導入 としては,今 後,積 極的な導入促

進策 を講ず ることによ り,2000年 度に一次エ

ネルギー供給の約2%,2010年 度には3%に

至 るもの と期待 されている。これ以上の新エ

ネルギーを国内の一次エネルギー として供給

す るには,海 外からの新エネルギー(一 般的

な意味)導 入の促進 を図 らなければならない。

本提案システムは,海 外のサンベル ト地帯で

の豊富な太陽エネルギーを用いて,天 然ガス

や石炭 とミックスしてソーラハ イブ リッド燃

料 を生産 し,日 本国内で利用 しようというも

のである。 もちろん,本 システムは,海 外の

サンベル ト地域の太陽エネルギーをソー ラハ

イブ リッド燃料 としてグローバルに搬送する

ことができるので,化 石燃料使用にともなう

CO、 削減 を地球規模 で可能にす る。この点

で,CTIの 国際プロジェクトとして開発する

意味がある。

石炭や天然ガスをそのまま利用する場合に

比べると,太 陽エネルギーが14%程 度ハ イブ

リッ ドされているので,ソ ー ラハイブリッ ド

燃料がわが国の一次エネルギー供給の10%普

及 したとすると,海 外か らの太陽エネルギー

(新エネルギー)が わが国の一次エネルギー

供給 として1.5%増 大できる。

7.CTI下 の国際協力による技術開発

の可能性

図1は,世 界の太陽輻射エネルギーの大き

さの分布 を示 したものである。年間通 じて輻

射エネルギーが強 く,太 陽エネルギー資源 と

して利用 しやすい,サ ンベル ト地域 と呼ばれ

ている場所は,オ ース トラリアのほぼ全域

モンゴル地域,イ ン ド,サ ウジアラビア,北

アフ リカ,南 アフ リカ,ア ルゼンチン,チ リ,

カ リフォルニアか ら中部のアメ リカなどであ

る。 ヨーロッパは,ス ペイン南部が利用でき

る他,ス ペイン南端のジブラルタル海峡 を挾

んで北アフ リカの太陽熱発電による電気 を利

用することが可能な地理的条件に恵まれてい

る。

こうして見ると,先 進国では日本 とカナダ

がサンベル ト地域から遠 く離れてお り,太 陽

エネルギー資源が利用しに くい地理的位置 と

なっている。また,開 発途上国の多くがサン

ベル ト地域にあり,こ れらの国々ではエネル

ギー資源が天か らさんさん と降 りそそいでお

り,将 来の太陽エネルギー資源国 として位置

づけ られる。カナダは水資源が豊富であ り,

また,ア メリカのサンベル ト地域 とは陸地で

つながってお り,グ リッ ドを通 じた太陽エネ

ルギーの利用 も可能である。 日本は,カ ナダ

とは置かれている状況がかな り異なってお

り,結 局,先 進国でみると日本のみが,脱 化

石エネルギー時代に必要な太陽エネルギーや

水力資源からかな り不利な立場に置か されて

いることになる。

CO、 排出削減 のためにわが国は海外か ら

一次エネルギー として太陽エネルギー を導入

する方策があるが,こ の考 え方の前提 として,

太陽エネルギーをサンベル ト地域か ら世界に

供給す るグローバルな太陽エネルギー搬送シ

ステムの構築を考えることが重要である。世

界中で利用 で きるエネルギーであるため に

は,今 の化石燃料のコス トと競争できる必要

がある。太陽熱発電はサンベル ト地域では経

済性が成立するので,前 記のようなサンベル

ト地域にある国々では太陽熱発電が当面の開
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発対象になると考えられる。 しかし,電 気の

みでは,運 輸部門のエネルギーが供給できな

い,エ ネルギーの貯蔵がで きない,長 距離輸

送が困難であるなどの理由により,太 陽エネ

ルギーか らソープ燃料 を製造す ることの意義

は大きい。

こ の よ う な 観 点 か ら,IEAのSolar

PACES(太 陽熱化学エネルギーシステム)プ

ログラムではタスクIIにおいて,太 陽エネル

ギーを化学エネルギーに変換する開発研究が

精力的に進められている。問題は,一 次エネ

ルギーの化石燃料代替 となるようなソー プ燃

料 が経済的に生産で きるか どうか であ り,

100%太 陽エネルギーに よる水電解 によるソ

ー プ水素は,経 済的に化石燃料 とは大 きな開

きがでてしまい,実 用化は困難である。 この

問題 を解決できる方策は,化 石燃料 と太陽エ

ネルギー とをハイブ リッ ドしたソーラハイブ

リッ ド燃料の生産である。

このようなソーラハイブリッ ド燃料 を生産

できる地域は,天 然ガスか石炭の産出地 とサ

ンベル ト地域が重なっているところに限られ

る。このような国 としては,オ ース トラリア,

イン ド,サ ウジアラビア,ア メリカなどがあ

る。オース トラリアは,広 大な土地を有 して

お り,ほ ぼ全域で太陽輻射エネルギーが高い

ので世界の太陽エネルギーの宝庫でもある。

しか も,先 進国として政情が安定 してお り,

ソーラハ イブ リッド燃料 を生産する場所 とし

ては最適候補地である。

オース トラリアは,わ が国を石炭や天然ガ

スの主な輸出相手国 としてお り,ソ ーラ熱化

学プロセスの技術により,こ の化石燃料に自

国の太陽エネルギーを付加 して輸出すること

が可能 となる。石炭や天然ガスをそのまま輸

出したのでは,結 果的に,世 界中にCO2排 出

源 をばらまくことにな り,オ ース トラリアと

して も,貿 易上 とはいえ国際的な地球温暖化

防止に向け,先 進国としての何 ちかの取 り組

みもこれからは求められてこよう。また,こ

れらを輸入しているわが国にしてみると,輸

出元に豊富な太陽エネルギーがあ り,し かも

それ らを化石燃料 とハ イブリッドして利用で

きる可能性があるのであれば,工 業先進国,

経済大国としてのわが国がオース トラリアの

太陽エネルギー資源の利用に何 らかのアクシ

ョンを起 こすことは,世 界的にも期待されよ

う。

以上のような背景 を踏まえると,わ が国と

オース トラリアとによる二国間での国際共同

実施は双方にメリットがあ り,CTIプ ロジェ

ク トとして骨格 を形成す る国にな り得 る。

COP3議 定書の第6条 に基づ き,共 同実施プ

ロジェクトによる排出権削減 クレジットの移

転 を,オ ース トラ リアで開発 した太陽エネル

ギーの量を基に二国間で取 り引きすることも

できる。 また,か つてオース トラリアと日本

とで褐炭の液化プ ロジェク トをオース トラリ

アで実施 した経緯があ り,共 同研究の推選に

当たってはこのときの経験 を効果的に生かす

ことができる。さらに,わ が国は,液 化技術

に関 してはオース トラリアの褐炭の他に歴青

炭でのバイロ ッ トプラン トの運転実績が あ

り,こ の経験を基に,太 陽熱化学プロセス と

オース トラリア炭 を用いた液化プロセス とを

融合 させ る研究にも取 り組みやすい。

天然ガスをメタノールに転換 して利用する

国際的動向に対するこの技術の波及効果は大

きい。わが国 とオース トラリアとの関係では,

化石燃料のCO2削 減のための太陽エネルギ
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一導入が重要であるが,天 然ガスをメタノー

ルに転換 して使用す る理由は,LNGよ りも

メタノールのほうが利便性に優れることがポ

イン トとなっている。反応に要す る熱を太陽

エネルギーに求めるソー ラハイブ リッ ド方式

と天然ガスの然焼による既存技術の自己燃焼

式の両者は,天 然ガスをメタノールにす るこ

とで同 じことではあるが,CO2排 出量に30%

近 くの差がある。わが国とオース トラリアと

が骨格 となり,CO2排 出量が少ない技術でメ

タノールを生産 し,か つCO2排 出削減を太陽

エネルギー導入で推進す るソープ熱化学のプ

ロジェク トは,天 然ガスの自己燃焼式のメタ

ノール転換技術に大 きなインパ クトを与える

と考えられる。本提案プロセスによるCTIプ

ロジェク トの参加 を先進各国に呼びかけたと

きには,か なり参加 国があるものと期待 でき

る。

実際に太陽エネルギー を集光 して太陽熱化

学プロセスの研究 を推進す るに当っては,集

光技術に必要なヘ リオスタッ ト技術やその他

のソーラ設備 に関わる技術については,ド イ

ツ,イ スラエル,米 国,ス イス,ス ペインな

ど,技 術開発に精力的に取 り組んできた国を

CTIプ ロジェク トのメンバー に組み入れる

必要がある。このような国際プロジェクトに

日本が参加することにより,将 来のサ ンベル

ト地域での太陽エネルギー ビジネスに必要な

ソーラエンジニァ リング技術 を日本が各国 と

共に学ぶことができる。 日本が技術立国とし

て生きて行 くためにも,太 陽エネルギーのエ

ンジニア リングは21世 紀の大 きな環境 ビジネ

スになる可能性があ り,こ の機会にこのよう

なCTIプ ロジェク トを 日本が先導 し立ち上

げる意義は大変に大 きい。

イン ドは,オ ース トラリア と同じように,

石炭 と太陽エネルギーの豊富な国であり,イ

ン ドで も本提案 システムによりソーラハイブ

リッド燃料が生産可能である。 イン ドにこの

技術 を移転す ることにより,イ ン ドに石炭,

太陽エネルギーか らソーラハイブ リッド燃料

を生産する,真 の意味でのエネルギー輸出国

としての安定 した国内産業を興す ことができ

る。CTIは 先進国間の国際共同実施であ る

が,途 上国との共同実施の面 も持たせて,こ

のプロジェクトを推進することが,ト ータル

としては有効である。その意味で,CTIで 各国

に呼びかけ るときに,何 らかの形でイン ドが

参加できることが好ましい。

CTIの このプロジェク トでは,日 本は太陽

反応炉の開発 を主体 とするのが よい。オース

トラ リアでテス トプラン トを建設し,実 際の

集光太陽エネルギーでの実験を行 う。 日本の

日照条件下ではこのようなソー プ実験や集光

太陽エネルギー を用いた太陽反応炉の開発は

困難であるが,比 較的小型の太陽炉の開発の

初期段階では,高 電圧のキセノンランプによ

るソー ラシミュレータを用いた実験は可能で

ある。炉の構造の基本設計や材料の選択は,

日本が得意 とす る技術の分野であ り,日 本が

プロジェク トで分担する役割 として十分な作

業はある。 もちろん諸外国で太陽反応炉の開

発に取 り組んできているところも多 くあるの

で,こ れらの国々との共同研究 として進め る

ことが重要である。しか し,直径3mク ラスの

太陽反応炉 の開発は どこの国に も実績がな

く,太 陽エネルギーを開発 してCO,削 減のた

めのCTIプ ロジェ クトしての意義 は大変大

きい。他のソーラ設備の開発は,イ スラエル,

ドイッ,ス ペイン,ス イス,ア メリカなど,
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この分野での技術先進国が主導で進め ること

がよい。

8.む す び

21世紀の太陽エネルギー時代に向け,諸 外

国はサンベル ト地域 での太陽エネルギービジ

ネスの展開を着々と進めている。 しかし,わ

が国は,サ ンベル ト地域か ら遠 く海 を隔てた

ところに位置 し,サ ンベル ト地域の太陽エネ

ルギー資源 を利用するにはかな り不利 な条件

にあるため,わ が国ではサンベル ト地域の太

陽エネルギー利用の開発 を行 うことは意味が

ないように考 えられている。確かに,サ ンベ

ル ト地域の太陽エネルギー を日本向けの電力

として開発することは,見 通しが立たないの

が現状である。

しかし,本 稿で述べたように,石 炭 と天然

ガスが豊富で,し か もサンベル ト地域の太陽

エネルギーに恵まれている場所では,こ れら

をソーラハイブ リッド燃料 にして,石 油代替

燃料 を生産できる。この技術では,化 石燃料

と太陽エネルギー とを併用 してCO2削 減 を

図 ることができる。 また,市 場性のあるソー

プ燃料 を生産できる可能性があ り,太 陽エネ

ルギー開発 を国際エネルギービジネスとして

進めることもできる。 さらに,先 進国間の共

同実施やサンベル ト地域の途上国への技術移

転 としての国際プロジェク トも可能である。

わが国 としては,将 来のエネルギーセキュ

リティとサンベル ト地域の太陽エネルギー利

用 とを考 え,経 済性の成 り立つ ソーラハイブ

リッド燃料の生産を真剣に考えてみる必要が

あろう。
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〔調査研究報告〕

WE-NETプ ロジェク ト研 究 開発 の

現 況 と今 後 の展 望

一21世 紀 における水素エネルギー システムの実現に向けて一
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1.は じ め に

当所は,新 エネルギー ・産業技術総合開発

機構(NEDO)の 委託 を受け,水 素利用国際

クリーン・エネルギー・システム技術(World

EnergyNetworkSystem,WE-NET)プ ロ

ジェクトのサブタスク1,「全体調整」を担当

している。

本年度は,同 プロジェク トの第1期 計画最

終年度に当たり,第1期 研究開発成果のとり

まとめ と評価 を行 うとともに,第II期 研究開

発計画の素案 を作成す る計画になっている。

本稿では,プ ロジェクトの現況 と昨年度作

成 し,NEDOに 提出した 「第II期 研究開発の

進め方(案)」に もとづ き今後の展望 を述べ る。

2.WE-NETプ ロ ジ ェクFの 概 要

2.1全 体 構 想

(1)水 素エネルギーへの期待

地球温暖化 を始め とする地球環境問題の顕

在化により,環 境負荷の少 ないエネルギーの

世界的な規模による導入が期待されている。

一方
,世 界のエネルギー消費は増大 しつつあ

り,化 石燃料の枯渇ないし価格上昇が危惧 さ

れるなか,こ れに替わる新 たなエネルギー源

が求め られている。

このような期待に応えるには,世 界に広 く

かつ豊富に賦存す る,ク リー ンな再生可能エ

ネルギーの地球規模での導入 を図ることが重

要 である。しか し,再 生可能エネルギーは地

域的に偏在 してお り,そ の ままでは長距離輸

送,貯 蔵が出来ないことなどにより,限 定的

な利用に止まっている。これを地球規模で効

率 的に利用す るには,世 界各地 に存在す る

様々な種類 ・形態の再生可能エネルギー を,

生産か ら流通,消 費段階まで一貫 して取 り扱

える二次エネルギー体系 として確立す る必要

がある。その媒体には,環 境負荷が最少 といわ

れる水素エネルギーに対す る期待が大 きい。

水素は,再 生可能エネルギーの輸送 ・貯蔵

を可能 とすることにより,化 石燃料 と同様の

国際市場における取 り引きを可能 とし,国 際

エネルギー供給の多様化 ・安定化 に資す ると

ともに,ク リーンエネルギーの大規模導入を

促進す るもの と考えられる。 また,豊 かな再

生可能エネルギーが賦存する国に とっては,

水素 は,輸 出エネルギー として当該国の産業

振興 にも貢献し得 るもの と考えれる。

(2)WE-NETプ ロジ ェク トの 目的

本 プ ロ ジェ ク トは,こ の た め, 発展途上国
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等に未利用の形で豊富に存在する水力,太 陽

光,風 力等の再生可能エネルギー を水素等の

輸送可能な形に転換し,世 界の需要地に輸送

し,発 電,輸 送用燃料,都 市ガス等の広範な

分野で利用するネッ トワー クの導入 を可能 と

することを目的 とするものであり,中 核的な

要素技術の開発及びシステム設計等を総合的

に推進す る。これにより,世 界的規模 での温

室効果ガスの排出削減,国 際エネルギー需給

の緩和等エネルギー ・環境問題の同時解決に

資す る。

(3)プ ロジェクトのタイムスケジュール

以上の構想を実現するために表1の ような

タイムスケジュールにより研究開発 を進める

計画である。ただし,こ のうち第1期 計画の

みが 「第1期 研究開発基本計画」 として決定

されてお り,第II期 以降の計画は,先 行期 の

成果の評価 を踏 まえて,新 たに基本計画が決

定され る。

2.2第1期 研究開発基本計画

基本計画は

① 研究開発期間:1993～1998年 度

表1WE-NETプ ロジ ェク トの

タイム スケ ジ ュール

期 間 研 究 開 発

第1期 93～98年
概念設計 ・要

素研究

第II期 99～03年
システム要素

技術開発

第III期 04～08年
中核的サブシ

ステム検証

第IV期以降 システム検証

(6年 間)

② 研究開発費総額:約100億 円

③ 研究開発項目および目標:表2の とお り

となっている。

3.WE-NETプ ロジ ェ ク トの

第1期 研 究 開 発 の 主 な 成 果

3.1全 体 システムの概念設計

(1)開 発システムの構成

エネル ギー輸送媒体 として液体水素(図

1),メ タノール(図2),ア ンモニアを用い

るシステムについて概念設計を行い,エ ネル

ギーバ ランスおよび需要地での水素燃焼ター

ビンによる発電コス トを評価 した。その結果

を表3,表4に,ま た液体水素システムの場

合のエネルギーフn一 を図3に 示す。いつれ

の場合 も,一 次エネルギー源には水力を想定

している。

未利用水力資源の豊富な地域,例 えばカナ

ダや南米などを想定 し,水 力発電によって得

られた電力をシステムに投入 し,こ れを水電

解を介 して水素エネルギーに変換 し,さ らに

輸送に適 した形態(液 体水素,メ タノール,

アンモニア)に 変換 して需要地に輸送す る。

需要地においては,液 体水素の場合は気化 し

て,ま たメタノール,ア ンモニアの場合は改

質 して水素ガスに変換 し,水 素燃焼ター ビン

により発電す るというスキームである。

アンモニアシステムの場合,ア ンモニア合

成用の原料窒素は,水 素製造サイ トにおいて

液体空気の分溜により製造する。

メタノールシステムの場合,必 要な炭素源

は石炭を想定 し,水 素製造サイ トにおいて石

炭部分酸化により製造 した一酸化炭素 と水電

第21巻 第2号(1998) 一67一



解で製造 した水素 とからメタノールを合成す

る。表3に 示 したとお り,シ ステム投入エネ

ルギーの52.7%は 水力発電電力,47.3%は 石

炭か らのエネルギー より成 る。また,需 要地

で発生す るCO、 を回収す る場合 と未回収の

場合 について,発 電コス トを評価 した。

(2)開 発システムの効率

システム効率,す なわち最終的に需要地で

再生・供給で きる電力は,表3に 示す とお り,

液体水素 システムの場合,エ ネルギー供給地

でのシステム受け入れ電力の37%で ある。こ

れ に対 し,メ タ ノー ル シス テ ム の効 率 は,CO2

回収 な し と して24.8%,ア ン モ ニ ア シ ス テ ム

で は22.9%で あ る。 一 方,発 電 コス トは 表4

の とお り,メ タ ノー ル シ ス テ ム(CO2回 収 な

し)が 最 も安 く,液 体 水 素 シ ス テ ム とア ン モ

ニ ア シ ス テ ム が ほ ぼ 同 等 で あ る。 シス テ ム効

率 が 悪 く,か つ 発 電 コス トの 高 い ア ン モニ ア

シ ス テ ム は あ ま り有 利 で は な い。 シス テ ム効

率 の 高 い 液 体 水 素 シ ス テ ム は コ ス ト負 担 も大

き い,と い う結 果 とな っ た 。

本 経 済 性 評 価 で 用 い た 設備 費 は,す べ て現

時 点 で の 価 格 と し た。 た だ し,現 存 し な い設

表2第1期 研究開発項 目および目標

項 目

1.会 体 システ ム

・概 念 設計

・安全 対 策

2.水 素製 造技術

(PEM水 電解 法)

3

4

5

ρ
0

水素液化技術

水素大量貯蔵技術

水素大量輸送技術

水素分散貯蔵輸送技術

7.水 素燃 焼 ター ビン

8.そ の他 利用 技術

9.革 新 的 ・先導 的技 術

目 標

・各 種水 素 輸送 媒体 につ いて全体 シス テ

ム概 念設 計,経 済 性評価

・水 素 導入 予測 評価

・水 素 の安全 性 調査
,安 全 確保 の ため の

技術 開発 課題 抽 出

電極 面積:2500m2

電 流密 度:1A/cm2

エ ネル ギー効 率:～90%

300t/dayプ ラン トの概 念設 計

5万m3液 体 水素 貯蔵 タ ンクの概 念設 計

20万m3液 体 水素 タ ンカー の概 念 設計

有効 水素 吸蔵 量3重 量%以 上,水 素 放 出

温度100℃ 以下,5000サ イ クル後,初 期 の

90%以 上 の 性能 を有 す るMH(水 素 吸 蔵

合 金)

ター ビン入 口温 度1700℃

発電 端効 率60%以 上

有望 利 用技 術 の抽 出 ・要 素技 術 開発

有望 技 術 の抽 出 ・概 念 設計 ・要素 研 究
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02水 素製造設備

㊥ 一自」[⊥奮七 _{瀞
水素 水素 液体水素

製造設備 液化設備 貯蔵設備

畢
メタノー ル輸送 タ ンカー

液体水素輸送,ンカー 畢

畢 CO2処 理

「→

唾 隆 「5al-〉(動 ㊥ 撫ii認 一㊥
醗蕪 騰 辮 鮮 灘 護扁ビン 撫 縣レ 発電設備

酸素製造設備

図1液 体 水素 シス テム概 念図 図2メ タ ノー ル システ ム概 念図

表3エ ネル ギー収 支の 比較 単位
:109kcal/年,(%)

垂 〔h・,

t・2「 ト ㊥

畢

項 目 液体水素システム メタノー ルシステム アンモニア システム

条

体

タービン出力(MW)

輸 送 距 離(km)
水 電解 効 率(%)

1,000

5,000

90

1,000

5,000

86

1,000

5,000

86

入

力

水 力発電 エネ ルギー 12,477(100) 9,041(52.7) 16,256(98。3)

石 炭 エ ネ ル ギ ー 一 8,123(47.3) 一

タ ン カー 燃 料(C重 油) 一 『 275(1.7)

入 力 計 12,477(100) 17,163(100.0) 16,531(10.0)

損

失

水 素 製 造 損 失 986(7.9) 1,258(7.3) 2,110(12.8)

石 炭 ガ ス 化 損 失 一 1,044(6.1) 一

窒 素 製 造 損 失 一 『 334(2.0)

液 化 損 失 2,465(19.8) 『 一

合 成 損 失 一 4,019(23.4) 2,457(ユ4.9)

輸 送 中 損 失 87(0.7) 271(1.6) 275(1.7)

そ の 他 損 失 150(1.2) 一 一

小 計 3,688(29.6) 6,593(38.4) 5,176(31.3)

到 着 エ ネ ル ギ ー 8,789(70.4) 10,570(61.6) 11,355(68.7)

改 質(分 解)・ 精 製 損 失
一 1,781(10.4) 2,566(15.5)

水 素 エ ネ ル ギ ー 8,789(70.4) 8,789(512) 8,789(53.2)

タ ー ビ ン 熱 損 失 3,515(28.2) 3,516(20.5) 3,515(21.3)

発 電 エ ネ ル ギ ー(発 電 端) 5,274(42.3) 5,274(30.7) 5,274(31.9)

所 内 電 力 損 失 570(4.5) 1,012(5.9) 1,487(9.0)

発 電 エ ネ ル ギ ー(送 電 端) 4,704(37,7) 4,262(24.8) 3,787(22。9)
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表4WE-NETシ ステ ムの 発電 コス ト比 較

液体水素 レ タノール1ア ンモニア

・水 素 燃焼 ター ビン100MW

前提条件 ・水力発電電力価格¥2/kWh

・輸 送 距離5000km

30.8
コ ス ト 32.6 (CO2回 収) 32.9

(円/kWh) 24.7

(CO、回収 なし)

備の見積 もりについては,か な り粗い推算の

ものが含まれる。また,需 要地における水素

燃焼 ター ビンの発電 コス トは,将 来導入され

る時点での化石燃料べ一スの発電コス トに,

何 らかの形のCO2排 出抑制にかかわ るコス

ト負担を加えたものとの競合性等の観点から

評価するのが合理的 と思われ る。

(3)概 念設計研究とりまとめ

以上の概念設計研究の結果から導かれた知

見は,以 下のとお りである。

① 液体水素 システム,CO2回 収 メタノール

システム,ア ンモニアシステムの間には,

発電コス トに大差はない。

② メタノールシステムにおいて,CO,を 回

収処理 しない場合であっても,メ タノール

合成に必要な水素は再生可能エネルギーを

用いて製造するので,こ の分(エ ネルギー

バ ランス上,石 炭からのエネルギー47 .3%,

再生可能エネルギー52.7%)は,CO2排 出

削減に寄与する。CO2回 収なしのメタノー

ルシステムは,最 も経済性が良い。

③ いずれのシステムにおいても,要 素技術

の効率向上や設備費の最適化により,コ ス

ト低減の可能性があるので,今 後の研究開

発により経済性の向上が期待できる。

④ 大電力の受け入れ,水 素の大量輸送,大

液化

損 失

19.8

貯蔵その他損失

水力による発電電力
100

液 体水 素

71.

タンカ ー輪送

5000km

液体 水素

70.4

水素製造
損失
7.9

水素

燃焼 夕一 ビン 発 電

発 電電 力 損 失28・2

37.7

図3液 体 水 素 シス テムの エ ネル ギー フロー

(ター ビン出力:1000MW,輸 送 距離:5000km)

規模発電 というスキームだけでは,必 ず し

も効率 的なエネルギー利用 の方法ではな

い。水素燃料の特性にベス トフィットする

多様な利用技術の開発 も,同 時に促進すべ

きである。

3.2水 素製造技術

高分子電解質膜 を用いる水電解技術(PEM

電解技術)に 関す る第1期 計画の主要な研究

課題は,要 素研究 として,電 解質膜/触 媒電

極/給 電体間の接触抵抗 を下げ,電 解セル内

でのエネルギー損失を小さ くする界面接合を

つ くり出す技術開発 である。このために,4つ

のセル製作技術について競争開発方式で研究

を進めてきた。

50cm2の 研究室スケールの電解セルでの研

究結果では,概 ね電流密度1A/cm2で エネル

ギー効率約90%の 値が得 られてお り,一 部

96%と いう驚異的高効率のデータも得 られて

いる。

50cm2ス ケールでの結果 をもとに,4種 のセ
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ル製作技術 を評価 し,性 能および将来の大型

化の観点からポテンシャルの高い無電解 メッ

キ法(化 学 メッキ法)お よびホッ トプレス法

の2種 を選定し,現 在 この技術 を用いてセル

面積 を2500cm2に スケールアップ して,単 セ

ルについての性能評価 を行なっている。現在

までに,無 電解 メッキ法では厚 さ125μmの 固

体高分子電解質膜 を用い,80℃,1A/cm2で エ

ネルギー変換効率89.5%を,ま たホットプ レ

ス法では100μmの 膜 を用い,同 条件でエネル

ギー変換効率91.6%の 値を得てお り,第1期

目標 は確実に達成できる見通 しである(図4

参照)。

3.3水 素/酸 素 燃 焼 ター ビ ン

(1)基 本仕様と研究開発課題

水素を燃料 とす る発電技術は,図5に 示す

ig93年 ～1996年

一

小型ラボセル

温度

セル電圧

電流密度
エネルギー効率

50cm2

80℃

L6V台

lA/cm2

～90%

畢
0

200cm2へ の ス ケ ー ル ア ッ フ

(1996年 ～1997年)

rレ
0

2500cm2へ の ス ケ ー ル ア ッフ

(1997年 ～ 【998年)

【A/cm2,効 率 ～90%
一

第1期
要素研究

]
電解槽工学
的研究,
技術実証

とお り,高 効率 ・無環境負荷発電技術 と特徴

づけることができ,内 容的には燃料電池発電

と水素/酸 素燃焼 ター ビンに大別できる。

第1期 においては,こ の うち水素/酸 素燃

焼ター ビンの研究開発に重点を置 き,次 の性

能を有する水素燃焼ター ビンの開発 を目標 と

し,5つ の課題 ・要素技術について研究開発 を

推進 している。

o基 本仕様

・プ ラ ン ト規 模

・ター ビ ン入 口温 度

・ター ビ ン 入 口圧 力

・発 電 端 効 率

○課 題 ・要 素 技術

500MW

1,700℃

50ata

>60%

・最適システムの評価 ・選定

・燃焼制御技術の開発

・主要構成機器の開発(動 ・静翼)

・主要補機類の開発(高 温熱交換器 ,蒸 気

圧縮機,冷 熱利用)

・超高温材料の開発

2500cm2プ ラ ン ト 第 皿期

10000cm2プ ラ ン ト 第 皿 期

1～3A/cm2,効 率90%以 上

1水素燃矧i

隔 効率 無環境鯖 魏 システムi

一1燃 料電池i

■ 水素/嚇 燃焼タービン1

分散 型

一 小容 量

一 エネルギー密

一 集 中型

一 大容量

一 エネルギー密

図4PEM電 解法による水素製造技術の

研究開発の現状と将来展望 図5水 素燃料発電システムの特徴
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(2)研 究開発の現状

① 最適 システムの評価 ・選定

1996年 度にそれまでの3方 式から図6の

トッピング再生サイ クル1方 式 に絞 り込

み,研 究開発 を終了した。

② 燃焼制御技術

小型モデルバーナーによる保炎技術等の

基礎検討 を経て,現 在,大 型燃焼試験装置

を用 いる,実 機(500MW)の10分 の1ス ケ

ールの1缶 分相当バーナーの性能評価試験

段階に入っている。第1期 末までに最適燃

焼器を選定する計画である。

③ 主要構成機器の開発

ター ビン翼冷却構造の設計 ・評価研究の

結果,既 存の単結晶合金材料により設計可

能 であるとの見通 しが得 られている。

また,タ ー ビン入口温度1700℃,発 電端

効率(高 位発熱量基準)60%以 上 を達成す

る上で,可 能性ある次の4種 類の翼冷却構

造:

・フィルム冷却(動 ・静翼) ,冷 却媒=ス チ

ーム

・回収式内部(対 流)冷 却(動 ・静翼) ,

冷却媒:ス チーム

・ハイブ リッ ド冷却(フ ィルム冷却+回 収

式内部冷却)(動 ・静翼),冷 却媒:ス チ

ーム

・水冷却(静 翼)/回 収式内部冷却(動 翼) ,

冷却媒 二水(静 翼),ス チーム(動 翼)

を設計 ・評価 した結果,2番 め以下の3方

式 を選定 した。現在,試 作 した翼(翼 高さ

約40mmで 実機(500MW)用 の約2分 の1サ

イズ)について,翼 列試験 を実施中である。

最終的に最適冷却構造 を決定す るのは第II

期の前半になる予定である。

④ 超高温材料の開発

タービン入口温度が1700℃ を越 えるレベ

ルのター ビンの場合は新規材料の開発が必

加圧ポンプ

中高圧
夕一ピン

350bar

593℃

低圧
圧縮機

.Obar

lO5℃

じず曙
」

ン
圧
ピ幣

.05bar

235℃
復水
ポンフ

図6ト ッ ピ ン グ 再 生 サ イ ク ル シ ス テ ム

(ター ビ ン入 口温 度1700℃,タ ー ビン 入 口圧 力47.5気 圧,発 電端 効 率61.8%)
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要 となるので,「超高温材料の開発」のテー

マの もとでC/Cコ ンポジッ ト等3種 類 の

材料 につ き基礎 研 究 を推進 してお り,

1,700℃ に次 ぐ次世代水素燃焼 ター ビンの

開発の基礎 固めを行 なっている。

3.4そ の他の研究開発の現況

(1)水 素液化技術 ・水素大量貯蔵技術

水素液化技術 につ いては,プ ロセス効率

40%以 上 を目標に水素 クロー ドサイクル とヘ

リウム ・ブレイ トン ・サイクルの2方 式につ

き,300ト ン/日 プラン トの概念設計を行い,

評価の結果,水 素 クロー ドサイクルを選定 し

た。

液体水素貯蔵タンク(5万m・)お よび液体

水素 タンカー(20万m・)に ついては概念設計

を終 了し,現 在貯蔵 タンク,タ ンカーに共通

の要素課題 として断熱構造の実験的検討に入

っている。

(2)水 素利用技術

第1期 においては,水 素利用技術 にっいて

は,大 規模 ・集中型利用技術の一つ として水

素燃焼 ター ビンに重点 を置いて研究開発 を進

めた。また,分 散型利用技術については,プ

ロジェク トで取 り組むべ き課題 を明らかにす

るための調査研究を行なった。その結果,次

の4つ の課題が抽出された。

・水素ディーゼル ・コジェネレーションシ

スアム

・水素 自動車(燃 料電池車)

・純水素供給固体高分子型燃料電池

・水素供給 システム(水 素供給ステー ショ

ン)

(a)水 素 デ ィ ー ゼ ル エ ン ジ ン を用 い る コ ジ ェ

ネ レー シ ョ ンシ ス テ ム

1997年 度 よ り水 素 噴 射 シス テ ム及 び レー ザ

ー 着 火 を含 め た水 素 着 火 シ ス テ ム の実 験 に 入

っ て い る。第II期 に お い て,100kW級 の 単 筒

エ ン ジ ンの 設 計 ・試 作 ・運 転 試 験 を行 な う計

画 で あ る。

(b)水 素自動車,純 水素供給固体高分子型燃

料電池及び水素供給ステーション

第ll期 から研究開発 をスター トさせること

を前提に,研 究開発課題の抽出,開 発すべ き

設備等の仕様の検討 を行なっている。 ここで

は,

① 水素 自動車は,水 素吸蔵合金タンク搭載

の燃料電池車 を対象 とするが,自 動車本体

については,自 動車メーカーが国の資金援

助なしに開発 を進める段階にあるため,自

動 車本体の開発 はWE-NETプ ロジェク

トでは行なわない。

② 水素吸蔵合金 タンクには,可 能な限 り本

プロジェク トで開発中の新規高性能水素吸

蔵合金 を用いる。

③ 水素供給ステー ションには,メ タン(都

市ガス)水 蒸気改質型,水 電解型,メ タノ

ール改質型などを検討対象 とするが,こ の

うち水電解型水素供給ステー一ションには,

WE-NETプ ロジェク トで開発 中の固体高

分子電解質水電解法 を適用す る。

④ 水素供給ステー ションと自動車 とのイン

ターフェースに係わる技術,例 えば燃料 タ

ンク,燃 料タンクへの水素急速充填法や安

全評価などは,自 動車メーカーの協力を得

てプロジェクトで推進す る。

などの考え方が出されている。
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4.WE-NET第 皿期研究開発の進め方(案)

当所は,1997年 度に,NEDOか らの委託に

もとづ き,「WE-NET第II期 研究開発の進め

方(案)」を作成 し提出した。現在同案を基に,

工業技術院お よびNEDOで 第II期 研究開発

計画の検討が進められている。「第II期 研究開

発基本計画」は,産 業技術審議会等の審議 を

経て,1999年3月 末までに策定される予定に

なっている。ここでは,当 所がWE-NET関

係委託機関や国立研究所の協力を得て作成 し

た標記(案)の 概要を紹介する。なお,誌 面の

制約があり,一 部は省略することとし,ま た

一部は項目 ・概要のみの記載にとどめさせて

いただいた。

4.1WE--NETを 巡 る情 勢 の 変 化

WE-NETを 巡 る情 勢 は,「第1期 研 究 開 発

基 本 計 画 」 が 策 定 され た1992年 度 末(1996年

3月 改訂)と は,以 下 の変 化 を見 せ て い る。

(1)地 球温暖化問題の進展

WE-NET研 究開発の発足時点では,地 球

温暖化問題,と りわけCO2排 出抑制について

は,締 結 された 「気候変動枠組み条約」に見

られ るように,先 進諸国はCO2排 出削減に向

けての努力は合意したが,具 体的かつ定量的

目標の設定には至 っていなかった。また,CO2

排出削減の必要性 を裏付けする地球温暖化の

見通 し等についても,IPCC(気 候変動に関す

る政府間パネル)の 努力は第1次 評価報告書

(1990)に 結実 した ものの,本 格的な科学的

アプローチは更に第2次 評価報告書(1995)

に向けて継続されつつあった。

1997年12月 にわが国 で開催 され たCOP3

(気候変動枠組み条約第3回 締約国会議)に

おいては,先 進国全体で温室効果ガス排出を,

1990年 比で2008年 か ら2012年 までに少なくと

も5%削 減す ることを定めた議定書が採決さ

れた。また,地 球温暖化問題の詳細な科学的

分析 を行ったIPCC第2次 評価報告書(1995)

においては,CO2排 出による様々の影響が検

討 され,い ずれ も何 らかのCO、 排出抑制を行

わなければ,地 球温暖化により地球上の広範

な地域で種々の負の影響が現れるであろうこ

とが報告された。

このように,地 球温暖化問題を巡る状況は

この4年 間で益々厳 しくなってお り,CO2等

の排出削減の方策 として,将 来的には何 らか

の拘束力のある措置の導入も予想され得 る状

況 となっている。本プロジェク トは,CO2排

出抑制手段の一つ として期待 される再生可能

エネルギーのグローバルな利用に向けた技術

開発であ り,その必要性 は一層増大 している。

(2)水 素導入の可能性に関する検討状況

水素エネルギー技術の研究 開発において

は,従 来,水 素製造や水素利用に係 る中核的

要素技術の開発が中心 となってお り,水 素エ

ネルギーの導入可能性に関して,市 場性や温

室効果ガス排出抑制効果等 を考慮に入れた検

討は必ずしも十分展開されていなかった。

しかし,最 近,将 来のエネルギー需給構造

との関連において,水 素エネルギー導入の可

能性 を検討 したい くつかの研究成果が公表さ

れ る一方,政 策 レベルで水素エネルギー導入

の方向づけがあ り,導 入の現実的可能性を示

す状況も生まれてきた。

(a)IPCC第 二次評価報告書 における水素導
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入 の 検 討

IPCCは,第2次 評 価 報 告 書(1995)に お い

て,2100年 に 大 気 中 のCO2濃 度 を500ppm以

下 に安 定 させ る ため に は,全 世 界 のCO2排 出

量 を,1990年 の 約6Gt-C/年(炭 素 換 算 で 年

間6ギ ガ トン)か ら2100年 ま で に2Gt-C/年

ま で 減 少 させ る必 要 が あ る と し,そ の 可 能 性

を探 る こ と を 目的 と して5種 類 の 二 酸 化 炭 素

低 排 出 エ ネ ル ギー 供 給 シ ス テ ム(LowCO2

EmissionEnergySupplySystem,LESS)

に つ い て,実 現 可 能 な 将 来 の エ ネ ル ギー 供 給

の あ り方 を検 討 した。 いつ れ の ケ ー ス に お い

て も,2050年 及 び2100年 に お い て,再 生 可 能

エ ネ ル ギー(太 陽 エ ネ ル ギー とバ イ オ マ ス)

か ら作 られ る水 素 を10%程 度 導 入 す る こ とが

前 提 と な っ て い る。

(b)WE-NET研 究開発における検討

GREENやMARKAL等 コンピュー タ ・モ

デルを用いる将来のエネルギー需給構造の解

析に関 しては,こ れらのモデルが水素エネル

ギー を取 り扱 える形 にな っていなかったた

め,水 素エネルギー導入の可能性にっいて確

たるモデル解析 の研究は行 われていなか っ

た。

本プロジェク トにおいては,第1期 研究開

発課題の一つ として,水 素エネルギー を取 り

扱えるように改造 したGREENモ デルを用

いて水素導入予測の研究を行 った。それ より,

水力を一次エネルギー源 とし,液 体水素 を輸

送媒体 とす るWE-NETシ ステムにおいて,

2020年 を起点 として需要地での水素 コス トが

年率2%で 低減 し,か つ,231ド ル/ト ン炭素

の追加 コス トを想定 した場合,2030年 頃から

2040年 頃にかけて水素の導入が始 まり,2040

年で全世界のエネルギー供給のうち約3%,

わが国では約3.5%程 度を水素が占めるであ

ろうとの結果を得た。

これ らの結果は,研 究の手法が全 く異なる

ため同じ尺度で評価は出来ず,か つ,本 プロ

ジェクトにおける研究結果については条件設

定等に不確定要素があることを考慮に入れな

ければならないにして も,傾向 としては,2050

年までに,あ るいは導入助走期 を含めればこ

れより早い時期に,再 生可能エネルギーによ

り作 られる水素が社会 に導入 される一つの可

能性 を示 しているといい得 る。

(c)米 国における水素エネルギーの導入目標

米国エネルギー省(DOE)は,社 会的に受

容可能で,安 全かつ経済的に競争力のある水

素エネルギー技術の研究開発 を,産 業界 との

協力のもとで実施するための水素エネルギー

開発計画(HydrogenProgram)を 推進 して

お り,プ ログラムとして表5の 水素導入目標

を掲げている。

表5は 技術開発プログラムの目標であるこ

とを考慮する必要はあるが,水 素導入の一つ

の道筋 を示 した点では画期的である。

(d)化 石燃料からの水素エネルギー導入の検

討

水素エネルギー導入の可能性 を巡 る以上の

状況 を踏まえると,再 生可能エネルギーか ら

作 られる水素の導入時期は,長 期的将来にな

ると考 えられる。ただし,再 生可能エネルギ

ー以外(化 石燃料等)を 水素源 とした場合は,

コス トを勘案するとさらに早い時期か らの導

入が始まる可能性がある。 したがって,水 素

エネルギーの円滑な導入を図るためには,必
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ずしも再生可能エネルギーか ら作 られる水素

だけではな く,化 石燃料等か ら作られ る水素

も前提にした,短 ・中期的な水素利用分野の

可能性 を検討する必要がある。

4.2第 皿期研究開発の進め方の検討 に当たっ

ての基本的考え方

(1)水 素優位な分野への早期導入の意義

本プロジェク トの研究開発の目的である再

生可能エネルギーの大規模 ・有効利用の実現

時期は,先 に述べた各種検討の結果を踏 まえ

ると,か な り先の将来になるものと予想 され

る。 したがって,本 プロジェクトを,超 長期

的視点に立った研究開発戦略の一つ として位

置づけることが妥当である。

しかしなが ら,先 に述べ た地球環境問題の

進展,エ ネルギー ・環境技術開発に関する動

表5米 国の水素エネルギー開発計画

目標期限 水素エネルギー導入目標

・産 業 用 ・輸 送 用 に0 .3～0.6

短期 2005年
Quad*/年

・水 素源 はバ イオマ ス及 び化

石燃料

・産 業 用
,輸 送 用,ユ ー テ ィ

リテ ィー 用 にバ イオマ ス及

び都市ゴミガス化水素 を

中期 2010年 0.2Quad/率

・米 国販 売新 車の25%を 水素

燃料 ハ イブ リッ ド車 又 は燃

料電池自動車とする

・すべ て の用 途 に10Quad/年

・水素源は太陽光等の再生可
長期 2025年

能 エネ ル ギー

・全 エネ ル ギー供給 の10%

*1Quad=10isBtu=1.055エ ク サ ジ ュ ー ル

向,第1期 研究開発の中間評価等を踏まえる

と,2020年 まで当初のテーマについて営々と

研究開発 を継続 し,2020年 以降に成果を社会

に反映させればよいとする考えは,適 当では

ない。さらに,全 体の研究開発期間について

も,現 時点で固定すべ きものではない。

第1期 研究開発においては,海 外で再生可

能エネルギーか ら製造される水素 を念頭に置

く長期的な視点に立った技術開発 を進めてき

たが,WE-NET研 究開発を巡 る情勢の変化

及び研究開発の現状,並 びに諸外国における

技術開発の動向,さ らにWE-NETの 中間評

価の結果 を踏まえると,第 且期研究開発にお

いては,水 素が優位性 を発揮できる可能性の

ある分野(ニ ッチマーケッ ト)へ の早期導入

も視野に入れることが重要であると考 えられ

る。

(2)第H期 研究開発における基本的考え方

これらの考え方を基にして,第ll期 研究開

発の進め方の検討に当たっての基本的考 え方

を,以 下の4項 目とした。

(a)研 究開発期間の設定 と全体構想 との関係

の整理

ニューサンシャイン計画における制度改革

(1997年1月)に 基づ き,第III期研究開発の研

究開発期間を1999年 度～2003年 度の5年 間 と

する。ただし,本 プロジェクトは超長期的視

点に立った 「全体構想」に基づ くものである

ことか ら,第 皿期以降(2004年 度～)の 研究

開発(後 継プロジェク ト)の 存在 を想定 した

上で,研 究開発の内容 を決定する。第皿期以

降の実施は,工 業技術院によるプレ最終評価

の結果 を踏まえて決定され るもの とす る。
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なお,当 初の 「全体構想」では,研 究開発期

間を28年 間,研 究開発のステップを第1期,

第ll期 及び第皿期 としていたが,今 後は,こ れ

らにこだわらずに研究開発の進め方を検討 し

てい くこととする。

(b)実 用化時期による研究開発項 目の区分

(「短期」及び 「中期」の概念の導入)

水素を媒介 とした再生可能エネルギーの地

球規模 での利用 システム(い わゆ るWE-

NET)の 導入に必要 な要素技術 を長期の研究

開発項 目とするが,新 たに短期及び中期の研

究開発項 目を追加 し,WE-NETの 実現 まで

の間の過渡的な水素の導入 を促進す る。

具体的には,水 素エネルギーに関す る研究

開発項 目にっいて技術開発の見通 し,経 済性

等の評価 を行 い,成 果の実用化時期 を予測 し

た上で表6に 分類 し,そ れぞれに応 じた研究

開発の目的,課 題及び目標 を設定す る。

表6研 究開発項目の分類

研究項目分類 実用化期待時期

短 期 2003年 ～2010年

中 期 2010年 ～2020年

長 期 2020年 ～2030年

(3)水 素分散利用技術の開発促進

第1期 研究開発基本計画においては,水 素

利用技術 を水素燃焼ター ビンとその他の利用

技術に分類 してお り,再 生可能エネルギーの

大規模利用 としての水素燃焼ター ビンの研究

開発に重点が置かれたもの となっていた。

第ll期 においては,優 れた特性 を有する水

素エネルギーの社会への導入 を加速す るた

め,分 散利用技術にも重点 を置 く。

具体的には,二 酸化炭素発生量の約2割 を

占める運輸部門における水素エネルギーの導

入を図 るため,水 素 自動車及び水素供給シス

テムに係 る技術開発 を開始す る。また,分 散

利用において重要な役割を果たす と見 られる

水素吸蔵合金については,高有効水素吸蔵量,

低放出温度及び長寿命を達成す るため,重 点

的に資金 を配分 し研究開発 を加速する。水素

製造について も,分 散利用に適 した形での実

用化に必要 な技術開発 も行 うこととす る。

(4)水 素調達手段の多様化

短期及び中期の研究開発項 目は,あ る程度

の経済性 を有する水素の調達手段 を前提 とし

た ものである。再生可能エネルギーの水素に

よる国際的な大量輸送は,例 えば,第1期 研

究開発の成果であるグローバルネ ットワーク

研究の結果に基づ くと,2030年 頃か ら2040年

頃にかけて実現すると見込 まれる。

したがって,短 期及び中期については,原

則 として国内での調達 を検討せ ざるを得 な

い。水素の国内での調達に当たっては,都 市

ガス(天 然ガス)の 改質,コ ークス炉副生水

素や ソーダ電解副生水素等のオフガス,オ フ

ピー ク電力を利用する水電解,石 炭のガス化

等様々の方法が想定され る。

本プロジェク トの究極 の目標は,「 全体構

想」で示されたとお り,水 素エネルギーを介

しての地球規模での再生可能エネルギーの利

用であるが,短 期及び中期における水素の調

達手段については,水 素 を社会に早期 に導入

してい くことを念頭において,経 済性を加味

した分析 を行いつつ,で きるだけフレキシブ
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ルに検討することとす る。 期研究開発項目および関発 目標の案は,表7

のとお りである。

4.3第 皿期研究開発の内容 と目標

前記の考 え方に基づ き当所が作成 した第1[

表7WE-NET第H期 研究開発項目および目標(案)

項 目

1.水 素利 用 技術

(1)水 素 燃焼 ター ビ ン

(2)動 力発 生技術

(3)水 素 自動 車 システ ム

(4)純 水素供給固体高分子型燃料電池

(5)水 素 供給 ステー シ ョン

2.水 素製 造技 術

(1)固 体 高分 子電解 質 型水 電解 技術

3.水 素 輸 送 ・貯 蔵 技術
'(1)液 体水 素 輸送 ・貯 蔵 技術

(2)低 温 材料

4.水 素 分 散輸 送 ・貯 蔵 用水 素 吸蔵合 金

5.革 新 的 ・先 導的 技術

6.シ ス テム研 究

(1)シ ステ ム評価

(2)安 全 対策

開 発 目 標

ター ビ ン入 口温 度1700℃

発 電端効 率(高 位 発 熱量 基準)60%以 上

総合効 率85～90%,発 電 端効率(高 位発 熱 量基 準)

40～45%の 水 素 デ ィーゼ ル ・コジ ェネ レー シ ョン

ンス アム

・水 素供 給 ス テー シ ョン と整合 され た燃焼 系 シス

テム

・熱 量換 算燃 料消 費 が既 存燃料 エ ンジ ン車 以下

水 素利 用率99.5%以 上,発 電端 効率(低 位発 熱 量

基準)60%以 上

実用 規模300Nm3/時 前提 の シス テム実証

・電 流密 度1A/cm2以 上
,エ ネル ギー効 率90%以

上 の2500crn2セ ルス タ ッ ク

断熱構 造 等要 素技術

材料特 性 把握,最 適溶 接材 料 ・溶接 方法

有 効水 素 吸蔵 量3重 量%以 上,水 素放 出温度100℃

以下,5000サ イ クル後,初 期 の90%以 上 の性 能 を

有 す る水素 吸蔵 合 金

有 望 技術 の調査 ・抽 出 ・要素 研 究

水素利用システムの設計 ・経済性評価 ・実用条件

の明確化

・システム安全設計基準検討

・リスク評価手法確立
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5.ま と め

WE-NETプ ロジェク トの第1期 研究開発

は本年度が最終年度に当た り,い よいよ1999

年度 より5年 計画の第ll期研究開発が開始 さ

れ る。当所はNEDO委 託により,「第ll期研

究開発の進め方(案)」 を作成す るなど,プ ロ

ジェク トの展開に当たって中核的役割 を果 し

つつある。しかし,本 稿で紹介 したこの案は,

水素エネルギーシステム実現へ向けてのマイ

ルス トーンを置 くために必要な要素を,十 分

に視野に入れ切れていない心配 もある。第ll

期以降は,水 素の大量製造/大 規模輸送/大

規模 ・集中利用 というスキームにこだわらず

に,技 術の実用化 も念頭に置いて,と りわけ

水素利用技術 を中心 とした多様なシステムの

可能性を一つ一つシステム評価研究での検討

対象 とし,可 能性あるものを研究開発計画に

とり入れてゆ くなどして,WE-NETプ ロジ

ェク トを充実 させてゆ く努力が不可欠である

と考 えている。

(付記)

4.3で 紹 介 した研 究 開発 項 目の具体 的 研 究 開

発 内容 お よび 目標 につ いて は長文 に な るので省

略 した。ただ し,「第II期 研 究 開発 の進 め方(案)」

は,NEDOの1997年 度報 告書 に全 文収録 され,

印刷 物 と して公 開 され て いるの で,関 心 をお持

ちの 各位 はNEDOも し くは 当所WE-NETセ

ン ター に て閲覧 可能 で あ る

第21巻 第2号(1998)
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〃 沖縄電力(株) 二[ネトピ

白い砂浜に続くエメラル ドグリーンの海、そして青い空 …

あふれるばかりの豊かな自然に恵まれた宮古島で、風と太陽を利用した

クリーン ・エネルギー ・システムの開発が進められています。

今回、私たちIAE女 性研究員取材チーム(木 村、清水)は 、その沖縄電力(株)エ ネ

トピア宮古の風力発電システム、太陽光発電システムを訪問しました。

乳隔 齢一 一 《

∫ 略,.電.、 穣 も

;.」繕 響 涙 薫 乞

ぺ竈 薫 議欝 愚
な　ロ學藩 ㌦ 蒸

_
ψ5

'1←'"j"」,
・㌔ ㌦ 」!卜 【

聾 ミ ーう 　を

ご麟無 ミ ニ◎ 画

鰹i壷 錯
美 しいエメラル ドグ リー ンの海、宮古島の東平安名崎(ひ が しへんなざき)

楽 磁 瀦 勿クグーノ㌔τ拗ル≠一つと久兄 ⊃楽

宮古島では、夏季には特に多くの日射量が、冬季は強い季節風が得られます。この無償・

無尽蔵なエネルギーを離島の電力供給に活かしたいものです。

沖縄電力(株)は 、平成2年 より、ニューサンシャイン計画の一環として、NEDOか

ら 「太陽光発電システムの実証研究」および 「集合型風力発電システムの制御技術の開発」

を受託し、国内でも屈指のクリーン ・エネルギー ・システムをつくりました。現在、本格

的な実用を目指して、さまざまな視点から研究が行われています。
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ア宮古 記間訪

IAE女 性研究員取材チーム

寮屍弛囁職 ズ%楽
エネトビア宮古の風力発電システムは、系統状態(風 車併入比率及び周波数)を 監視し

て風車の自動台数制御を行えます。これは、離島系統において電力の品質を維持しながら

風力工ネルギーを最大限に利用しようとするもので、世界的にもその制御技術の開発 ・確

立が注目されています。

風車には現在、国産250kW×2基 、デンマーク製400/100kW×3基 が導入されています。

西平安名崎(に しへんなざき)の 岬に沿って、最多風向(北 東)に ほぼ垂直になるように

設置することにより、風のエネルギーを有効に利用できるように配置されています。また、

隣接する風車の相互干渉の影響を避けるため、ブレードの直径の3倍 の間隔で据え付けら

れています。

西平安名崎の風況は年平均約8m/sと 大変恵まれており、風車の年間設備利用率は世界

的にも良好と判断される約30%と 大変優れた運転実績をこれまでに達成しています。また、

平成9年1月 から12月 までの1年 間の発電実績は約400万kWhで 、これは宮古島の年間電

力需要の約2%に なるとのことです。

鱒i頸 砂 ∠!く'tz5`

システム構成ブロック図
＼/

(亀
二

ll旧___

石 蕎ロ 〆 需要家
ロ ロ!

口

二
∈日 〔 ＼

尋
宮古第二発電所

1俘

変圧器

弊1

〔

遠方監視盤 ディーゼル発電機制御盤

一可 蹴一一一一
}

開閉機盤風車(L700kW)

砺
.1。 。}。」 。

o 口[〕〔〕日D

n[((
L

発電機 ディーゼルエンジン
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また、宮古島の風力発電は、東平安名崎にある太陽光発電設備の隣りに、平成10年7月

にドイツ製500kW×1基 、デンマーク製600kW×1基 、計2基 が導入され、合計出力2,800

kWに なりました。これにより4タ イブの世界の風車が揃い、性能比較・評価が効率的に実

施できます。また、将来的にはあと4基 導入の構想もあるそうです。

叢
筆
4

脚

ボ

.邑 メ 浄願'、 し

耀瞬灘

†ヤ醗
りゆ エ へ ぎ

' ・ ・ へ ζ .、
圃.膚

$f〈 。.酬 硬 餅 轡 ≧繭 醐'一

西平安名崎の風車群

姻 励寮
1・2号 機 3～5号 機

①風 車 型 式 水平軸 プロペラ式可変翼型風車 水平軸 プロペ ラ式固定翼型風 車

②定 格 出 力 250kW(【2.4咲) 100kW(10.0嘱)/400kW(15.0嘱)二 重 定格

③起 動 風 速 5.5嘱 3.0嘱

④停 止 風 速 24.0嘱 25.0嘱

⑤ ロ ー タ ー 直 径 28m 31m

⑥ タ ワ ー 高 さ 30m 36m

⑦ ロ ー タ ー 回 車云 数 43rpm 36rpm

⑧発 電 機 型 式 誘 導 発電 機 、 交流480V、3相 、60Hz 誘 導 発 電機 、 交 流600V、3相 、60Hz

⑨製 造 国 国産 デ ンマ ー ク製

ffhvaマク立z「 〃

一82一 季報エネルギー総合工学



楽庸揚%鱗融 え%楽
太陽光発電システムは宮古島の東端に突

き出した東平安名崎(ひ がしへんなざき)

に続く海岸線沿いにあります。18,000m2の

広大な敷地に、12,000枚 ものパネルが横た

わるように設置されていました。

光エネルギー

ーーー

⑰

太陽光発電パ ネルの鳥瞼図

●太陽光発電素子の原理 ●

太陽光発電素子は、一般に【)型とn型

のシリコンを接合 した半導体から作られ

ており、これに太陽光があたると正の電

気と負の電気が発生 します。正の電気は

D型 へ、負の電気はn型 へ分離され電極

に電圧が生じ、電極間に負荷を接続する

と電気が流れます。

ノ麟 …動2励寮

①規 模

②年間発電電力量

③交 流 出 力

④直 流 電 圧

⑤直交変換装 置

⑥制 御 方 式

量

ル
量

成

容

イ
容

構

池

イ
機

電
暫

体

蓄

補
発
全

⑦
⑧

⑨

太 陽 電 池 総 量750kW

敷 地 面 積 約18,000m2

ア レイ 用地面 積 約11,000m2

682,596kWh

3相6.6kV60Hz

430V

トラ ンジ スタPWM制 御250kVA×3

独立 運転 時 …定周 波 数の 出 力電圧 一定 制御

連 系運転 時 …無 効電 力0制 御 及 び最大 出力制御

3,058kWh(lOHR)

300kW

太陽電池→蓄電池→直交変換装置→需要家

(ディーゼル発電機とは高圧側にて並列接続)
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宮古島で行われている研究は、太陽光発電を主電源、ディーゼル発電機を補助電源とし

たハイブリッドシステムでした。

日照時、太陽光発電で電力を供給し、余剰になった分を蓄電池に充電しておきます。梅

雨時など日射量の少ない日が続き、蓄電池の残存容量が20%ま で低下すると、ディーゼル

発電機から供給 します。このとき蓄電池にも充電を行い、残存容量が30%に 回復したらま

た太陽光発電に切り替えます。つまり、天気が悪くても安定した電力を供給でき、そのう

え無駄なく太陽光を活用できる、大変効率的なシステムといえます。

ズ揚 綴i報 勿∠1く∂

システム構成ブロック図

太陽光発電システム
,""約90kW

＼1〆 /
ノ

器 口,
口

[

・
、i/
、1'

1◎ 二 変圧機
直流開閉盤 直交変換装置

醐

ミ :

/デ1・

: ζ 麟
一

需要家

竺
遠方監視盤

娩雛
太陽電池750kW

岬

蓄電池

3,058kWh

拶
デイーゼル
発電機

噛
システム
制御盤

約2年 半にわたり、既存の配電系統から分離した需要家約250戸 に、このシステムを用い

て電力を供給したところ、太陽光工ネルギーで総需要電力の約80%も まかなえたとのこと

でした。現在は、ディーゼル発電機を停止して、蓄電池の有効性を把握する研究が行われ

ています。

海のそばに設置され てい

て、塩害対策など保守点検は

大変なのでは、と思いました

が、案内して下さった砂川さ

んによると、パネルについた

砂や塩は雨が洗い流 してくれ

るので、メンテナンスフリー

ということです。

無

鋤晒癌 燕
似.主 、・.こ∫

・羅一 讐
・:2'・r讃 層 榔 野 　

…璽讐攣
鰍 野饗1欝'

タ臼315

壮観 な太陽光発電パネル
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●
●

v卿 葛翫r,

今回案内してくださったエネトピア

宮古の砂川さんをはじめ、行くところ

行くところで宮古島のみなさんには

本当に親切にして頂きました。

空も海も自然がとてもきれいな島で、

心のきれいな人々がのんびり暮らして

いて 島に着いてからず～っと

感動の連続で、大変得るものの多い

訪問になりました。 エネトピア宮古 砂川部副長を囲んで

「とても親切に案内して頂き
、

大変お世話になりました」

o

●

り 工nf。rm†ion▼

西平安名岬

読属(こ
)

東平安名岬

■ 交 通 案 内

風力発電システム……35分(約16km)

太陽光発電システム…35分(約15km)

*宮 古空港から車での所要時間。

沖縄電力株式会社

圏 研 究 開発 部

沖 縄 県浦 添 市 牧港5丁 目2番1号

TELO98-877-2341

■ エ ネ トピア 管 理事 務 所

沖縄 県平 良 市 西里1275-15番 地

大 和 電工 ビル3F

TELO9807-3-0097

エネトピア宮古 案内図
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研究所の うご き

(平成10年4月2日 ～7月1日)

2.WE-NETプ ロジ ェ ク トの現 況 と今 後 の

展開

(WE-NETセ ンター プ ロジェク トマ ネー

ジャー ・副主 席研 究員 福 田健 三)

◇ 第50回 理事会

日 時:6月19日(金)12:00～13:20

場 所:経 団連 会館(9階)906号 室

議 題:

第一 号議 案 平成9年 度事 業報 告 書お よび決 算

報告 書(案)に つ いて

第二 号議 案 評議 員 の委 嘱 につ いて

第三 号議 案 事務 局長 の委 嘱 につ いて

第 四号議 案 その他

◇ 組織変更

6月30日 付

新 水素 エ ネル ギー実 証研 究 セ ンター お よび 同

実 証 ラ ボ ラ ト リー を閉鎖

◇ 月例研究会

第157回 月例 研 究会

日 時:4月24日(金)13:30～15:30

場 所:航 空会 館6階601会 議i室

議 題:

1.平 成10年 度 電力長 期 計画 につ い て

(電気事 業 連合 会 電 力計 画部 長

浜本 和夫 氏)

2.米 国お よび 欧州 にお け る電 気事 業 を巡 る最

近 の動 向につ いて

((社)海 外 電 力調査 会 調査 部 主任 研 究員

飯 沼芳樹 氏)

第158回 月例 研 究会

日 時:5月29日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会 館7階702・703会 議 室

議 題:

1.革 新 的 ソー プ熱化 学 プ ロセス の概要 と国際

協 力 につ い て

(東京工 業 大学 炭 素循 環素 材研 究 セ ンター

理 学部 化 学科 化 学専 攻 教 授

玉 浦裕 氏)

第159回 月例 研 究会

日 時:6月26日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会 館5階501・502会 議 室

議 題:

1.ダ イ オキ シン対 策 の最 近 の技術 動 向 とその

評価

(神奈 川 県環境 科 学 セ ンター 環境 工学 部

専 門研究 員 安 田憲 二氏>

2.最 近 の廃 棄物 発 電技術 につ いて

(エネル ギー 技術 情報 セ ン ター 長 ・副主 席

研 究員 小 川紀 一郎)

◇ 主なできごと

4月2日(木)・ 第2回 ガ ス技術 評価 委員 会

7日(火)・ 第1回21世 紀 ガス技術 ビジ ョン委

員会

22日(水)・ 第1回PLM技 術 開発検 討委 員会

24日(金)・ 第3回 ガ ス技術 評価 委員 会

5月12日(火)・ 第2回21世 紀 ガス技術 ビジ ョン委

員会

18日(月)・ 第2回PLM技 術 開発検 討委 員会

19日(火)・ 第4回 ガ ス技術 評価 委員 会

25日(月)・ 第1回WE-NET全 体 シス テム概

念設計一安全対策 ・評価技術委員会

・第1回BWRサ ブ チ ャネル解 析 コ

ー ド(NASCA)の ポ ス ト沸騰 遷移

へ の適 用性 の研 究委 員会

28日(木)・ 第3回21世 紀 ガス 技術 ビジ ョン委

員会

6月2日(火)・ 第3回PLM技 術 開発検 討委 員会

5日(金)・ 第1回DSM技 術 検 討委 員会

9日(火)・ 第1回 高温 ガ ス炉 プ ラン ト研 究会

・第1回 ヒューマ ンフ ァ クタ研 究懇

談会

15日(金)・ 第1回 低 品位 炭 改質 技術 に 関す る

調査 委 員会

29日(月)・ 第1回 実 用 発電 用原 子炉 廃炉 技術

調査 委 員会
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◇ 人事異動

06月26日 付

(出向解除)

田 中 良 昌

(採用)

田 宮 久 史

(委嘱)

杉 井 喬

06月30日 付

(出向解除)

浅 見 直 人

(プ ロジェ ク ト試 験研 究部

主任 研 究貝)

プ ロ ジェ ク ト試 験研 究部

主任 研 究員

事 務 局長

(新水 素 エネ ル ギー 実証 研 究セ

ンター プ ロ ジェ ク トマ ネー

ジャー ・副主 席研 究貝)

久保田晴仁

(退職)

竹端賢二郎

07月1日 付

(採用)

井 上 岳 史

(委嘱)

浅 見 直 人

(昇任)

田 中 敏 英

(プロジェクト試験研究部

主任研究員)

(プロジェクト試験研究部付

研究参事)

プロジェクト試験研究部

主任研究員

プロジェクト試験研究部

専門役

プロジェクト試験研究部

主任研究貝
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編集後記

気 象庁 の ホー ムペー ジに よる 「エル ニー

ニ ョ」の 説明 に よれば,「 エ ル ニー ニ ョ現 象

は,太 平 洋赤 道域 の南 米沿 岸 か ら中央部 の

赤道 変更 線付 近 にか けて の広 い海域 の 海面

水 温 が平 年 に比べ て数 ℃ も高 くな り,そ れ

が半 年,一 年 半程 度継 続す る現象 で,数 年

に 一 度 発 生 す る。… ま た そ の発 生 に とも

な って,貿 易 風 が弱 ま り,熱 帯の み な らず

中 ・高緯 度 を含 め た世 界各 地 で通常 とは 異

な った気候 が発生 しや す くな り,熱 帯域 を

中心 に気 温 が高 ま り,東 南ア ジ ア,オ ー ス

トラ リア東部,パ プ アニ ュー ギニ ア な どで

は雨 が少 な く干 ばつ に な る傾 向が あ る。一

方 南米 のエ クア ドルや ペ ルー 沿岸部 では大

雨 に よる災害 が起 こ りや す くな る。 台風

サ イ クロ ンの発生 も減 少 す る。 わが 国に お

い て も同現象 発生 中は暖 冬 ・冷夏 に な り易

く,梅雨 明け が平 年 よ り遅 れ る傾 向 にあ る」

とあ る。

その 説明 で,最 近 の世 界の 異常 気象 的 な

現象 をみ る と,例 えば昨年 の パ プア ニュー

一 ギニ アの大 干 ばつ(今 年 の大津 波 も?)
,

今夏 の米 国 中西部 の 熱波 等各 地 の猛 暑,中

国長 江 の大洪 水 また 日本 にお い て も判 然 と

しなか っ た梅 雨 明け 等大部 分 は理解 で きそ

うで あ る。 しか し,何 故 エル ニー ニ ョ現象

が発 生す るのか は定 説が な い といわれ る。

特 に地球 温 暖化 との 関係 は明確 では ない 由

で あ るが,地 球温 暖化 現 象の 顕在化 が 議論

されて きて い る今 日,や は りこ こは疑 っ て

かか るのが 妥 当 と思 われ る。

その地 球 温暖化 現 象 は,エ ネ ル ギー 需給

形態 と不 可分 といわ れ る。 去 る6月 通産 大

臣 の諮 問機 関 であ る総 合 エネ ル ギー調査 会

需給部 会 が纏 め た中 間報告 に よれ ば,先 の

COP3(地 球 温 暖化 防 止京都会 議)で わが

国 に課 せ られ た2008年 か ら2012年 時 点 の二

酸化炭 素 排 出量 を1990年 レベ ル よ り6%削

減 す る 目標 は,「 原 子 力 発 電」,「省 エ ネ ル

ギー 」,「新 エネ ル ギー 」 を目一杯 実 行 して

は じめ て達成 可能 で あ り,そ のた めに は「環

境調 和 型エ ネル ギー 需給構 造」 へ の変革 あ

るい は転 換 が必要 とされ て い る。

さて,本 号 で は その 「環 境調 和型 エ ネル

ギー 需給 構造 」検 討 に際 して現 在 注 目され

て い るテーマ を重 点 的に掲 載 した。 それ ら

の位 置づ け は次 の通 りであ る(執 筆 者 は,

省略 させ て い ただ いた)。

需 要構 造 関連:

・座 談会 一電 力負荷 平 準化 につ い て

供 給構 造 関連 二

発 電技術 全般;

・地球 環境 時代 の発 電 技術

原子 力;

・「原 子力 と情 報」 を巡 る最 新動 向

自然エ ネ ル ギー;

・革新 的 ソー プ熱化 学 プ ロセ スの概

要 と国 際協 力 の可能性 調査

・WE-NETプ ロジ ェ ク ト研 究 開 発

の現 況 と今 後の展 望

・沖縄 電 力(株)エ ネ トピア 宮古 訪問

記

不 順 な天候 の 多 いこの 頃,自 然 と環境 そ

してエ ネル ギー 問題 等 につ いて思 い を巡 ら

され る よ うな機会 が あれ ば ご参 考 に して い

た だけ れば 幸 いで あ る。

ノ」、JII糸己一良β言己

一88一
季報エネルギー総合工学



季報 エネルギー総合工学 第21巻 第2号

平成10年7月20日 発行

編集発行

財 団法人 エネル ギー総合工学研究所

〒105-OOO3東 京都港区西新橋1-14-2

新橋SYビ ル(6F)

電 話(03)3508-8891

無断転載 を禁 じます。(印 刷)和 光堂印刷株式会社


